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〔博士論文要旨〕

産業発展と多国籍企業

一アジァ太平洋ダイナミズムの実証研究一

トラン・ヴァン・トウ

1問題意識

　本研究は，1つの産業の発展過程とその国際的ライフサイクルを国際経済学的に

分析することを通じてアジア太平洋地域のダイナミズムを証明しようとするもので

ある．分析対象になるアジァ太平洋地域は臼本，アジァ新興工業地域（NIEs）と

東南アジァ諸国連合（ASEAN）をカバーしている．

　アジア太平洋域内各国の工業化が急速に進行した結果，貿易構造が高い速度で変

化している．特にアジァNIEsやASEAN各国と日本や域外先進諸国との間に水

平分業・産業内分業が活発に展開してきている．これを可能にしたのは・アジア太

平洋各国で資本蓄積・技術水準向上が急速に進行したことである．別の表現で言え

ぱ各国の要索賦存状況が変化したことに伴って各国の比較優位構造も変動したので

ある．要素賦存状況の変化は，各国での蓄積による資本・技術の増加・向上だけで

なく，各国問の活発な要素移動によっても大きく影響されていると考えられる・特

に経営ノウハウ，技術などの経営資源が多国籍企業の活動を通じて地域各国の間に

活発に移動している．このような活発な要素移動・経営資源の移動が各国の要索賦

存状況を急速に変化させ，その結果として各国の比較優位構造二各国間の分業構造

を変動させることは，アジア太平洋地域のダイナミズムを特徴づけているのである。

また，この地域のダイナミックな変化は先進国・先発途上国での産業調整を迫って

いることも指摘しておかなけれ律ならない一

　このようにアジア太平洋地域では生産要素の蓄積と国際間移動，技術移転，多国

籍企業の活動，貿易・産業構造の変化，工業化・産業発展の国際的波及・産業調整

といった諸要因が相互に作用し，この地域のダイナミズムを形成してきているとい
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える、これからの各国の経済発展，地域の分業・協力の点からみてそのダイナミズ

ムにっいての理論的・政策的研究課題が多い、実際にそれらの課題についてこれま

で多くの研究がなされてきた．しかし，既存の研究は，個々の研究がアジァ太平洋

ダイナミズムのある側面（工業化パターン，貿易構造，直接投資など）だけに焦点

を合わせて実証分折をし，政策含意を引き出すところに特徴があるのである．考察

の対象は複雑な経済現象で，しかも常に変化する経済現象であるから，そのような

アプローチも無理がない．しかし，アジァ太平洋ダイナミズムの全体象を実証的に

把握し，ダイナミズムを維持・発展させていくための政策含意と企業行動が何かを

1つの分析フレームワークで究明できないだろうか．これが，本研究の問題意識の

出発点である．

　本研究は，アジア太平洋ダイナミズムの全体象をもっとも反映した産業を選ぴ，

産業の一国での発展プロセスだけでなく，その発展の国際的波及のメカニズム，そ

の波及と国際分業との関係，発展・波及と産業調整との関係を解明しようとしてい

る．また，生産要素，産業構造，貿易構造といったマクロ的経済の変化がアジア太

平洋ダイナミズムを特徴づけてい孕が，その変化の裏には企業の行軌特に多国籍

企業の戦略が大きく投影していることを認識しなけれぱならない．経営資源の国際

的再配置，企業内貿易，企業内産業調整という用語が国際経済学の新しい教科書に

頻繁に登場しているが，それはそのためである．この理由でアジァ太平洋ダイナミ

ズムを研究するためには多国籍企業の行動をもう1つの焦点にしなけれぱならない

のである．これらの点は本研究のタイトルが『産業発展ら由睦南痘産と多国籍企

業：アジア太平洋ダイナミズムの実証研究」とな与た麗由を説明しているのである，

（但し，このタイトルがやや長いから公刊にあたり，出版社の要請で傍点部分を削

除した）

　本研究は今述べたようなアプローチで合繊産業のケースを考察する．この産業は

1950年代から日本で発展を開始し，60年代を通じて70年代初頭まで高成長を実現

した．しかし，この産業の発展は70年前後からアジアNIEsに波及し初めたし，

70年代後半から80年代にかけてASEAN諸国にも本格的に発展した．その過程で

日系多国籍企業が直接投資・技術移転で果たした役割が大きかったが，アジァでの

発展は日本国内の産業調整も迫oてきた．このように1つの産業の国際的ライフサ

イクルを考察しても，上述したようなアジァ太平洋ダイナミズムの複雑な諸現象を
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体系的にみることができる．そして，次のような実践的課題も提起できるし，ケー

ス・スタデイから様々な経験を引き出すことができる．すなわち，産業発展のプロ

セスにおいてどの段階から海外直接投資が行われるか．それはなぜか．自国の産業

発展を促進するために外国の資本・技術をどのように利用すれぱよいか，多国籍企

業の経営資源を利用すると同時に，多国籍企業の支配を回避する戦略がないだろう

か．アジァ太平洋ダイナミズムを維持するためには，企業行動の望ましいありかた

は何か，また，どのような政策環境が望ましいか，である．

　本研究は序章と次の3部・9章から成っている．

第I部　産業発展と海外直接投資：日本の産業発展と国際的展開

　　第1章産業発展と海外直接投資：日本の合繊産業

　　第2章日本企業の多国籍化戦略1合繊企業の経験

第II部産業発展と多国籍企業：途上国の産業発展への効果

　　第3章産業発展への多国籍企業の効果：分析枠組み

　　第4章　経営資源でのキャソチ・アップと産業発展：韓国合繊産業の経験

　　第5章　経営資源分割導入と産業発展：台湾合繊産業の経験

　　第6章技術移転摩擦と多国籍企業1タイ合繊産業の経験

　　第7章後発性の利益と産業発展1インドネシア合繊産業の経験’

第II1産業発展・産業調整と国際分業：多国籍企業の役割

　　第8章企業内産業調整：日本合繊産業の経験

　　第9章日本とアジァの貿易と日系多国籍企業

2本研究の方法論について

　本研究は，ケース・スタデイを通じて，一国の産業発展プロセスと他国への波及

効果，その結果としての国際分業と産業調整についてのメカニズムを解明すること

を試みている．焦点は，産業発展のプ回セスとその国際的波及過程において多国籍

企業がどのような効果を与え，どのような役割を占めているかである．

　まず，既存研究の問題点と本研究の特徴を述べておこう．産業発展の国際的波及

プロヤスはある面からみて後発国のキャッチ・アップ過程であるといえる．70年

代からこのようなキャッチ・アソブに関する研究が盛んであウたが，これまでのキ

ャッチ・アソプ論は貿易面あるいは生産の面を中心に展開してきた．顕在的比較優
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位（revealedcomparativeadvantage），重層的追跡過程などはそうである．し一

かし，これは，キャッチ・アップの貿易構造の変化に現れた緒果を説明することだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く
けで，そのプ回セスではない．本研究は経営資源でのキャッチ・アップという概念

を導入し，キャソチ・アップ論の新しい内容を提起する．経営資源でのキャッチ・

アップはある意味で経営資源の現地化であるが，後者は現地政府の強制的政策で現

地の技術者・資本などが外国のものを代替するという意味が強い．これに対して経

営資源でのキャソチ・アップは現地の経営者・資本家・技術者などが自主的に，能

率的に外国の経営資源を代替していくことである．

　一方，プロダックト・サイクル論は途上国のキャッチ・アップ・プ目セスを考え

るための枠組みを示唆してくれるが，その理論は先進国の市場条件と製品のライフ

サイクルだけに着目している．つまり，ライフサイクルによって比較優位が自動的

に途上国に移る．本研究は途上国の経営資源の蓄積度合いと技術吸収能力も考慮に

入れてそのプ回セスを分析する．ところで，雁行形態論は途上国の市場条件の変

化・キャッチ・アップ努力とそのプロセスを考察しているので有効な分析枠組みで

あるが，そのプ回セスにおける多国籍企業の直接投資・技術移転の効果をまだ本格

的に研究していない．また，雁行形態論は主として産業レペルを把握し，企業レベ

ルの問題をまだ本格的に取り入れていない．本研究の方法論は雁行形態論から出発

するが，その拡充と発展に貢献しているのである．

　本研究全体で論証したい課題は，産業発展の国際的波及プロセスとその結果とし

ての新しい国際分業に捌ナる多国籍企業の機能である．産業発展の国際的波及プロ

セスは雁行形態論の枠組みで分析され，また多国籍企業の機能は経営資源の国際的

再配置として考察される．経営資源は企業内部で蓄積され，企業成長の源泉になる

ものであるが；それが国際的に移転される時，移転先での経営資源の蓄積度合いに

よって移転パターンが異なってくると仮定されるので経営資源がマク回的概念とし

てもとらえられる、本研究全体の作業仮説は，経営資源が多国籍企業を通じて先進

国から途上国へ移転されることによって後者の産業発展が促進されると共に，経営

資源が多国籍企業内部で新たに蓄積されることによってダイナミヅクな企業内産業

調整が可能になった結果，先進国と途上国との分業構造が高度化して調和のとれた

形で実現できる，ということである．

　雁行形態論と経営資源の蓄積・移転との関凍について「外国経営資源への依存
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度」，「経営資源でのキャッチ・アソプ」，「技術導入のチャネル選択」といった概念

を導入し，いくつかの仮説を提示して実証した．すなわち，国内での経営資源の蓄

積度合い（初期）は外国資本・技術への依存度および技術導入のチャネル選択を規

定するという仮説が提示され，その実証は韓国，台湾，インドネシアのケースで行

われた．また，外国の経営資源の導入は国内での経営資源の新たな蓄積をもたらし，

産業の雁行形態的発展を加速させるという仮説も提示し，検証した．ところで，企

業の経営資源の蓄積方向（経営資源の構造変化）は企業の成長フロンチアを規定す

ると共に企業内産業調整を可能にするという仮説も提示され，実証した．また，自

由貿易の下で企業内産薬調整は多国籍企業の本国と投資先国との分業構造を高度化

させ，産業発展の国際的波及とダイナミソクな国際分業が調和できることが示され

たのである、

　本書で使用するデータ・資料は主として著者が独自で日本内外で長年にわたって

綿密に調査・収集したものである．これについて関連各章で詳しく述べているが・

主要な資料源を記しておくと次のようである．

　第1部（1章，2章）について1979年から1985年にかけて筆者は日本化学繊維

協会（化繊協会），東レ，帝人などの発行資料や業界史，社史などに基づいて問題

意識に沿った暫定的個人資料を作成した上，化繊協会の国際部，合繊企業各社の海

外事業部に何回も足を運んで密着インタピューを行って，資料の修正，補足，確認

をした．第2章については次で述べる第2部の資料も使用し，データ・史実のクロ

ス・チェックをした．

　第2部（4～7章）について1986年から1987年にかけて筆者は韓国，台湾，タ

イとインドネシアに現地調査を行い，データ・資料を収集した．現地では業界団体、

日本の合繊企業の現地法人だけでなく，現地企業，政府関係者などについてもヒア

リングや資料収集を行った．

　第3部第8章は『有価証券報告書』など東レ，帝人の活動に関する公表資料を利

用すると共に，1990年夏に東レの三島工場，帝人の松山工場を調査した．最後に

第3部9章は主としてアジア経済研究所の貿易データ・システム（原資料は国連の

貿易統計）を利用したが，要素賦存状況に関するデータなどは筆者が推計した．
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3本研究の構成とその内容

　第I部は合繊産業が日本でどのようなプロセスで発展し，どのようなパターンで

海外直接投資を行ったかを分析する．まず，産業発展のプロセスを整理した上，海

外直接投資の背景・要因をヘクシャー・オーリン的枠組みで説明する（第1章）．

その次にその海外直接投資を産業組織論的立場から考察し，企業の多国籍化戦略を

分析する（第2章）．

　第II部は産業発展の国際的波及に関する受入側の問願を究明する．まず，それ

を考察するための理論的枠組みを提示する（第3章）．ここで，産業の国際競争力

強化をもたらす要因は何かを明らかにした上，それらの要因は多国籍企業の直接投

資でどのように変わるかを理論的に究明する、その次に、アジァ太平洋主要国の産

業発展と日系多国籍企業との関係を考察する．ここで産業発展と外国資本・技術と

の関係が焦点になるが，実際には受入国側の事情によoて様々な経験と教訓が得ら

れる．韓国の場合（第4章），経営資源でのキャッチ・アソプという新しい概念を

提示し，技術導入チャネルについての現地企業の戦略，そのキャソチ・アップ努カ

を分析し，産業発展における多国籍企業の役割と発展成功の条件を探る．台湾（第

5章）は多国籍企業の経営資源を分割的に導入する可能性を提示するほか，技術供

給者の経営資源と移転形態との関係，経営資源でのキャッチ・アソプを重点的に分

析する．タイ（第6章）は，多国籍企業の支配形態と技術移転との関係を分析し，

産業の効率的発展と資本・技術の現地化問題を考察する、また，現地との技術移転

摩擦閤題も浮かぴあがらせる．最後に，インドネシア（第7章）は本研究で取り上

げる国・地域の中で最後発国としてどのような「後発性の利益」を受けているかを

示してくれる（第7章）．ここで技術の国際的・広範な波及の下で最後発国の産業

発展において外国の資本・技術がどのように利用されているかに焦点を合わせる．

　第m部は産業発展が日本からアジァ太平洋諸国に波及した後，日本でのその産

業はどう調整されるか，日本と同地域との分業関係はどう変わウていくかを分析す

る．まず，産業調整を企業の立場から考察し，なぜ企業内調整が円滑に進められう

るかを理論的・実証的に解明する（第8章）．その次に日本とアジアとの分業関係

を広い視野から整理した上，合繊貿易の実態を分析する（第9章）

　本書の分析対象期間は1950年から1990年までであるが，考察された課題によっ
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て年代が若干違う．例えば第1部は1950年一80年、第n部は1960年一87年，第

m部は1970年一90年である．産業発展の波及過程で時期によって生じる問題も

違うのである．

4結論と含意

　上述した本研究全体の作業仮説といくつかの部分的仮説の下でアジァ太平洋地域

の合繊産業の発展プロセスとこの産業をめぐる比較優位構造の変動を分析した結果，

次のような結論が到達した．すなわち，

　第一に，産業の一国での発展から他国への波及は多国籍企業の直接投資・技術移

転によって促進される．企業の経営資源の国際的移転は要索市場の構造変動，外国

の工業化政策などによって誘発されるが，同時に企業の寡占的競争行動などはその

移転過程を加速化させる．日本の合繊産業の海外直接投資を説明するために，ヘク

シャー・オーリン理論と共に，産業組織論的アブ回一チも必要であることがわかっ

た．海外直鐸投賢は単一の理論で説明できないことは本研究でも確認したのである．

　第二に多国籍企業による経営資源の国際的移転は受入れ国の産業発展を促進させ

る．産業の雁行形態的発展はその国際競争カ過程としてとらえられるが，多国籍企

業の直接投資によって技術的効率性（t㏄hnical　e嗣ciency），伝播的効果（spmo－

ver　e肝ect），デモ効果（demonstration　effect）が発揮されるのでその過程が加速

化される．この仮説は厳密に実証できなかったが、韓国の合繊産業の発展過程にお

いて日系企業での著しい生産性向上・コスト低下ぱ確認できた．また，他のアジア

各国においても合繊産業の国際競争力が強化された過程において多国籍企業の存在

が大きいことが示された．

　第三に，経営資源の国際的移転パターンは多国籍企業の戦略のみによoて決定さ

れるのではなく，受入国の対応，特に現地企業の行動にも影響され，その対応・行

動はまた受入れ国の発展段階，経営資源の蓄積度合いなどに左右されるので，資

本・技術の国際的移転パターンも多様であることがわかった．合繊産業の場合，技

術導入チャネルにおいて韓国，台湾，タイとインドネシアは違ったパターンを経験

した．前2者はライセンシング契約を主要な導入チャネルとしたが，韓国の場合，

経営資源の蓄積度合いに関する企業間格差が大きかったので一部の企業は直接投資

チャネルも積極的に利用しながら経営資源でのキャッチ・アソプに努力をはらって
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きた．タイとインドネシアは全体として経営資源の蓄積経験が比較的に少なかった

ので直接投資チャネルを重視した．しかし，インドネシアの場合，1980年代には

いると共に，標準化されてきた合繊産業の技術が内外に広範に普及してきたため，

新規参入の企業は多様な形態で技術を導入した．国際的雁行形態発展の最後発国と

してインドネシアは種々の後発性の利益を受けたことが本研究で示されたのである．

　第四に，発展途上国の立場からみて多国籍企業をどのように利用すれぱ良いカ、に

ついて・アジア各国の経験が示唆的であることを本研究が示すことができた．発展

途上国として経済性（多国籍企業の機能を利用すること）と政治的許容性（多国籍

企業への過度な依存の回避）とを両立する方法として経営資源でのキヤツチ・アツ

プ戦略を提唱した．経営資源が少ない産業においてできるだけ多国籍企業の資源を

最大限活用するが・自国の努力で外国の経営資源を段階的に代替していくことであ

る．このことについて特に韓国の経験が示唆的であった．

　第五に，多国籍企業の活動と国際的産業調整との関係を浮かぴ上がらせることが

できた・本研究では企業内産業調整の理論的根拠を検討し，経営資源の動態的変化

と企業の多国籍化・多角化・経営資源の国際的移動と国内産業間移動との関係を理

論的・実証帥三分析できた・経営資源の動態的変化は企業内産業調整を容易にし；

国際分業の推進を可能にすることが結論づけられたのである．しかし，多国義企業

による経営資源の効率的国際再配置が実現されるためには多国籍企業の本国（先進

国）では自由貿易政策が貫徹される環境が前提になることを付け加えなければなら

ない．

　以上の5点はアジァ太平洋ダイナミズムの実態を浮かび上がらせたと共に，産業

発展・産業調整・国際分業と多国籍企業との関係について途上国と先進国にとづて

のいくつかの政策的含意を引き出すことができた．また，多国籍企業を中心とする

国際経済学と開発経済学の研究に対してもいくつかの理論的問題と分析枠組みを提

起したのである．
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〔博±論文審査要旨〕

論題　産業発展と多国籍企業

一アジァ太平洋ダイナミズムの実証研究一

論文蕃査担当者　山澤逸平

　　　　　　　　　尾高想之助

　　　　　　　　　清川　雪　彦

1研究の概要

　本研究の主要対象は，トラン氏が「アジア太平洋のダイナミズム」と呼ぷ，アジ

ア太平洋諸国（著者は東・東南アジァ諸国を指す意味で用いている）間での急速な

産業・貿易構造変化である．1970－80年代韓国，台湾，ASEAN諸国は急速な工

業化を達成したが，それに伴って各国の産業構造，貿易構造は大幅に変化した、そ

れは国際経済学の伝統的なヘクシャー・オリーン躍論（別名生産要素比率理論）に

従って資本蓄積と技術進歩で説明することもできるし，そうしたアプローチを取る

研究論文が少なくない．しかし各国での構造変化のタイミングや，諸国間での構造

変化の相互関連は，先発国から後発国への近代的製造業の移転プロセスを解明しな

けれぱ明らかにならないし，そのためにはその主役たる多国籍企業の対外直接投資

戦略，行動を分析しなけれぱならない．これがトラン氏のアプローチの特徴である。

トラン氏はそれを合繊産業における日系企業による日本から韓国、台湾，ASEAN

諸国への移転プロセスに焦点を合わせて果たそうとしたものである・

　ここでトラン氏が合繊産業と呼ぶのは合成繊維を素材とする繊維産業のうち，合

成繊維糸を生産する十余の企業からなるが，これらの合繊企業はその生産物の合成

繊維糸の大部分を自社内ないしは下請企業で加工・織物生産を行うて、自ら市場で

販売する．したが。て合繊企業の経営行動は合成繊維糸だけでなく・合成繊維織

物・アパレルも含めた繊維産業のより広い部分にも及ぷ．合繊産業はアジァ太平洋

地域のダイナミソクな産業発展を代表する．合繊産業は1950年代に日本で発展を
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開始し，60年代を通じて高成長を維持した、しかし70年前後から，韓国や台湾で

も合繊産業が発展し始め，70年代から80年代にかけてASEAN諸国にも波及した．

合繊産業の各国への波及の過程で日系の多国籍企業が直接投資や技術移転で果たし

た役割が大きかったが．他方これらアジア太平洋諸国での合繊産業の発展の結果日

本国内の産業調整も迫られるようになった．本論文は合繊産業の発展のアジァ太平

洋諸国にわたっての相互関連を分析対象とする．日本，韓国，台湾と，ASEANの

中での合繊産業先発国のタイと後発国のインドネシアの，5か国を対象とする合繊

産業発展の綿密なケーススタディーが本論文の中核である．さらにそれらを通じて

産業発展が国際間でどのように波及するか，その波及過程で多国籍企業はいかなる

役割を果たすかについて理論的・実証的検討を行っている．

　本論文は序章と次ぎの3部，9章からなる．

第I部　産業発展と海外直接投資：日本の産業発展と国際的展開

　　第1章　産業発展と海外直接投資1日本の合繊産業　　　　　　　　　　　　　　・

　　第2章　日本企業の多国籍化戦略1合繊企業の経験

第2部産業発展と多国籍企業1途上国の産業発展への効果

　　第3章産業発展への多国籍企業の効果1分析枠組み

　　第4章経営資源でのキャッチ・アソプと産業発展：韓国合繊産業の経験

　　第5章経営資源分割導入と産業発展1台湾合繊産業の経験

　　第6章技術移転摩擦と多国籍企業1タイ合繊産業の経験

　　第7章後発性の利益と産業発展1インドネシア合繊産業の経験

第3部産業発展・産業調整と国際分業：多国籍企業の役割

　　第8章企業内産業調整：日本合繊産業の経験

　　第9章日本とアジァの貿易と日系多国籍企業

2　日本合繊産業の発展過程と海外直接投資

　第1部では合繊産業が日本でどのようなプ回セスを経て発展し，どのようなパタ

ーンをもoて海外投資を行ったかを分析する．まず第1章で，合繊産業の発展過程

を整理した上で，海外直接投資のメカニズム，それに影響する諸要因をヘクシャ

ー・オリーン躍論の枠組みで説明する．第2章では産業発展論，企業成長論の立場

から海外直接投資行動を考察し，合繊産業の多国籍企業戦略を分析する．ここでト

937



（124）　　　一橋論叢　第111巻　第5号　平成6年（1994年）5月号

ラン氏は東レと帝人という代表的合繊企業のアジァ太平洋諸国への国際展開を詳細

に跡づける．それは川上の合繊糸製造だけにとどまらず，川中の織布・川下のアパ

レル生産まで組み入れた国際的垂直統合戦略を含む．両企薬とも国内での行動と同

じく，各国ごとに川上・川中・川下の各生産段階に子会社を設立する垂直統合を行

なったが，東レは川上から川下へと広げていく「前方垂直統合」をとったのに対し

て，帝人は川上段階に重点を置きつつ，合繊原料製造へ遡及する「後方垂直統合」

をとった．これは帝人の方がポリエステル原糸製造により優位を持っていたためで

ある．また各国の国内産業保護政策に制約されて，両社とも1国レベルでの垂直統

合しか実現できなかった．1970年代後半になってようやく，東レが香港の自由港

やマレーシアの自由貿易地区制度を利用して，香港企業TALと提携して，数か国

にまたがる国際的垂直統合を実現した、

3　アジァ諸国での合繊産業の発展と日系多国籍企業の関与

　第2部では産業発展の国際波及に関する受入側の問題を究明する．まず第3章で

それを考察するための理論的枠組みを提示する．ここでは産業の国際競争力強化を

もたらす要因は何かを明かにした上で，それらの要因が多国籍企業による直接投資

でどのように影響を受けるかを理論的に解明する．産業発展の国際間波及の分析枠

組みとしてはプロダクト・サイクル論と雁行形態論があるが，著者はこれらのいず

れにも満足しない．前者は投資国の市場条件と生産物のライフサイクルのみに着目

し，産業はライフサイクルに従って自動的に移転するように扱われる．後者は受入

国の産業発展過程の枠組みの中で，追いつきプロセスを解明するが，産業レベルで

の考察にとど．まってその中核となる企業の行動まで立ち入らない．著者は雁行形態

論の枠組みの中で，産業発展過程で企業内に経営資源が蓄積され，技術習得，生産

効率化及び市場拡大をいかに達成するかを解明する．

　次いで第4－7章では韓国，台湾，タイ，インドネシアの4か国における合繊産

業の発展過程と日系多国籍企業が果した役割を考察する．ここで産業発展と外国資

本・技術との関係が焦点となるが，実際には投資受入国側の状況によって異なうた

経験と教訓が得られた．韓国の場合は（第4章），経営資源でのキャッチアップと

いう新しい概念を提示し，技術導入経路についての現地企業の戦略，そのキャッチ

アップ努カを分析し，産業発展における多国籍企業の役割と発展成功の条件を探る．
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台湾の場合は（第5章），多国籍企業による支配を抑制するために経営資源を分割

導入する（外資比率制限等により，技術のみを導入するライセンシング契約を奨

励）可能性を提示するほか，技術供給者の経営資源と移転形態との関係，経営資源

でのキャソチアソブを重点的に分析する．

　他方タイの分析では（第6章），多国籍企業の支配形態と技術移転の関係を考察

し，産業の効率的発展と資本・技術の現地化問題を考察する．また現地との技術移

転摩擦問題も浮かび上がる．最後にインドネシアの分析は（第7章），本研究で取

り上げる国・地域の中で最後発国として，どのような後発性の利益を享受したかを

示してくれる．ここで技術の国際的広範な波及の下で最後発国の産業発展において

外国の資本・技術がどのように利用されているかに焦点を合わせる．

　本研究全体の課題は，産業発展の国際間波及プロセスとその結果としての新しい

国際分業における多国籍企業の機能である．産業発展の国際間波及プロセスは雁行

形態論の枠組みで分析され，多国籍企業の機能は経営資源の国際的再配置として把

握される．経営資源は企業内部で蓄積され，企業成長の源泉になるものだが，それ

が国際的に移転されるとき，移転先での経営資源の蓄積度合いによって移転パター

ンが異なる点が考察される．ここでの作業仮説は経営資源が多国籍企業を通じて投

資国から受入国へ移転されることによoて後者の産業発展が加速されることである．

雁行形態的発展過程での経営資源の蓄積・移転について「外国経営資源への依存

度」「経営資源のキャッチアップ」「技術導入のチャネル選択」等の概念を導入し，

いくつかの仮説を提示して検証を試みた．すなわち国内での経営資源の蓄積度合い

は，外国資本・技術への依存度及ぴ技術導入のチャネル選択を規定するという仮説

が提示され，この仮説は韓国，台湾，インドネシアの産業発展過程で検証された．

　他方，外国の経営資源の導入は各受入国内での経営資源の新たな蓄積を誘発し，

雁行形態的発展を加速するという仮説も検証された．経営資源の国際間移転は多国

籍企業の戦略のみによって決められるのではなく，受入国の対応，特に現地企業の

行動にも規定され，その対応はまた受入国の発展段階一般，経営資源の蓄積度合い

などによウて影響を受けるので，資本・技術の国際間移転パターンも多様であるこ

とが明らかにされた．合繊産業の場合，技術導入チャネルにおいて韓国，台湾、タ

イ，インドネシアはそれぞれ異なウた対応を示した．韓国と台湾はライセンシング

契約を主要な導入チャネルとしたが，韓国の場合経営資源の蓄積度合いに関する企
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業間格差が大きく，経営資源の蓄積が小さい一部の企業は直接投資チャネルも積極

的に利用しながら，経営資源のキャッチアップに努めてきた．タイとインドネシア

は全体として経営資源の蓄積が少なか二たために，直接投資チャネルを重視した．

しかしインドネシアでは1980年代に入って，標準化されてきた合繊産業技術が内

外に広範に普及したため，新規参入の企業は多様な形態で技術を導入した．雁行形

態発展の最後発のインドネシアが種々の後発性の利益を受けたわけである．

4　日本合繊企業の国内における構造調整

　第3部では産業発展が日本からアジァ太平洋諸国に波及した後，日本でのその産

業はどう調整されたか，日本と同地域との分業関係はどう変わっていoたかを分析

する．まず産業発展を企業の立場から考察し，企業内調整がどのように進められる

かを理論的・実証的に解明する（第8章）．企業内産業調整とは，同一企業内で衰

退部門から成長部門へ，資本や労働を，外部の要素市場を経由せずに、移転させる

ことである．ここでも企業にとっては経営資源の部門間移転が最重要であり，投資

国企業にとうて，経営資源の国内での部門間移転と国際間移転の2つの問題に直面

することとなる．もっとも日系合繊企業では両者は二者択一ではなく，両者が平行

して進められた．トラン氏は前述の東レと帝人が，活発な国際展開と平行して，国

内でも多角化（成長部門への進出）と差別化（後発国産品と競合しない高晶質，高

付加価値品への特化）を中心とした企業内調整を活発に行ウたことを明らかにする．

すなわち雁行形態的発展の後期段階で，投資国の企業内部に蓄積された経営資源に

よって企業内産業調整が加遠化され，投資国・受入国間の国際分業の高度化が調和

の取れた形で実現したわけである．

　最後に第9章では合繊産業における日本とアジア太平洋諸国との分業関係（生産，

貿易，投資）を広い視野から整理・展望して，本論文は締めくくられる、自由な貿

易投資環境では，多国籍企業は投資国内での企業内産業調整と受入国への技術移転

を加速化して，産業発展の円滑な国際間波及を実現し，調和的な国際分業の高度化

を達成するというのが，本論文全体の結論である．

5評　　価

本論文の貢献として次ぎの3点が挙げられよう．
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　第一に多国籍企業による産業発展の国際間移転という，アジァ太平洋経済の重要

課題を体系的に整理し，実証分析を行ったことが本論文の貢献である．われわれは

この問題の解明に当たうて多国籍企業の行動を中心に据えたトラン氏のアプローチ

は正しいと認める．この課題の重要性はすでに述べた．産業や貿易・投資の実態と

密着した研究課題故に，企業家・政策担当者等実務家とのインタービューを通じて

資料作成や分析を行い，実務家にも理解しうる形で発表した、本論文は企業にとっ

ての国際展開のあり方，受入国にとっての外資政策のあり方（つまり多国籍企業の

経営資源をいかに最大活用し，しかもその支配や弊害を回避するか）等の，国際経

済政策の現実問題の解明に有用な示唆を与えよう．

　第二に上述の実証研究に当たって必要となる理論的基礎を求めて，国際経済学，

産業発展論，企業論を組み合わせて次ぎのような理論構築を試みていることが挙げ

られよう．

　（1）海外直接投資の決定因として，寡占企業のストラテジーや現地企業の対応を

取り入れること．

　（2）後発国の合繊産業の競争力強化過程を雁行形態論の枠組みで整理し，その中

での経営資源の蓄積及ぴ多国籍企業の役割を明示したこと．

　（3）「経営資源のキャッチアソプ」の概念を導入して受入国における経営資源蓄　．

積の特翼なあり方を解明したこと．さらに後発性の利益を明らかにして，それを実

現するための受入国の外資政策論を導いたこと、

　（4）投資国において多国籍企業の海外投資に伴う企業内構造調整メカニズムの解

明．

等である．これらはいずれも著者が上記第一の実証研究・政策論の基礎として必要

とし，理論構築を試みたものである．これらの理論課題は最近ようやく理論研究者

の関心を引いてきており，著者の試みはこれら理論家に対して現実問題への橋渡し

を果たすであろう．

　第三の貢献として著者による綿密な実証資料収集・作成がある、個別企業の国際

展開に関する情報は新聞報道されるのみで，分析の基礎となる整合的な資料はほと

んど整理されておらず，いわんや公開資料は皆無に近い．したがって著者は日系合

繊企業の国際展開のメカニズムの解明に当たって，既成資料に頼ることができず，

主として自ら収集・作成した次ぎのような資料を用いた．
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　（1）特定の日系合繊企業数社に数度にわたってインターピューを行い，本社側の

国際展開の概要を把握．

　（2）これらを補って化繊協会資料，社史等を渉猟して，日本合繊産業全体の国際

展開を把握．

　（3）上記4か国の各々へそれぞれ1－3回の現地調査を行い，現地企業・日系企

業子会社をインタービューして，現地側の対応を調査．

これらの独自資料は本論文中で適切に整理発表されており，今後この問題に他の研

究者がアプローチする際に貴重な手がかりを与えてくれよう．

　本論文がアジァ太平洋諸国の重要な産業発展問題を研究対象に取り上げ，厳しい

資料制約にもかかわらず，そのメカニズムの実証的解明と理論化に取り組んだこと

を高く評価するが，なお実証分析の方法と理論化作業に関して次ぎのような問題点

が指摘されよう、

　第一に本論文中でいくつかの興昧ある仮説が提起され，実証が試みられたが，そ

れらは厳密な意味で実証されたか．そのひとつ「多国籍企業の投資により現地生産

の効率化が実現した」という仮説の実証のためには，厳密には生産性データ，コス

トデータが不可欠である．それらが得られぬため，著者の論証は，（1）直接投資が

行われ，（2）経営資源のキャッチアップがなされ，（3）現地合繊生産の拡大，輸入

代替化，輸出化が実現した事実を並べて，関連づけるという，問接的な方法をとっ

た．厳しく言えぱ，（1）⇒（2）⇒（3）という仮説がデータの上から検証されたと

は言えない．他の仮説についても，トラン氏の論述は読者に納得が行き，理論的に

も裏づけられるが、厳密な実証が不十分であるものがある．

　第二に現実に問題に関連してパイオニア的理論化を試みたが，理論化作業にはな

お改善の余地がある．特に多国籍企業の行動様式や産業発展の国際閻波及といった

現象を把握するために著者が導入した新造語は，読書にいまだ馴染まない分だけ，

理論化の明快さを減じてしまう傾向がある．たとえば「経営資源のキャッチアッ

プ」は著者の多国籍企業の媒介による産業の国際間移転のメカニズムの中心概念で，

頻繁に用いられるが，いまだ熟さない．これは外国からの技術・知識を導入して自

国の経営資源に体化して，外来資源に代替することを意味する．また本論文で「多

国籍企業」と題しても，そこで扱われるのは通常多国籍企業の行動様式とされるも

のの一部を取り上げるに過ぎず，「日系合繊企業の海外直接投資」で良かったので
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はないかとの批判もありえよう．また著者が好んで用いる「アジァ太平洋のダイナ

ミズム」も，学術用語としては馴染まない．

　第三に日系合繊企業の国際展開の分析に絞ウたことの長短がある．この分析対象

の限定で産業発展の国際間移転という大きな研究課題を投資国・受入国の双方にま

たがって，移し手の多国籍企業と受け手の現地企業の双方の行動様式から把握しえ

た一しかし反面そこから得られた事実発見や理論化が，国際間産業移転のメカニズ

ムとしてどの程度一般化できるかという疑問が問われよう．欧米の合繊企業の投資

行動との異同や・自動車・電子機器等他産業の投資行動との異同についても知りた

いところである．

　もっとも産業の国際間移転という研究課題は，その現実面での重要性にもかかわ

らず・養料収集が困難で，先行業績も少ない点からしても相対的に困難が大きく，

それを克服しようと努力を重ねたトラン氏の成果を多とするものである．したがっ

て以上の問題点指摘はあくまで今後の研究方向への示唆に過ぎず，現時点での本論

文の学問的貢献の価値を損なうものではない．われわれ審査員は，トラン・ヴァ

ン・トウ氏の最終試験の結果と勘案し，本論文によって同氏に，一橋大学博士（経

済学）の学位を与えることを，適当と判断するものである．

　　平成5年12月15日
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〔博士論文要旨〕

日本の技術革新と産業組織

後　藤　　晃

　日本経済が近代経済成長を開始してからほぼ100年の間，日本経済は高い率での

成長を続け，1人当たりのGNPでみる限りでは，世界のトッブクラスになった・

この急速な成長の重要な原動力の一つは，技術進歩であった．海外からの技術の導

入と，自らの活発な研究開発活動により，日本の製造業の技術水準は急遠に上昇し・

製品の品質の向上，コストダウン，新製晶の開発が実現されていった．このような

技術進歩は経済成長をプソシュし，さらに経済成長が一層の技術進歩を捉すという

サイクルが，他の成長する経済と同様に，日本の近代経済成長のトレンドを形作っ

た．

　このようなプロセスの中で，企業，産業は急速な，絶え間のない環境の変化への

適応をせまられた．さらに，単に受動的に環境変化に適応しただけでなく。積極的

な企業行動の中からこのような変化が生みだされたのであり，企業が様々な形で変

化を担う重要な主体であった．企業は急速な成長と変化の中でうまれてくる大量で・

多様な財・サーピスの取引の結接点であった．大量で，多様な財・サーピスのフロ

ーを効率的に取引していくという企業の行動の帰結として，いくつかの憤行が生起

してきた．企業集団，系列等とよぱれる企業間関係もその一つである・このような

憤行も含めた取引のあり方は，決していくつかの代替的なモードの中からある特定

のタイプのものが効率性という観点から決定される，というものではなく，企業の

積極的な行動の中から生起してくるものであり，また，継時的にダイナミックに変

化を遂げていくものである．

　本研究では，技術進歩と企業間関係という二つの観点から，日本の産業のダイナ

ミックな変化と組織を検討しようとするものである．とりわけ，技術進歩と企業間

関係を2つの別個の課題として取り扱うのではなく、技術進歩の分析においても，
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企業間，産業間の関係を念頭におきつつ議論を進めていくとともに，企業閻関係の

分析においても，そのダイナミックな変化にできる限り力点をおくように試みた、

各章は，以下のように要約される．

　第1章は，第2次大戦後の日本の技術進歩の主要な源泉の一つであった欧米から

の技術導入をとりあげた．技術導入自体，そのかなりの部分が技術知識の取引とい

う形をとり，また，かなりの部分は，リパース・エンジニァリング等，明示的な取

引という形をとらない技術知識の流入からなっている．いずれにせよ戦後の日本は

海外から多くの技術知識を獲得したが，その背景には次のような要因があった．

　第一に，需要の急遠な拡大と，市場での活発な競争があげられる、前者は，コス

トダウンや新製品の導入に成功した企業は高い報酬がえられたことを，後者は，そ

れらに失敗した企業が競争から脱落したことを意味する．第二に，上記の技術向上

への強い誘因の存在を必要条件とすれぱ，現実に進んだ技術の導入を可能にした国

内における技術的基盤の存在が十分条件としてあげられよう．この技術的基盤は，

戦前，戦中から受けついだものと，その後の高い研究開発投資によって形づくられ

ている、第三に，政策も技術導入に一定の影響を与えた．積極的な技術導入によっ

て国内の産業を振興し，輸入の削減，輸出の増大を図ろうとする政策の下で，政府

は技術導入を奨励するとともに，日本の企業が有利な条件で海外の企業から技術を

入手できるように，様々な形で介入した．第四に，戦後の安定した政治経済体制の

中で，世界貿易は大きく伸長した．技術貿易もその例外ではなく，日本のみならず

ヨー回ツパ諸国も活発な技術導入をおこなった．このような全体的な文脈の中で日

本の技術導入も考えねばならない．

　第2章では，活発な技術導入を可能にした重要な要因の一つである日本の産業の

研究開発活動を，研究費のデータを用いて検討した．そこでは，技術知識ストック

という概念を導入し，高い研究費の支出により日本の産業が技術知識ストックを蓄

積し、生産の増加に貢献したプロセスを数量的に把握した．また，産業間の技術知

識のフ回一とその効果についても，明らかにした．

　技術知識ストックの概念は，物的な資本ストックとのアナロジーで考えられたも

ので，一方で年々の研究費を支出することによって新たな技術知識がつくりだされ，

そのストックに付加・されていくが，他方で，他企業による技術の模倣・や普及，ある

いは新技術の開発により陳腐化していくと考えられる．本章では年々の研究費をべ
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一スに，日本の製造業7産業についての技術知識ストックを計測し，さらに，これ

を生産関数にとりいれることにより，技術知識ストックの限界生産性（あるいは研

究開発投資の収益率）を計測した．

　さらに，当該産業に中間財，資本財を供給する産業において研究開発がおこなわ

れ，新技術が中間財，資本財に体化されると，これを購入し使用する当該産業の生

産性が上昇する．このような，産業間の技術のフ回一を，各産業の研究費と，産業

連関表をもとに計測し，日本の製造業における技術の流れを明らかにした．つづい

て，上述のような形での他産業からの技術の流入が当該産業の生産性の上昇に寄与

する程度を計測した、

　第3章では，産業の研究開発の多角化の動向を数量的に明らかにし，この面から

臼本の産業の研究開発の動向，ひいては産業のダイナミックな変化の過程ヘアプロ

ーチする．今日，各産業とも，広い分野にわたって研究開発活動をおこなっており，

ある産業の研究開発活動の技術的特性を，その産業がどのような分野にまたがって

どのようなウェートで研究費を支出しているか，という分布から特徴づけることが

できる．このようなデータに基づいて，新しい技術分野の生成やその影響を検討す

ることができる．すなわち，各産業の研究費がn種類の製品分野にわたラて支出

されており，m種類の産業が存在するとすれば，研究費について産業一製品分野

のmXnマトリックスがえられる．これをもとに，各産業の研究費が各製晶分野

にわたって分布している状況を示すベクトルによって，各産業がどのようなタイプ

の技術的な基盤をもっているかを知ることができる（このペクトルをその産業の技

術ポジシ目ンとよぷ．）また，各製品分野についての研究開発をどのような産業が

おこなっているかという点についてもこのマトリックスから知ることができる．ま

た，第2章でのぺた産業問の技術のスピルオーバーを，中問財，投資財に体化され

た形でのスピルオーパーと，技術知識の伝播という形のスビルオーバーの2つにわ

けてとらえることも可能となる．

　第4章では，企業間での技術の取引のプロセスを検討する．技術は，それが情報

というきわめて特殊な財であるため，市場取引が困難な財といわれている．しかし，

他方で現実には，企業間で活発な技術の取引がおこなわれている．ここでは，理論

が予見する技術取引に伴う困難が，現実には様々な制度によりどのように対応され

ているかを検討する．
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　第5章では，鉱工業技術研究組合のような、複数の企業の共同研究開発をとりあ

げ，その実態や意義を検討する．日本の企業が，場合によっては製晶市場において

競争関係にある企業とも手を組んで共同で研究開発をおこなうというケースがエレ

クトロニクスの分野などでみられ，注目を集めた、研究開発には本来，市場の失敗

が伴う’と考えられており，その意味からも，企業闇での共同行為によってこれに対

処することはじゅうぷんに根拠のあることのように思われる．しかし，現実の日本

の企業間の共同研究開発を市場の失敗への対応として理解できるのか否かは，より

くわしく検討の余地がある．この章では，このような問題意識を背景に，日本にお

ける研究組合方式での共同研究開発の歴史を明らかにし，さらに理論的に，共同研

究開発に期待されることを現実の共同研究開発のあり方にてらしあわせてみること

によって，共同研究開発の問題点や意義を探ることが試みられる．

　第6章では，日本の製造業における市場集中度の長期的動向を検討する．市場集

中度も含めた市場構造が市場行動を経て市場成果を決定するという一方的な因果関

係を想定するのはやや単純にすぎ，市場構造も市場成果もともに，より基本的な需

要条件，技術・費用条件といった変数によoて同時に決定されると考えられる．し

かし，個別の市場において上位の企業の生産最がどのように分布しており，とりわ

けそれが時間とともにどのように変化してきたか，という点は，依然として産業組

織のダイナミヅクな変化を理解する基礎的なポイントの一つである．ここでは長期

にわたる集中度の系列のデータを作成し，集中度の趨勢を明らかにするとともに，

その変化の原因について検討した．これによると，日本の製造業の集中度は，高度

成長期が終わった後も、特に上昇する傾向はみられない．また，集中度の変化に与

える要因としては，米国では広告等による製晶差別化が重要であoたが，日本では

この変数はあまり重要でないという点が明らかとなった、

　第7章は，日本の企業間関係，とりわけ，企業集団や系列，下請制度等とよばれ

る企業間関係の分析にあてられる．市場経済の中では，常に匿名の，スポット的な

取引だけがおこなわれているのではなく，なんらかの固定性をもった取引がおこな

われている場合が多い．そこで貝体的にどのような企業間関係が生起してくるかは，

それぞれの市場経済がおかれている歴史的，制度的条件に大きく影響される．日本

の企業集団や系列，下請制度などの企業閻関係をこのような文脈で理解しようとす

るのがこの意のねらいである．企業集団や系列とよぱれる企業間関係をここでは六
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大企業集団に代表される水平的系列と，組立メー力一と部品のサブライヤーからな

る垂直的系列とに分類し，その生成の歴史的背景と経済的回ジックを明らかにした．

さらに，このような企業間関係が経済に存在することの含意についても検討した．

　第8章は，第7章のロジソクを流通に適応し，生産者と流通業者の間の関係を検

討したものである．流通系列化とよぱれる企業間関係のもつ意昧と聞題を明らかに

することが試みられる．日本の流通は「長くて複雑」といわれ，物価が高い原因と

して，あるいは参入，輸入障壁として非難されることが多い．しかし，生産と消費

を結ぶためには流通という機能は必ず必要であり，そこで問題はどのような構造，

組織でこの機能を果たすことが望ましいか，ということになる．このようにして考

えてみると，日本の流通のあり方は日本の経済社会のおかれた状況を反映しており，

国民経済的にみて効率的な側面と非効率的な側面があることが明らかになる．

　最後の第9章は，衰退産業の調整の問題がとりあげられる．経済成長の過程では，

一方で技術革新などにより新たな産業が生まれ，成長をとげていくが，他方で，常

に，衰退し消えていく産業も存在していた．1980年代初の日本では，二度の石油

危機，需要構造や比較優位構造の変化により，いくつかの産業が「構造不況」に陥

ったといわれた．実際はその中の多くが1980年代後半の好況の中でよみがえった

が，中にはアルミニウム精練業のように，ほぼ消滅してしまった産業もあった．こ

のようなケースは，経済学的にも興味深い問題を提起しており，また政策的対応の

あり方についても各国で差違があり，同様に重要な論点を含んでいる、
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に従事してきた．今日に至るまでの後藤氏の研究成果は英文およぴ日本文によウて

発表され，内外の専門雑誌やコンフ7レンス議事録の中に収められている．この度

提出された学位請求論文『日本の技術革新と産業組織』（東京大学出版会，1993

年）は，後藤氏がこれまでに精力的に追求してきた諸研究の成果を，技術革新およ

ぴ企業間関係という2つの視点から，体系的に整理したものである、本書は以下の

ように構成されている．

序

第1章戦後日本の技術導入

第2章　研究開発投資の計量分析

第3章　R＆Dの多角化と技術のスピルオーパー効果

第4章技術の取引

第5章共同研究開発と技術革新

第6章　市場集中度の長期的動向

第7章　日本の企業閻関係

第8章　流通系列化と市場経済

第9章構造調整と市場機構

終章

　以下では各章ごとに批判を含めながらその内容を紹介し，その後で本論文に対す

る審査員の評価をのぺることにしたい．

　第1章において著者は，第2次大戦後の日本の製造業における技術導入過程を概

観し，その特色と背景とを明らかにする．戦後の高度成長過程で国内市場が急速に

拡大し・企業の新規参入が行われたこと，また貿易や資本の自由化によって海外と

の競争が厳しさを増したことなど・国内や海外からの競争的要因が技術導入の誘因

として強く働いたとしている．それと同時に，わが国は比較的よく発達した技術的

基盤を戦前期から受け継ぎ，その後の研究開発や教育への投資も活発に行われ，進

んだ技術を輸入できる条件がすでに存在していたことも，技術導入にとって極めて

有利な条件であうた・そのほか，外為法や外資法に基づく外国為替の割り当てによ

る技術導入の直接的コント回一ル，重要な機械・設備に対する輸入関税免除措置，
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公正取引委員会に対する国際契約の届出義務など，政府の政策も技術導入に一定の

影響をもったことが指摘されている．

　第2章では，まず最初に，Gri1ichesやNadiriにならって・研究開発支出のフロ

ーデータから技術知識ストツクが推計される．次いで，これをCobb－Douglas型

生産関数の追加的変数とすることにより，研究開発投資の収益率が求められる。す

なわち、著者は全要素生産性成長率が技術知識ストック変化分の産出量に対する比

率に依存するという方程式を導き，その係数推定値から産業別に収益率を算出した一

それによれば，製造業所属の7産業の平均で収益率は39％であり，アメリカの推

定例と比ぺてやや高い．

　著者は，さらに，各産業の生産性成長率が各産業の研究開発投資ぱかりでなく・

他の産業から購入した中問財や投資財に体化された研究開発活動にも依存すると考

え，1それぞれの貢献度を分離して計測しようと試みる．そのために，66部門に分

割された技術フロー・マトリックスを作成して，中間財および投資財に体化された

R＆Dの流入量を求める．これを説明変数として含めた回帰方程式を推定するこ

とにより，他の産業からの技術フローのほうが当該産業のR＆D支出よりも全要

索生産性成長率に大きく貢献しているとの結果が得られた．しかし・著者自身も指

摘するように，仮定された生産関数では資本が研究施設・設備を。労働が研究者を

含んでおり，さらに技術知識ストックを加えることにより・資本および労働との問

に二重計算が行われている．これは別の資料によって調整が可能であウたはずであ

り，今後の改善が待たれる．

　第3章では製造業における研究開発の多角化の動向を概観すると同時に・Jaffe

の技術距離（各産業における技術開発分野の類似性を示す指標）を測定し，それが

生産性に与える影響を推計する．これらの目的のために。製造業の54産業の各々

について26の製品分野別に研究費の支出分布が作成される．これより研究費のう

ち本業に投ぜられる比率が1975～82年の間に低下したこと・逆に食品・繊維・化

学等はバイオテクノロジーを利用した医薬品分野の研究開発に。また金属・一般機

械・精密機器等はエレクトロニクス分野の研究開発に，それぞれ参入しつつある事

実が発見された．次いでエレクト回ニクス産業からの技術距離が，前章で考慮され

た諸要因とは別に，全要素生産性成長率に対して統計的に有意な影響を及ぼす事実

が示される、この事実は，中間財や投資財の購入の場合と異なり，市場での取引を
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経由することなしに，ある産業のR＆D活動が他の産業に波及する効果の重要性

を示唆するものである．

　第4章の前半では・企業間での技術取引における特殊性と問題点を検討し，技術

（知識・情報）は一般の財とは違った性質を持っており，その取引は一般の財とは

違った困難を伴うことが指摘されている、技術構報は公共財的性格があるため消費

の排除不可能性，すなわち他者による模倣という形での消費の排除が難しく．これ

が技術の生産者の開発意欲を削ぐ結果となること，売手は技術情報を持うているが

買手はそうではないという非対称性のため，いわゆる逆選択が生じ，質のよい便益

を生む情報が市場取引から排除されることが発生する，というものである．この点

に関して著者は，わが国では，系列という産業組織がこのような問題を軽減し，技

術取引を促進する可能性があるということなどの興味ある見解を表明している．

　この章の後半では技術取引の実体が検討されるが，その中で，国・地方自治体な

どによる技術憎報のオンライン・サービスに，国内の技術普及はもとより技術の国

際的移転を促進するものとして、著者は大きな期待を寄せている、

　このようにこの章は，必ずしもオリジナルな分析を意図したものではないが，技

術取引にまつわる諸問題を手際よく纏めたものと言える．

　第5章は，複数の企業による共同技術開発の分析である．まず公正取引委員会の

調査を利用して，日本の共同技術開発の実体が明らかにされる．それによれば，企

業の半数が何らかの形で共同技術開発の経験がある．しかし共同技術開発は，競争

関係にある企業間ではなく，主として垂直的な関係にある企業間で行われているこ

とが指摘される一また共同技術開発は，直接産業に直結する分野ではなく，基礎研

究の分野に多く見られる．これは当然のことではあるが，しぱしぱ外国で，日本で

は競争関係にある企業間で，直接生産に直結する分野においても共同技術開発が行

われているかのような論調が見られるだけに，興味深い指摘である．

　次に共同技術開発の評価が行われる．この種の技術開発には開発費用と開発時間

を節約するというメリットがある一方，共同技術開発の中で共謀して研究開発を遅

らせたり・それをきっかけとして製晶市場での共謀へと発展するという危険もはら

んでいるという．

　最後に1共同技術開発の形式の一つである「鉱工業研究組谷」の効果の検討が行

われる・特許数を研究費で割った特許生産性でみると，研究組合のそれは民間企業
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全体と比べてかなり低い．これは多分に，研究組合の研究が基礎研究にかたよウて

いるためであろうが，著者は研究組合の効果については懐疑的な姿勢を見せている．

組合は大部分共通の研究所は持っておらず，それを持っているところでも，研究の

大部分は参加企業のそれぞれの研究所で行われることが多い、したがって組合によ

って，研究開発の規模の経済性が高まり開発費が節約されることはさほど重要では

なかった．著者によれば，研究組合の真の意義は，政府の補助金の受け皿になるこ

とであり，しかも政府の助成のもとで設立された組合のプロジェクトは，きわめて

成功の見込みの小さいもので，そのような研究に公的資金を投下することの正当性

は疑わしい、と論じている．二の見解は、日本の共同技術開発の成功に急速な技術

発展と経済成長の鍵の1つを見出そうとする，外国の一般的な論調に反省を迫るも

のとして極めて注目に値しよう．

　以下の第6章から第9章までは産業組織の分析を目的としたものである．

　第6章は，市場集中度の長期的変化とその意味を分析している．この章の前半で

は，公正取弓1委員会のデータから，上位3社集巾度とハーフィンダール指数とが推

計される．それによると50年代から70年代にいたるまでわが国の市場集中度が安

定的であり，この点でアメリカと類似していることが指檎される．またこの期間を

通じて上位3社集中度が一貫して70％を超えていた8品目を生産していた主要企

業の利潤率（自己資本利潤率と総資本利潤率）の平均値は，全産業のそれをかなり

上回っていることが見出される．この章の後半では，集中度の変化の要因分析が行

われる．すなわち集中度の変化率を被説明変数とし，それを集中度の初期値，産業

の成長率，産業の規模（出荷額），製品差別化の程度（産業連関表における広告投

入比率）で説明する関数を計測している．期間は1967年から1984年までである一

この結果集中度の初期値，産業の成長率，産業の規模の3つの変数は有意であるが・

製品差別化変数は有意ではないことが示される．この結果をもって著者は・戦後の

日本産業では，差別化といった要因よりも，需要の変化，新規参入といったダイナ

ミックな要因が上位企業のシェァーの変動を規定した，と結論している．

　この章の分析で得られた事実発見はいずれも興味深いものである．しかし，日本

の集中度が広告，差別化といった要因に依存しないならば，なぜ企業は多額の広告

費を投じ続けているのか．この点についての説明もなされるぺきであったであろう．

　第7章は，企業集団，系列，下請といった企業間の長期的な関係が市場メカニズ
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ムの中で生成するプロセスと機能を分析する．まず企業間関係を企業集団などの水

平的企業関係と親会社とこれに部品を供給する子会社という垂直的関係にわけ，前

者については，戦後の経済民主化政策の下での財閥解体時にテイクオーパーに対す

る制度的ルールが存在しなかったため，経営者がその行動のオートノミーを守るた

めに持合がなされたことが指摘される．また後者の垂直的関係については，戦中戦

後の重化学工業化とその遺産としての多数の中小企業の存在と急速な需要拡大とい

う諸条件の下で，企業が部品等の取弓1を効率的に行おうとする中から生起したもの

であることが指摘される．後藤氏の企業関係論のアプローチは，このように市場と

企業組織の代替的モードの中でより取引コストの低いモードが選ぱれるといった静

学的効率性基準のみに依存する方法を否定し，特定の歴史的・制度的条件の下での

制度と技術変化・需要拡大等との相互作用というダイナミックなブロセスを議論に

とりこむという点に大きな特色をもつ．主として垂直的企業関係の形成を説明する

にあたって，スポット的な市場取弓1の取引コストが高いときの代替的モードとして，

垂直統合による取引の内部化だけでなく信頼関係にもとづく長期的継続的取弓1関係

をあげ、こうした関係の形成を，Hirschmanの提示した最終財市場でのレントと

関係固有的レントの大きさの比較にもとづくモデル等を援用することによって理解

しようと試みる．

　第8章は第7章のモデルのいわぱ応用編であり，いわゆる流通の系列化という現

象を，スポット的市場組織vs内部組織という既存の考え方でなく第3の方法とし

ての長期的継続的取引関係の形成という視点からとらえなおそうとしたものである．

　かつては日本固有の遅れたシステムとして認識されていた企業系列，下請関係，

流通系列などの現象を最適制度論の立場から見直し．その合理性を指摘することは

現在の経済学のひとつの典型的なスタンスであるが，ややもすると過度に強い正当

化に傾く趣きがなくはない．こうした流れに立ちながらも，単なる静学的合理性だ

けではなく動学的視点と歴史性の認識と随所に国際比較の視点を加味することによ

ってよりパランスのとれた理解に至ろうとする著者の意図は，きわめて妥当である．

しかし，この章の野心的な試みはいまだ試論の域にとどまっているのも事実である．

たとえば，垂直的企業関係についてのレントの比較は十分な実証的裏付けを与えら

れていないし，流通系列化についても歴史的背景をもったダイナミヅクな分析はな

されていないことが惜しまれる．
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　第9章では，1980年代における日本のアルミ産業を題材に衰退産業の調整の問

題がとりあげられている．著者はまずアルミ産業の調整に関するわが国の政策対応

のスタンスは，ヨー回ツパ諸国のぱあいとちがoて，競争力を失っていく産業を保

護するというものではなく，企業の退出・撤退を容易にするという性格のものであ

ったと主張する．さらに氏は企業の撤退過程における企業系列の役割にふれ，その

効果を過大に評価すべきでないことを強調している、

　このように本論文は，先行研究の蓄積を十分にふまえたうえで，日本の産業組織

と技術進歩の経験を素材に随所に新しい試みを展開しており，この分野における着

実な貢献の集大成ということができる．たとえば研究開発の多角化度の推計では本

事業のシェアの低下に対応してバイオやエレクトロニックスなどの新成長分野への

積極的進出の生じていることの指摘とか，中間財や投入財に体化した技術のスピル

オーパーだけでなく市場を経由しないで行われる技術のスビルオーパーの重要性を

指摘したこと等の多数の貴重な貢献が散りばめられている．また，さまざまな現象

に関する新しい見方も数多く，その意味で洞察力に富む論稿でもある．たとえぱ，

企業系列グループの技術取引に果たした役割の指摘，研究協同組合の果たした役割

についての否定的評価，流通系列のもつ効率面での積極的意味あるいは戦後の株式

持合の進展におけるテイクオーバーのルールにおける背景の指摘など，理論的解釈

を軸として歴史的・国際比較的分析を加味した総合的考察から導かれる数多くの新

鮮なファインディグズがあり，読者は多くのものを本書から学ぷことができる．

　もちろん，本論文の成果は高く評価されるものの，残された問題も少なからずあ

る．第一に，産業組織と技術進歩を別個のテーマとするのではなく，その両者の関

係についてもう一歩踏み込んだ分析があることが望ましい．集中度が技術開発力と

いかなる関係をもつのかというシニムペーター以来の問題に，本書はその背景にあ

る積年の研究成果にもとづきたとえ暫定的であっても何らか主張を行うぺきであっ

たと思われる．第二に、産業組織ないし企業聞関係の機能と生成過程にダイナミッ

クな制度の進化モデルが必要とされるという本書の指摘は正しいものの，単なる指

摘ではなくその方向に一歩踏みだした分析のないことが借しまれる．第三に本書の

背景には大量の実証分析から生まれた知的なストックの蓄積が存在するはずである

が，その蓄積について本書は殆ど語ることをしていない．この点についていわぱ不

必要に抑制的でなかったならぱ，本書の分析結果の読者に訴える力は一層強いもの
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になっていたと思われる．第四に資料の扱いにやや粗さが見られる．例えぱ第6章

における市場集中度と利潤率との関係の分析，同じく市場集中度の要因分析におい

て，市場集中度の変数として上位3社のシェアーのほか，ハーフィンダール指数を

用いてチェックするなど，より．慎重な態度が望まれる．第五に分析と叙述が淡泊で

あるという印象がなきにしもあらずである．例えぱ第6章の分析において，わが国

で市場集中度が驚くほど安定的であウたとするならぱ，なぜそうしたことが発生し

たかということの説明と，そのことがどういう国民経済的意味を持ったかについて

の解説を行うことによって，本書は一層内容の豊かなものになウたはずである．

　しかしながら，これらの批判点はいずれも将来の研究課題として，著者の今後の

努力に期待しうるものであり，序論と終章において著者自身このことを明確に認識

している．それゆえ本曹の段階で得られた数多くの成果の価値を否定するものでは

ない．蕃査員一同は，面接審査の結果とあわせて，後藤晃氏に一橋大学博士（経済

学）の学位を授与することが適当であると判断する．

　　1993年12月15日
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〔博±論文要旨〕

日華講和と戦後東アジア国際政治

衰　　克　勤

　第二次世界大戦が終ってから四年を経て，連合国の中に最初日本と事実上戦争状

態に入った中国の本土に中華人民共和国（以下中華人民共和国を人民中国と略称す

る）が誕生した．しかし人民中国の代表が1951年に開かれたサンフランシスコ対

日講和会議に招請されず，それから人民中国と日本との国交正常化は1972年まで

実現できなかった．サンフランシスコ講和の直後，日本政府は台湾での国民政府と

平和条約を結んで，国民政府との国交関係を回復した．日本と人民中国との間20

年以上にわたって国交樹立ができなかった主な原因の一つはこの「日華平和条約」

の存在である．

　日華講和の成立によって，長い間日本と人民中国の国交樹立ができなかったこと

はよく指摘されている．そのほか，日華平和条約のもう一つの側面は日本と中国と

の間の戦後処理において持つ意味である．日華講和においての日本と国民政府の立

場は通常の平和交渉の戦勝国と敗戦国との関係ではない．むしろサンフランシスコ

講和によって，アメリカの同盟国になウた日本は優位に立ち，それに対して国民政

府は大陸を失い，その存続さえアメリカの保護に頼らなけれぱならず，国際社会に

おける地位は急速に下落しつつあった．国民政府は不利な立場に立箏て、懸命に日

本との講和を求めていた．そのため「日撃平和条約」は，歴史上空前の敗戦国に対

する寛大条約であるといわれるサンフランシスコ条約よりも日本にとoて有利なも

のになった．この意味で日撃講和は今までの平和交渉の中できわめて異例の講和で

ある．

　このような異例の講和をもたらした背景は，東アジアにおける厳しい冷戦，また

当時人民中国はアメリカをはじめとする西側陣営を相手に朝鮮半島で激しい熱戦を

展開していた状況である．本論文の目的は日華講和を東アジアにおける冷戦展開の
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一環として位置づけ，戦後東アジア国際政治史の角度から日華講和問題を中心とす

る中国，日本，アメリカの外交を明らかにするものである．

　日華講和の研究に関する資料の面では，国民政府は早くも60年代にそれにかん

する一部の文書を公表した．日本外務省も80年代基本的文書を公表した、アメリ

カにかんしては，公刊した文書はわれわれにアメリカのこの時期の極東政策を理解

するための基本的資料を提供した．他方，人民中国が公的資料を公開していないか

ら，この研究も他の人民中国の外交に関する研究と同様に個人の回顧，今までの研

究成果に頼らざるを得ない．本論文は上述の日本，アメリカ，国民政府の公的文書

を基本資料として利用している．人民中国に関しては，当事者の回顧および他の研

究を利用している．

　日華講和の研究史については，人民中国における研究成果がいまだに見あたらな

い．台湾の側では林金茎の著書が国民政府の外交を概観的に紹介した1〕．

．日華講和にかんするもっとも多く研究業績を挙げたのは日本の学者である．その

中に石井明は日華講和に関するいくつかの論文を発表した2〕．石井の研究は国民政

府の対日政策を中心とするもので，今までの研究の中に国民政府の公文書を利用し

た最も詳細な研究である、日華講和に関する外務省の資料が公開され二〔から，石井

は外務省の資料を利用して，交渉における日本政府の対応を分析した．しかし石井

の研究は日華条約交渉にはいる前の段階から日本政府の対応を全面的に分析し，日

本政府の中国との講和に対する対応についての評価を下すことはしていない．その

ために，日華講和を臨んでいる日本政府の中国政策の全体像は明らかにされていな

い．東アジアにおける冷戦が展開しつつあるという日華講和の背景についての分析

はなされていない．

　そのほか，この時期の日本政府の中国政策にかんする研究は戦後日本外交史，日

中関係史，サンフランシスコ講和にかんする研究の中で多くみられる．その中に日

華講和あるいは戦後日中関係に比較的詳しい研究として細谷千博ヨ〕，吉川万太郎4〕，

松本博一5）の研究が挙げられる．

　古川の研究は戦後日中関係史の全体の研究の中に日華講和に触れたが，早い時期

に書かれていたものであるために，日本，中国およぴアメリカの公文書を利用した

研究ではない．松本の研究もアメリカの公刊資料を利用したが、国民政府の史料を

利用せず，また日本外務省の資料が利用できるようになる前の著作である．細谷の
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研究は外務省の一部資料，アメリカ，イギリス側の資料，また日本外務省の当事者

に対するインタピューも利用し，「吉田書簡」の作成に対する日本政府の対応につ

いて今まで最も詳しい研究である．

　上述の三氏の研究はいずれも「吉田書簡」の問題に触れ、各自の評価を下したが，

臼本の学界で最も広く受け入れられたのは細谷の解釈である．すなわち当時吉田政

府は人民中国と国民政府の閻に「等距離外交」をとる方向に傾斜したために，アメ

リカ側の猜疑心を呼び起こし，ダレスからの強い圧力の下で「吉田書簡」を書かざ

るをえなくなった．その結果，日本の対中国外交は強い拘東を自ら課すことになっ

たのである．「吉田書簡」の作成はアメリカの圧力の前に吉田が屈服した結果であ

ると細谷は解釈する．この見解は日本では広く援用されている．細谷の研究が発表

される前も以上のような解釈がすでにあったが6〕，彼は日本，アメリカおよぴイギ

リスの公文書を利用した詳細な研究で，このような解釈を展開した．

　アメリカ側の研究では，基本的に日本の研究者の見方と一致するが，いわゆる吉

田のアメリカに対する抵抗にかんする解釈は異なるところを示した．コーエン

（Warr㎝I．Cohen）は「吉E日書簡」の作成は日本政府がアメリカの圧力に屈した

結果であると日本の研究者の意見に同意を表明しながらも，「しふし吉田首相は、

どうみてももともとそうするつもりだったらし↓・ということを考慮すれぱ，最小の

コストでアメリカ側に好感を抱かせることができたといえる」と付け加えた7〕．吉

田の戦術についてコーエンは「彼は自分が強国の圧力に譲歩せざるを得なかうたの

だと，恩わせることによって，国内の中華人民共和国派と中華民国派双方の吉田に

対する批判者たちを満足させるとともに，懐柔することもできたであろう」と指摘

した刮）．筆者の研究はコーエンの解釈に啓発され，この面をより詳細に検討しよう

とした．

　そのほかの研究では，ジョン・ダワー（John　W．Dower）の研究は基本的に

「吉田書簡」の作成はダレスの圧力の結果であるという説を受け入れたが，吉田が

中国政策の問題では真剣にアメリカの圧カに抵抗したという説は吉田の側近たちが

誇張した説明であると指描した9〕．回ジキー・ディングマン（Roger　Dingman）

の論文はアメリカ上院のいわゆるチャイナ・ブロックが日華講和が確実になるまで，

サンフラィシスコ条約の批准に反対することを企図していたという見解に疑問を提

出し，「吉田書簡」を作成したダレスの目的がアメリカ上院のサンフランシスコ条
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約承認を確実にする以外にもあることを論じ，ダレスはイギリスをアメリカの東ア

ジア政策に同調させるにあたウて日本の援助を求めようとすることを強調したm〕．

ただし・上述の三人の研究はいずれも日本外務省の資料を利用したものではなく，

日華講和問題についての日本政府の対応を詳しく解明するものではない．

　日本政府の対応について，マイケル・ヨシツ（Michael　M．Yoshitsu）の研究が

ある。彼の日本政府の選択についての解釈は特異である．冒シツは日本外務省の数

人の当事者とのインタビューを基本資料として，日本政府が当時人民中国との講和

を望んでいたと論じ，また「舌田書簡」も国民政府と講和する意恩の表明ではなく，

吉田がダレスを騎す手段であったと論じている．しかし国民政府と交渉する日本の

代表団は吉田の真意を理解せず，ついに国民政府に対して譲歩を重ね，結局国民政

府との条約は吉田が望んでいない「平和条約」になったというのであるlD．しかし

外務省の資料が公開された現在，ヨシツが依拠する資料の信懸性は閤われ，その結

論も成立できなくなった．

　そのほかにもいくつかのアメリカ学者の日華講和についての研究があるが，以上

紹介したB本の学者の見方と基本的に異なるところなく，資料の方にも日本側の］

次資料を使うより，基本的には日本の学者の著作，論文を引用するものである蜆〕．

　本論文の構成は次の通りである．

序章

第一章

第二章

第三章

第四章

第五章

第六章

第七章

結論

補論

日華講和と戦後東アジア国際政治

アメリカの極東政策と冷戦の東アジァヘの波及

革命国家人民中国の登場と米中対立

国民政府の対日政策

「日米同盟」形成のための講和

外圧利用外交一「吉田書簡」の意味

「日米同盟」下の日華講和交渉

日華講和後の日中関係

日華講和と吉田茂の中国認識

論文の第一、第二。第三章はそれぞれアメリカの極東政策，人民中国の革命外交
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及び国民政府の対日政策を論じるもので，日華講和の背景，すなわち東アジアに展

開されつつあった冷戦と日華講和との関係を究明しようとするものである．

　対日戦争中，アメリカは中国が戦後東アジァの中心的安定勢力になることを期待

した．しかし冷戦初期のヨーロッパにおける共産主義封じ込めを重視したアメリカ

は中国において国民政府を守り立てることを断念し，東アジァにおける共産主義封

じ込めの協力者の役割を日本に期待するようになった．アメリカは日本を有力な同

盟国にするため，日本に対する寛大講和の実現を推進した．一方，革命国家として

誕生した人民中国は反米的立場をとり，朝鮮戦争にも参戦したために・アメリカは

ソビエトのみならず，人民中国をも封じ込めの対象とする二とになった．このよう

な米中対決の中で，対日講和問題は人民中国とアメリカとの対決の一つの焦点にな

った．

　朝鮮戦争勃発後，アメリカは台湾海峡に第七艦隊を派遣し，直接中国内戦に介入

した．人民中国が朝鮮戦争に参戦した後，アメリカは人民中国を対日講和から排除

する方針を決め，日本と国民政府との講和を促進した．

　中国大陸における共産主義革命の勝利は，日中関係において少なくとも次の重要

な結果をもたらした、一つはアメリカと対決する革命国家人民中国の誕生である，

もう一つは国民政府の弱体化である．また朝鮮戦争に伴う台湾海峡へのアメリカの

軍事介入によって中国共産党は台湾地域をその支配下に収めることができず，中国

には二つの政府が存在する局面が長期化した．この二つの政府は対臼講和に関して・

それぞれ米，ソの支持を得，対立している相手の正統性を否認したため，臼本がこ

の二つの政府とも講和する余地は残されていなかった．

　中国共産党の勝利によって樹立された人民中国はソビエトをはじめとする社会主

義陣営への加入を内外に宣言，ソピエトと軍事同盟を結んだ．人民中国は西側諸国

との国交樹立について，消極的な姿勢を示し，周辺諸国の革命を支援し，中国の内

戦中国民政府を支持した，共産主義を封じ込める戦略を展開しつつあるアメリカと

厳しく対決する姿勢を示した．中国大陸における革命国家の誕生は対日講和に大き

な影響を与えた．人民中国の指導者は自国の革命の勝利によって自信が高まり・建

国直後もアジァの共産主義革命を指導する地位にあると自認し，またアジア諸国の

反「帝国主義」民族運動の支援を自分の使命であり，周辺諸国の革命は自身の利益

とつながると認識した．人民中国の指導者は最も主な敵，脅威はアメリカ帝国主義
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であると考え，自国の安全を守るため，周辺諸国の革命を支援するために，朝鮮戦

争への参戦も辞さなかった．対日講和問題も人民中国の指導者たちはそれをアメリ

カとの闘いの一環として位置づけ，アメリカが主導する対日講和には徹底的な否認

の態度を示した．このような米中対決の状況下で，人民中国がアメリカが主導する

対日講和に参加し，真剣に講和の条件についてアメリカと交渉，妥協して，アメリ

カが起草する対日平和条約に調印することは到底考えられないことであった．

　他方，内戦に負けて台湾に逃れた国民政府は，サンフランシスコ対日講和会議に

参加することはできなかったが，アメリカの支持を得て，日華単独講和の実現を目

指した．国民政府は日華講和の実現によって日本との国交を回復し，政府の威信，

国際地位の下落を食い止めようとした．だが，日華講和の際きわめて弱体であウた

国民政府は日本に対して条約の内容の面で戦争實任，賠償問題などについて大きく

譲歩せざるを得なかった．

　論文の第四，第五章はアメリカの対日講和政策と日本の対応を扱うものである．

　アメリカが主導する対日講和は、単に戦勝国と敗戦国の戦争状態を終結させ，戦

後処理を行う通常の意味での講和ではなく，共産主義を封じ込めるためのアメリカ

と日本との同盟関係を作るものである、サンフランシスコ講和会議の前にアメリカ

と日本はすでに協力し，共産主義と対抗する基本方針で一致していた．サンフラン

シスコ講和及び日米安保条約の成立によって，日米同盟は明文化したのである．同

盟国として日本を確保するため，また日本の弱体化を防ぐため，アメリカは対日寛

大講和政策を決定し，この政策をイギリスなど講和参加国に受け入れさせた．

　他方，日本政府は終戦直後から講和に関する予備研究を行ないつつあり，冷戦の

展開を早く認識した．日本政府は東アジァにおける冷戦の激化は日本にとうて寛大

講和をもたらす有利なものであると判断し，それを利用して，アメリカの支援を得

て有利な条件での講和を達成しようとした．サンフランシスコ講和前の段階で，日

本はアメリカと中国問題を協議し，中国問題で協力していた．中国との講和問題に

関しては，日本政府はサンフランシスコ講和後，台湾の国民政府と単独講和を行な

うことをアメリカに約束した．

　サンフランシスコ講和会議の数カ月後，日本政府はいわゆる「吉田書簡」を公表

し，日本の選択を公表した．従来の研究は「吉田書簡」の作成は日本政府の本意に

反するもので，アメリカの圧力の結果であると論じているが，本論文は日本政府は
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もともと国民政府と講和する意図があった．「吉田書簡」という形をとったことは

むしろ日本政府にとうて有利であり，アメリカの圧力を利用して，イギリス及び日

本国内の反対勢力の批判を避けるには好都合であると解釈する．

　論文の第六章は日華講和の交渉過程を明かにするものである．従来指摘されたよ

うに，日華平和条約は国民政府側においてその適用範囲は制限され，この条約によ

って日本政府は国民政府を承認したが，それは国民政府が全中国の代表政府だと認

めるものではなかうた．しかし国民政府が対日賠償要求を放棄したことについて，

従来は日本側は国民政府を中国の代表政府だと認めなかったから，国民政府を相手

に賠償を支払おうとしなかったと解釈されたが，本論文は日本政府がそうした主な

理由は実益を獲得するという考えであると論じる．

　論文の第七章は日撃講和成立からいわゆる「長崎国旗事件」までの日中関係を概

観するものである、この章は，日華講和後人民中国が推進した日中国交樹立を政治

目標にする積み重ね方式は日本政府の「二つの中国」，あるいは「二つの中国政府」

政策と根本的に衝突するものであった．そのため，積み重ね方式は両国の貿易，文

化交流などの関係を樹立する，また深める面で成果をあげたが，国交樹立という目

標を達成できず，挫折せざるを得なかうた，と解釈する．

　論文の補論の部分は日華講和当時日本の外交を指導していた吉田茂の中国認識を

論じるものである、従来の研究は「吉田書簡」の作成は吉田ないし日本政府の本意

に反するものであると解釈していることは既に述ぺられた．この解釈と一致するよ

うに，従来の研究は吉田の中ソがいずれ分裂するという予言を取り上げ，吉田の中

国認識は先見の明があるものであり，当時のアメリカ指導者の中国認識と異なり，

イギリスの中国認識に近いものであると論じている．この吉田の中国認識に関する

解釈は，「吉田書簡」の作成はアメリカの圧力の結果であるという上述の解釈の論

拠として使われている．すなわち吉田はイギリスに近い認識を持っていたために，

日華講和を行なう意図はなかうた，しかしアメリカの圧力に対してやむを得ず，

「吉田書簡」の作成に同意したのである．

　このような従来の解釈に対して，補論は吉田は強烈な反共産主義者であること，

彼の中ソ分裂論は必ずしも人民中国の政治状況を正しく認識したものではないこと，

人民中国との貿易拡大よりアメリカとの長期的同盟関係は吉田にとウてはるかに重

要であるなどのことをあげ，吉田の中国認識は必ずしも従来論じられているような
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優れたものではない，その認識はまた日華講和当時吉田はアメリカの人民中国封じ

込め政策に同調しなかったという従来の研究が主張しているような吉田の中国政策

の基礎になり得ないと主張する、

　日華講和は東アジアにおける冷戦の形成過程において，重要な意義を持つ．東ア

ジァにおける冷戦はヨーロッパと異なり，より複雑の様相を呈していて，これに関

する研究は米ソ対立の以外にも多くの要繁を考慮し，究明しなければならないとい

う特徴は指摘されている13）．日華講和という事例研究を通じて，ほかの研究も指摘

しているように，当時の日本政府は反共産主義という立場からアメリカの冷戦戦略

に荷担したヒとが判る．しかし，アメリカの場合とは違って，東アジアにおける冷

戦を激化させる日本政府の目的は共産主義の膨張を食い止める以外，敗戦によoて

負わなけれぱならない負担を最小限にするところにもある．アメリカが推進してい

た冷戦は，対日講和問題でアメリカはかつての敵国日本との同盟関係を求め，その

ために日本の要求に耳を傾け，日本に対するほかの旧連合諸国の要求を退けること

を意味し，日本に厳しい注文をつけると予想されるソ連，人民中国を排除するもの

である．アメリカのこのような戦略は日本政府にとって好都合であり，また利用す

ぺきものである．このような必要からも，日本政府は東アジアにおける冷戦の展開

を歓迎し，アメリカの中，ソを封じ込む戦略に積極的に協力したのである．この意

味で，日本政府は独自の立場から，東アジァにおける冷戦の形成に「貢献」したと

言える．

　日華講和において国民政府の代表は賠償を求めたが，日本代表に拒否された、国

民政府は自発的に賠償を放棄した「神語」はすでに以前の研究によって否定された

が，今までの研究は賠償の放棄を求める日本政府の意図にかんする分析は十分だと

言えない．もう一つの解釈は，日本政府は国民政府との条約は限定的なものである

と主張したため，ほとんど条約の適用範囲以外の大陸に関連する賠償問題について

国民政府の要求に応じなかったというのである．しかし交渉の過程で明かに日本政

府は賠償の放棄を迫った．条約の適用範囲以外という理由に対して，国民政府の代

表は賠償問題を棚上げにすることを提案したが，日本代表はあくまでそれを拒否し，

賠償の完全な放棄を求めた．国民政府の連合諸国並の待遇の要求に対する日本の対

応も上述の思惑を示した、そのもウとも明かな例は条約中に書かれた放棄した役務

賠償のほかに中国の請求権は日本の海外資産に限るという日本の要求である．この
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例は日本政府が国民政府との条約が限定的なものであると主張しながら，如何に真

剣に中国の賠償請求権を放棄させようとした意図を明白に示した．

　「吉田書簡」は「日本政府は，究極において，日本の隣邦である中国との間に全

面的な政治的平和及び通商関係を樹立することを希望する」と明記した．当時日本

政府が考えている中国との全面的な政治，通商関係を樹立するための交渉相手は人

民中国政府であるにせよ，別の何の政府にせよ，将来の交渉のため，国民政府との

条約で賠償を完全に放棄させるのは日本政府にとって有利な条件を作ることになる．

日本政府がそう考えていないと解釈するなら，なぜ日本政府は賠償問題について厳

しく国民政府に迫って，棚上げも拒否したかは説明できない．日華平和条約は日本

の戦争責任を明記せず，賠償を放棄したことが1972年の日中国交回復の際どのよ

うに，どの程度まで人民中国の指導者に影響を与えたかは、今のところは一次資料

の欠如によって不明だが，少なくとも日華講和の際日本政府はその意図を潜めてい

たことが交渉の過程からみられる．

　上述のように，日華講和は主な関係国日本，人民中国，アメリカ及び国民政府が

それぞれの目標を追求し，東アジアにおける冷戦の形成（もともとアメリカと人民

中国は朝鮮半島で熱戦を展開しているが）を促進した結果でもある．従って，日華

講和の研究は戦後東アジァ国際政治を研究する一環として位置づける必要がある．

1）　林金茎『梅と桜一戦後の日華関係』サンケイ出版　1984年．『戦後の日

華関係と国際法』有斐閣　1987年．その外に次の概説的な論文もある．

Wang．Yu　San，Ending　the　State　of　War　between　Japan　and　China：

Taipei（1952）in　A1vin　D．Coox　and　Hilary　Conroy．eds、，C〃πα伽d

ノφρα蜆：S召〃c免ハoτ3α1α冗c2∫初oθ㎜〃1（Oxford，1978）．

2）石井明「台湾か北京か一選択に苦悩する日本」渡辺昭夫編『戦後日本の

対外政策』有斐閣　1985年．「中国と対日講和一中華民国政府の立場を中心

に」渡辺昭夫・宮里政玄編『サンフランシスコ講和』東京大学出版会　1986

年．「中国の対日占領政策」『国際政治」85号　1987年5月．「中国に負った

無限の賠償」『中央公論」1987年8月号．「日華平和条約締結交渉をめぐる

若干の問題」『教養学科紀要』21号　東京大学教養学部教養学科　1989年3

月．など．
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3）細谷千博『サンフランシスコ講和への適』中央公論社　1984年．「日米

　中三国関係の構図一吉田書簡からニクソン・シ目ツクまで」細谷干博・有賀

　貞編『国際環境の変容と日米関係』東京大学出版会　1987年．

4）古川万太郎『日中戦後関係史』原書房　1981年．

5）松本博一「日中国交正常化」石丸和人，松本博一，山本剛士『戦後日本

外交史』第二巻　三省堂　1983年．

6）入江啓四郎「日華平和条約一その成立過程と今後の問題」『アジアクォー

　タリー』1971年4月．

7）　ウォーレン・1・コーエン「日米関係の中の中国」細谷千博・有賀貞編

　『国際環境の変容と日米関係』東京大学出版社1987年84頁．

8）　コーエン前掲書，80頁．

9）　ジョン・ダワー『吉田茂とその時代』大窪懸二訳　TBSブリタニカ

　1981年．

1O）　ロジャー・ディングマン「『吉田書簡』（1951年）の起源一日本をめぐる

英米の抗争」『国際政治』53号　1975年．ちなみに，このアメリカ上院の動

　きについて，日本側の研究としては，衛藤藩吉教授が「吉田書簡」がなかっ

　たとしても，アメリカ上院はサンフランシスコ条約を批准しない公算はそう

　多くなかったと論じた．（衛藤藩吉「戦後国際環境における中国」衛藤港吉

　他編『日本の安全・世界の平和』原書房　1980年）．

11）　Michael　M．Yoshitsu、∫ψα〃皿〃d肋2S口〃〃囮〃挑co　PωαS2〃舳例工

　（New　York，1983）．

12）上述の研究以外の研究については，Howard　Schonberger，“Peacemak－

　ing　in　Asia：The　United　States，Great　Britain．and　the　Japanese　Deci・

　sion　to　Recognize　Nationa1ist　China，1951－52，”D妙1o閉ακc〃｛∫foη，Vol．

　1O（Winter1986），pp，59－73；Cha1mers　Johnson、“The　Pattems　of　Japa－

　nese　Relations　with　China，1952－1982．”Pαc砺cλガoかs，Vo1．59（Fa11

　1986），pp．402－428．を参照．

13）Tadashi　Aruga，．IThe　Cold　War　in　Asia’I　A　paper　presented　for　Sem－

　inar　on　Okinawa　Reversion．May1992．
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〔博士論文審査要旨〕

論文題目　日華講和と戦後東アジァ国際政治

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　論文審査担当　　有　賀　　貞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石　井　　修

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　野　林　　健

　蓑克勤氏の学位請求論文「日華講和と戦後東アジア国際政治」は，1952年4月

に成立した日本と中国国民政府との講和を，当時の東アジアの国際政治の脈絡の中

で考察した論文である．

　蓑氏が日華講和を研究対象として取り上げたのは，以下の理由による．第一に，

この講和の特殊性のためである．日牽講和は，戦勝国である中国の政府とはいえ，

内戦に敗れ亡命政権に近い存在となった国民政府と，他方，敗戦国とはいえアメリ

カが同盟国として期待するようになった日本との講和であり，しかも日本が二つの

中国政府の中から国民政府を選択するという立場にあワたために，交渉においては，

敗戦国であるはずの日本が優位な立場に立っていた、第二に，この日華講和はその

後の日中関係史に重大な影響をもったからである．そして，日本が長年にわたり，

中国本土を支配する人民中国との外交関係をもちえなかったことと関連して，日本

の外交史家の間には，日華講和という選択はアメリカの強い圧力の結果であり，日

本政府としてはより融通性ある中国政策をとりたかったのだという見解があるから

である．

　衰氏が日華講和を東アジァ国際政治の脈絡の中で考察しようとするのは，アメリ

カ，あるいは米ソが，当時の東アジァ国際政治を規定する最大の力をもっていたと

しても，アメリカと敵対する政策を選択した人民中国もアメリカとの同盟を選択し

た日本も，ともにそれぞれの立場から国益を考慮した対外政策を展開した主体的行

為者であったと考えるからである．衰氏はそれゆえに，日華講和についても，日本

の主体的選択であったことを強調するのである．
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　以上のような童氏の闇題意識は序章において述べられている．蓑氏の論文は序章

に続く7つの章と，結論およぴ補論から構成されている．

　第1章「アメリカの極東政策と冷戦の東アジアヘの波及」は，第二次大戦中から

朝鮮戦争介入までのアメリカの東アジア政策を概論的に扱っている．この章は，こ

れまでに刊行された資料を参照し，主要な研究の成果を勘酌しつつ，アメリカの東

アジァ政策の展開について，この論文の後の章につながるよう，時率列的に適切に

叙述されている．

　第2章「革命国家人民中国の登場と米中対立」は本論文の中でもっとも充実した

章の一つである・蓑氏は・トルーマン政権側に人民中国がソ連から離れた立場に立

つことへの期待があったとしても，毛沢東ら中国共産党の指導層には，ソ連から離

れた立場をとることやアメリカおよぴ西側諸国との関係を発展させようという考え

がまったくなかったことを，中国側の資料に基づいて指摘する．中国共産党は内戦

の勝利が間近になると，社会主義対帝国主義の二元論にたって冷戦におけるソ連支

持「ソ連一辺倒」を明白に打ち出すようになっていた、中ソの共産党の関係は従来

親密とは言えなかったが、ソ連指導者が過去の中国政策の誤りを認めたことは，ア

メリカの国民政府よりの政策とともに，「ソ連一辺倒」政策を心理的に促進する要

素となウた1950年初頭の中ソ条約交渉が長引いたのは意志の疎通に時閻がかか

ったからで，双方が対立して譲らなかったというような推測は誤りである、人民中

国は「革命国家」として登場したのであり，当時その指導者たちは国際政治を彼ら

の革命理論に即して把握し，日本を含めた近隣諸国でも中国型の革命闘争が発展す

ることを期待していた・したがって帝国主義諸国との友好促進という考えはなかっ

た・また彼らは・当面の現実的な課題としても，国家体制を固めるために，西側帝

国主義の残澤を国内から払拭することを重視しており，その点でも西側諸国との関

係の発展を急ごうとは考えなかった．以上がこの章の論旨であるが，西側に対する

冷淡な態度は西側との関係を軽視したからではなく，それが革命国家としての存続

に重大な意味をもつことを意識していたためであるという蓑氏の解釈は適切である．

　蓑氏は。共産党指導層には国民政府よりの政策をとってきたアメリカに対する不

信感が強く、対米関係改善を図ろうという考えはなかったが，アメリカの内戦への

軍事介入を恐れていたので，アメリカを挑発して介入の口実を避けようとしていた

と述べ，アメリカ外交官迫害事件は偶発的なものであウたと解釈する．蓑氏は同様
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の観点から，1949年5，6月の黄華一スチュァートの接触も，中共側の狙いはアメ

リカの干渉なしに内戦を終結させるためにアメリカの中国政策の意図をさぐること

にあウたと解釈する．他方，アメリカは中共との接触拡大に関心はもっていたが，

国内の批判を考慮して，スチュアート大使の北京訪問を許さなかった。これはアメ

リカの学界で一時は米中接近の「失われた機会」だったと解釈されたこともあった

が、今日では，そうした解釈への支持は少なくなっている。従って蓑氏の見解は，

今日では主流的見解であるが，米中関係におけるこのエピソードの意味についての

蓑氏の議論はこの章での議論全体を背景として，説得的である・また朝鮮戦争への

参戦については，童氏は，人民中国が「ソ連一辺倒」政策を自主的に選択したよう

に，同様の世界政治観をもって朝鮮戦争への参戦を自主的に決定したと判断してい

る．人民中由は対日講和会議への参加を当然のこととして要求したが，アメリカ主

導の対日講和案を受け入れる考えも，アメリカの使偶とみなした当時の日本政府と

外交関係を持とうとする意志も毛頭なく，対日講和問題をアメリカ帝国主義との闘

争の一環としてとらえていたと蓑氏は論じている．

　第3章「国民政府の対日政策」は国民政府の対日講和への対応を取り上げる．蒋

介石は戦争終結に際して敗者に対する寛大な態度を表明したが・日本の侵略の最大

の被害国として当然ながら，日本が軍事国家として再起する可能性を除去するため

には、厳しい講和を課す考えであり，また対日講和問題には’4大国の一つとしての

発言権を主張する考えであった．本章は内戦の状況悪化と敗北によって，国民政府

が対日講和問題で自らの立場を次第に守れなくなって行く，国民政府にとウて悲惨

な過程の進展を考察する．

　大陸の支配を失った国民政府は賠償の要求について強い立場に立てなくなるのみ

ならず，講和問題についての発言権も著しく弱まる．講和会議への参加自体が危ぷ

まれてくるからである．したがって国民政府はアメリカの対日講和政策を基本的に

支持することにより，講和会議での代表権を確保し，正統政府としての威信を保と

うとする、しかしすでに人民中国を承認しているイギリスは国民政府の参加に強く

反対したため，結局講和会議への参加もできなくなる．米英の妥協により，いずれ

の中国政府と講和するかは日本の選択に委ねられたため・国民政府としては・日本

が国民政府と講和を結ぷことを確実にするように，アメリカに働きかけるという苦

しい立場に追い込まれる．この章は国民政府およびアメリカの外交文書を用い，ま
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た関連する先行業績を参照して，国民政府の対日政策の展開について，よく整理さ

れた叙述がなされている．

　第4章「『日米同盟』形成のための講和」は日本の講和問題に対する対応をまと

めた章である・蓑氏は戦後6年を経て成立したサンフランシスコ講和が太平洋戦争

の終結の問題ではなく，冷戦の進展という事態の中で日本をアメリカの同盟国とす

るための講和であウたという特殊性を強調する．彼の見解の特徴は講和交渉のアメ

リカ側の代表だったダレスが，イギリスはすでに太平洋国家ではないという考えに

立って，米英協調よりもむしろ日米協調を重視していたという見方にあり，その主

張は興味深い．蓑氏は，中国政府との講和をどうするかという問題についても，日

本は最初から相談を受け，吉田政権は国民政府の講和会議への参加を望んでいたこ

とを明らかにし，どの中国政府と講和するかを日本の選択に任せるという米英の妥

協については，吉田がそれを極めて迷惑視していたことを指摘する．蓑氏は、この

ような吉田政権の態度を明らかにしたうえで，それを次の第5章「外圧利用外交一

『吉田書簡」の意味」における吉田書簡についての議論につないでいく．

　「吉田書簡」とは1951年12月にダレスの要請により，ダレスの文案に基づいて

書かれ，翌年1月公表された吉田首相からアメリカの講和問題担当者ダレス特使に

あてた書簡で・中国の共産主義政権と2国間条約を締結する意志がないこと，国民

政府と2国間条約を結んで外交関係を樹立する意向であることを表明したもので，

アメリカ上院による条約承認を確実にするために必要であるとして，ダレス特使が

強く求めた緕果書かれたものであることはよく知られている．吉田書簡に関しては

細谷千博氏の論文（後に同氏の著書『サンフーランシスコ講和への道』に章として収

録）がある．吉田は二つの中国に対して等距離的に対応しようとする素振りを示し

たため・アメリカ側がイギリスの外交の吉田への影響を恐れて，吉田の政策を拘束

しようとし・吉田は「吉田書簡」を書かされることになり，必要以上にその後の日

本外交への拘東を課される結果になったという解釈を同論文はとる．

　蓑氏は・吉困がかねてからアメリカ側に国民政府と講和する意向を表明して来た，

中国との講和問題を日本の選択に委ねるという米英の妥協に不満を表明していたと

いう前章の立論を踏まえ，吉田には細谷氏のいうような「等距離外交」を望む気持

ちはなかったと主張する．吉田の暖昧な公的な発言は国内での議論とイギリスや英

連邦諸国の批判を避けようとする彼の秘密主義的な外交スタイルによるもので，む
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しろアメリカの圧力の下で「吉田書簡」を書くことでこの閤題に決着をつけること

は，外交的にも，内政的にも，そのような決定を下したことについての批判をさけ

られる利点があり，1そのような意味ではダレスからの「外圧」はむしろ歓迎すべき

ものだったと論じる．これはこの論文の独自性ある議論の一つである．吉田書簡の

内容をめぐる議論において，日本側は人民中国との関係を配慮してアメリカ側と争

ったことはなく，人民中国が日本に敵対的態度をとっているという非難の文言も日

本側の提案によって挿入されたものであることを指摘する．

　吉［日書簡には吉田が考えていた日本の国益を害するような文言は何もなかったと

いう蓑氏の主張には説得力がある．吉田が当時の状況の下ではまず国民政府と外交

関係を樹立することしか考えていなかったことは，氏の見解の通りであり，二つの

中国に対して「等距離外交」願望をもっていたとは言えない、とくにこの点で吉田

の反共主義が強調される．しかし，吉田外交のなかにもう少し現実主義や融通性を

認めてもよいのではないかという意見も審査委員の間にはある．また外圧利用外交

といっても，イギリスとの関係では責任をアメリカに転化できるにしても，この場

合対米追従という印象を与えることが，果たして国内政治的に有利だったかという

疑問も審査委員の間にはある、

　第6章「『日米同盟」下の日華講和交渉」は日華講和の交渉そのものを扱った部

分で，題名が示唆するように，日本がサンフランシスコ講和条約と日米安全保障条

約とに調印し，アメリカの同盟国になった後で行われた日本と国民政府との条約交

渉では，日本は強い態度で交渉に望み，国民政府側は多くの点で譲歩を余儀なくさ

れたことを強調する．

　国民政府はサンフランシスコ講和に参加できなかったために，日本が確実に国民

政府と講和するようアメリカ政府に働きかけを求めた．そして中国領土全体に適用

される平和条約を結ぶ方針についても支時を求めたが，それについては，ダレスは

条約の適用範囲を限定することは不可避だと述ぺて，とりあわなかった．国民政府

はその点の譲歩の必要は甘受するとしても，サンフランシスコ講和に調印した連合

国と同等な権利を獲得すること，日本に役務賠償の請求権を認めさせること，戦争

の開始は1931年とすることなどは譲りがたいと考えていた．一方，日本は当初は

条約名も平和条約とすることを避け，中国の限定された地域を支配する政府と外交

関係を再開するための簡潔な実務的な条約にしようとした．そのため両者の間の交
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渉は難航した．日本は条約名については譲歩したが，その他の点では譲歩しなかっ

た．賠償については国民政府側も放棄の意志を表明したが，その規定を巡ってなか

なか意見が一致しなかった．アメリカは日本に交渉を故意に遅らせているのではな

いかという懸念を表明したが，交渉の争点について日本に譲歩を求める圧力は掛け

なかった．サンフランシスコ講和発効の日が近づいたので，日本側も若干の譲歩は

したが，中国側にも合意のまとめに焦りを生じ，不満足な譲歩を強いられた．第6

章は以上のような交渉経過を克明に追っている．

　蓑氏は，賠償問題をめぐる交渉について，日本側が国民政府が後で賠償請求を持

ち出す余地のないような文言の賠償放棄の規定を設けることに強く執着したことを

強調して。これは後に中国全体を支配する正統政府との国交樹立に際しても賠償支

払いの義務を負わないことを狙いとするものだという見解をとる．これは説得的な

推論であるといえる．

　第7章「日華講和後の日中関係」は日本と国民政府および日本と人民中国との関

係の展開について概観し，この条約の存在の下では，日本と人民中国との関係の発

展には限界があったことを述ぺる．「補論」として書かれた「日華講和と吉田茂の

中国認識」は吉田茂の中国認識を包括的に議論した小論で，論文構成の上では，論

文本体の中に組み込む工夫もできたのではないかという意見が審査委員の間にはあ

る．補論で，蓑氏は吉田の中国観が柔軟だったとか先見の明があったという評価に

反論している、柔軟だったという見方に対しては，吉田が後々まで反人民中国・親

国府的態度を取り続けた事実を挙げる．先見の明があったという見方に対しては，

中ソの離問が長期的に起こることはダレスも考えていたことで，とくに吉田に先見

の明があったとは言えないと主張する．蓑氏は吉田はむしろ中国人の国民性につい

ての彼自身の思い込みから，短期的に中共政権の変質を期待していたのであって，

その変質が起こらなかウたために自己の中国認識について自信を喪失していoたと

解釈する．蓑氏はまた，吉田はイギリスの人民中国承認政策が中国の変質を促すと

は考えず，むしろ米英日の連帯によって中国に影響を与えることができると考えて

いたので・その点でイギリス中国政策に共感していなかったと論じ，「列強」の協

力により中国情勢に影響を与えられると考えたところに，戦前の外交官時代からの

吉田の中国蔑視が見られると指摘している．これらは論点の論証は十分ではないが、

いずれも興味深い鋭い解釈であり，この補論は独自性ある吉田論と言えよう．
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　以上，この論文の議論の概要を紹介し，論点についての評価を述べ，若千の問題

点や異論の余地についても言及した．日華講和という特殊な講和をそれをもたらし

た棄アジア国際政治の脈絡の中で論じた研究として，論文の章立てに示される問題

意識と論文のスケール，問題提起的な見解の提示などを，審査委員が高く評価して

いることは，これまでの紹介で明らかであろう．この論文はマイク回フィ｝レムで利

用できる文書史料を含めて，刊行された史料に依拠しており，刊行されていない文

書館史料を用いてはいない．アメリカおよびイギリスの史料館所蔵の文書を参照す

れば，幾つかの問題について，とくにイギリスの態度やいわゆる「チャイナ・ロピ

ー」の活動については，より精織な議論が可能であろう．しかしこの論文はアメリ

カ，日本，国民政府の外交文書その他の史料，さらに人民中国での刊行史料を広く

参照しているという長所があり，その点を高く評価できる．また日米英諸国およぴ

台湾と大陸における多くの関連研究業績を批判的に吸収している議論を展開してい

る点も優れている．

　以上の理由により，審査委員一同はこの論文およぴ口述試験の結果に基づいて，

蓑克勤氏に一橋大学博士（法学）の学位を授与することが適切であると結論する．

　　平成6年1月19日
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〔博士論文要旨〕

クノレープスカヤの思想史的研究

一ソヴェト教育学と民衆の生活世界一

関　　啓　子

　本論文は，クループスカヤの教育思想をめぐる史的研究である．クループスカヤ

の教育思想の研究を介して，ソヴェトの教育の原点と，民衆の日常生活およぴそこ

に溶け込んでいる教育思想とをとき明かし，これらの関係を検討する．ソヴェト教

育学は草創期以来，帝政・ロシア社会と西欧資本主義社会の両社会における教育問

題を超克する方法を手にいれたかどうか，それまでの教育学にどのような問題提起

を行ったのか．こうした問いへの答えをクループスカヤの思想にもとめようとした．

彼女の恩想は，労働者や農民の教育にかかわる願いやおもいとどのようにきりむす

んでいたか，彼女の恩想の核心部は果たして実現されたのか，されなかったのか，

されなかったとすれぱ，それはなぜなのかを明らかにしていく．

　本論文の目次は次の通りである．

序章　研究の課題と方法

　　　　1成人教育活動に見る教育思索の原点

　　　　　　　～教師としての体験～

　　　　2　クループスカヤ研究の現状と課題

　　　　　　1）日本におけるソヴニト教育学の研究状況

　　　　　　2）研究の展開と問題点

　　　　　　3）日本におけるクループスカヤ研究

　　　　　　4）ソヴェト・回シアにおけるクループスカヤ研究

　　　　　　5）社会主義圏以外での研究状況

　　　　　　6）クループスカヤ生誕120年記念研究集会

　　　　　　7）クループスカヤ研究の新しい課題
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第一章

第二章

第三章

第四章

第111巻第5号 平成6年（1994年）5月号

3研究の課題と方法

　　1）課題と視点

　　2）クループスカヤ研究の枠組み

クルーブスカヤにみるソヴェト教育の本質

教育思想の形成

　　～労働教育恩想の形成を中心に～

1教育思想の継承と発展

　　1）思想の源泉

　　2）クループスカヤの生育史における「労働」

　　3）社会関係の理解と労働関係の評価

　　4）教育目的とそれを実現する条件

　　5）児童観

　　6）国民教育の民衆的組織化

2労働教育の基本要素

。3総合技術教育の基本要素と基本条件

　　1）総合技術教育の基本要素

　　2）総合技術教育の基本条件

子どもの学校教育と日常世界

一子どもと学校

　　1）制度としての新しい学校～統一労働学校の創造～

　　2）カリキュラムの特徴

　　3）識字率

　　4）ブロンスキーの証言

　　5）1930年代以降の学校教育

2子どもの日常生活と親の教育意恩

　　1）子どもの日常生活と親の教育意恩1～労働者家族の場合～

　　2）子どもの日常生活と親の数育意思n～農民家族の場合～

　　3）30年代以降の親の教育意思

民衆の日常世界

1労働生活
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　　　　　　1）経済発展の水準

　　　　　　2）労働活動を介した人問関係～管理システム～

　　　　　　3）30年代以降の経済発展と労働者の行動スタイル

　　　　2文化活動

　　　　　　1）労働者の日常生活

　　　　　　2）農民の日常生活

　　　　3　男性と女性

　　　　4地域生活

　　　　　　1）自治的要素

　　　　　　2）生徒と父母の参加による学校運営

第五章　社会存在としての個の自立

　　　　1個の自立と集団の自治的運営

　　　　　　1）参加と自治

　　　　　　2）恩想と現実

　　　　2未完の構図

第六章　結論

　　　　　　1）クループスカヤの民衆性

　　　　　　2）学校運営の二側面と二つの啓蒙活動

　　　　　　3）自己教育と教育の民衆的組織化

　　　　　　4）新しい「よりよさ」をもとめて～文化創造をめぐる葛藤～

　　　　　　5）心性のゆらぎ

補論　　成人教育活動～革命前およぴ革命後～

　　　　　　1）夜間日曜学校～革命前の教育実践～

　　　　　　2）革命後の成人教育～校外教育局の活動～

あとがき

参考文献

表一覧

　革命前のクルーブスカヤの教師としての体験の分折を手掛かりに，彼女の教育思

索の原点を明かすことから本論は始まる．序章では，続いて，クループスカヤ研究
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の現状を批判的に検討し，教育思想史，および教育史研究の問題点と課題の析出を

介して，クループスカヤの思想史的研究の今日的課題を設定する．

　教育史研究が，教育にかかわる人々の教育意思と活動のドラマとして歴史を描く

こと，換言すれば，教育にかかわる各層の人々の労働を含む日常生活の中に溶け込

んでいるかれらの教育へのおもいや学びへの姿勢や好みをひろい，かれらが生きる

こと，育てること，学ぶことをどのように考え，算段してきたかを，一つのタビス

トリーに織りあげることであるとしたならぱ，教育思想史研究は，この教育史研究

をふまえて，ある思想に内在することによって，思想の担い手の恩想形成の過程を

明らかにし，教育現実に立ち向かう恩想の担い手の生き方を，人々の教育意思との

かかわりの中から生ずる思想家自身の苦悩と希望もまるごと，読み取ることであろ

う．

　思想の担い手の固有の意識構造に沈潜し，そこに孕まれている葛藤と，個人的奮

闘を読み取る作業は，その思想（家）を取り巻く人々の意識構造と通底する部分に

突き当たる、このような教育恩想史研究は乏しかった．

　既存の研究の多くは，思想の中に，当時の子どものあり様，親の子育て観，子ど

もや親によって生きられる社会を透視することに十分なエネルギーを割いてきたと

は言えず，臼常生活の中にかれらのおもいを読み取ることがなかった．当然，その

結果，思想家の心のいたみに端を発し形成された子どもの発達観の中に埋め込まれ

た教育と社会との関係を見ることがなかった．つまり，教育にかかわる各層の人び

とが抱いている一人前づくりの考え，すなわち，く社会において自立して生きるカ〉

の中身とそれの実現過程の構想とを汲み上げることができなかった．

　以上のような研究状況をふまえて，教育と現実をとらえる新しい視点と方法にも

とづき，クループスカヤ研究を進めてみたい，教育思想家クループスカヤのよろこ

びと苦しみの生を描きたい，と考えた．彼女をとりまく人々，子どもたち，婦人，

民衆の生活と願いを明らかにしつつ，クループスカヤの生き様を描きだしたい，と

思う．このため，彼女の手紙，友人の思い出，証言，手記等を分析の対象に加える

こととした．

　教育思想の背景としての＜現実〉を明らかにして，はじめてクループスカヤの魂

のさけぴを一部共有することができる，と恩う．そこで，教育思想および理論と

〈現実〉との関係を検討する必要がある．クループスカヤは，被抑圧者であった子
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ども，労働者や農民，婦人の臭体的な日常生活のあり様をどのようにとらえ，それ

ゆえどのような教育患想を築いたのか．教育思想に内在し，その思想の主体が従来

の教育のどこにそれの自己否定的現象を読み取り，どのような〈いたみ〉を抱いた

のかを明かし，思想形成の出発点を共有するように努める．発達の保障の実態，そ

の否定的現象をどのように克服しようとしたか、すなわち，人格のどのような発達

をどのように実現しようとしたか，を究明する．とりわけ，どのような人々の教育

意恩を吸収しているか，あるいは自己の恩想形成の基盤としているか，を考察する．

思想家の格闘する現実の読み取りとそこからつくられる思想と理論の挑戦的な教育

的意味を解明する．さらに，その恩想にもとづく教育理論は，それの具体化の条件

でもある社会現実の正しい把握に裏付けられていたか．彼女の理論そのものをも批

判的に見直しつつ，彼女の思想の深部を理解したい．

　換言すれぱ，彼女の魂のさけびを聞きとりつつ，なぜクループスカヤの教育恩想

の核心部はほとんど実現されることがなかったのかを明らかにしたい、不可欠の作

業課題は，ス回一ガン化の外皮を取り去り，教育思想の深部を吟昧することと，教

育思想と背景としての〈現実〉との関係を検討するということである．

　第一章では，文書保管局（アルヒーフ）で収集した史資料を用いて，クルーブス

カヤにみるソヴェト教育の本質，いわぱその不可欠の構成要素を析出する．あわせ

て・ここでは，クルーブスカヤの教育思想の基礎になる子ども観，発達観が吟味さ

れる．

　上の構成要素とは，第一に，すべての子どもや青年の「人間としての固有性」を

解放し発達させ，人格の全面発達を実現する，そのための学校体系が統一労働学校

である，というものである、それに続く構成要素として，総合技術教育，労働教育

による社会本能と社会意識および社会習熟の発達，教師生徒間関係や，男性と女性

の関係などの偏見にもとづく差別的で権威主義的上下関係の協力的で平等な関係へ

の転換，国民教育の民主的組織化がある．これらについて分析する．

　第二章では，クループスカヤにおける労働教育の思想と躍論の形成過程を吟味し，

その上で，労働教育の基本要素と総合技術教育の基本要素および条件を析出する．

　前半の思想形成過程についての考察では，労働へのクループスカヤのこだわりの

発端を生育史にたどり，ついで彼女の思想の源泉を類型化し，ルソー，マルクス，

デューイ，マンの恩想のクループスカヤによる独特の受容のあり方を吟味すること
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によって彼女の個性的思想を浮き彫りにする、後半では，労働教育，とくに総合技

術教育に含まれていながら，いままであまり分析されなかった，労働の遂行者が同

時に組織者であり、そしてさながらに計画者であるという人間のあり様を実現する

という教育目的を明らかにし，彼女の教育思想の深部を，労働教育と総合技術教育

の再構成という視角から確認する．

　労働教育にこだわるのは，それが，彼女の教育思想の核心部であるからであるが，

加えて，少なくとも建前としてはソヴェトにおいて重要な教育原理であり続けたか

らでもあり，しかも，70余年のソヴユト教育史の中で，教育改革のたぴに，カリ

キュラム改革の争点となウてきたからである．人格の発達の内容とそれの実現過程

の構想をクループスカヤの論稿に即して究明する．

　第三章では，クループスカヤの現実との格闘を考察するために，革命前後の子ど

もの学校教育の実態を明かし，子どもの日常生活と民衆の子育て観，換言すれぱ，

〈社会において自立して生きる力〉の構想と実現の手立てにせまる．

　まず，人格の成長と発達の構想およぴ実現過程を考察する．制度的な学習権の保

障のあり様，換言すれば，学校と学校外における子どもや青年の能力と個性の発達

助成システムのあり様，学校教育のメッセージ体系を検討する．さらに，教師と生

徒との関係，生徒と生徒との関係などの教育集団の人間関係を考察する．

　ここでは，子どもの生活と発達の実態を把握することが課題となる．そこで，子

どもの識字率，就学率，死亡率などが検討される．当時の教育課程が学校によウて

かなり多様であったという事実も論証される．

　つぎに，子どもの生活と発達を支える父母の一人前づくりの構態，換言すれぱ，

父母の考える〈社会において自立して生きる力〉の中身とそれを発達させる仕組み

を把握する．

　〈社会において自立して生きる力〉に注目する理由は次のとこ・ろにある．「教育」

とは市民社会において，「そこに生きる人ぴとの自立の助成の一端をになう装置」

（中内敏夫）として送り出された．それはブルジ百ワ家族のためのものであったが，

ブルジョワ家族ではない大部分の人びともまた，わが子のための「心身のひとり立

ちの装置」（同）をみずから用意してきた．勤労大衆も，思想家も，施政者も社会

のゆらぎを感じ，認識する転換期にはそれぞれの立場から，子どもの自立のあり方

にかかわって，その人格の「発達への助成的介入」（同）の中身にこだわり始める．
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発達功成にかかわるあらゆる人びとの教育恩想の中身を明らかにするために、は，こ

の〈社会において自立して生きる力〉の中身とそれを育む仕組みに注目する必要が

ある．

　この〈社会において自立して生きる力〉の構想とそれの実現の仕組み，すなわち，

一人前づくりの構想と仕組みを，労働者家族の場合と農民家族の場合にわけて，第

三章の後半で検討する．

　第四章では，革命直後から20年代半ばまでの民衆の日常世界を垣間見る、民衆

の日常性をかたちづくっている労働活動と生活スタイルや文化活動，地域生活の組

み立てを考察する．この章では，「経済的分析と文化的分析とを総合する」（M．ア

ップル）ことによって，民衆のできるだけトータルな日常生活のあり様を明らかに

したい．

　まず，労蝉生活の考察に際しては・労働場面での活動の質と人間関係について検

討する．革命直後から20年代前半の経済の発展水準とそこでの労働のあり様を明

らかにする．労働者が生産労働の単に遂行者ではなく，組織者でもあるというかた

ちが，どのように模索され，どれほど実現されつつあったかを検討する．

　ついで，民衆の生活スタイルを検討する．ここでは，労働者と農民，さらに女性

という，革命前の被抑圧者のグループの革命後における日常生活のあり様に，家計

調査や生活時間調査を利用しつつせまり，かれら自身の生活意識に沈潜しかれらの

生き方と学ぴの好みを読み取るように試みた．

　さらに。一般の人々がどのように地域生活の組み立てに関与しているかを見る．

地域における学校運営への生徒と父母の参加の実態を検討し，わずかにではあるが，

子育て観と自らの生き方の表現の一つとしての，地域社会における，とくに学校教

育づくりとかかわって選択されるおとなの行動を考察する手がかりを得る．

　ここでは，アルヒーフの一次資料をもちい，当時，住民参加による教育統制と教

育集団の運営とが模索されていた実態を明かす．

　第三章と第四章における作業は，ある恩想家が何にいたみを感じ，教育にかかわ

る思索を開始したかにおもいをはせることにも連動する．この作業は，ある恩想が

どのような人々のどのような教育意思を吸収し反映するものになっているか，どの

ような人々の教育意思による裏付けにようて教育思想がつくられていくかを，さら

にはその過程を，思想の担い手にとって自覚的であろうと無自覚的であろうと，考
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察することである．

　第五章では，分析の小括として，クループスカヤがどのようなおもいを教育思想

に織り込んでいったかを解読しつつ，なぜ，彼女の教育恩想の核心部は実現される

ことがなかったのか，を考える．思想と現実とを突き合わせ，彼女の個性的奮闘を

浮き彫りにする．歴史的検討によって，彼女の考えたソヴェト教育の構成要索を厳

しく吟味し，教育理論の問題点と普遍性を浮上させる．個の自立としての全面発達

を実現するはずの，学校の総合技術教育化の条件は整わず，彼女が期待した新しい

人間関係と生活様式の創造は必要な時間にめぐまれなかうたことを示す．

　第六章は，緒論として，彼女の葛藤の個性的側面を考察し，彼女の思索と活動の

特徴を洗い出す．いままでの回シァ・ソヴェト教育恩想史研究が吟味してこなかっ

た，クループスカヤの思想と生き方の特徴，すなわち，彼女の民衆性，恩想に潜在

したアンビヴァレントな要素，新しい「よりよさ」をもとめての葛藤を明らかにす

る．ついで，20年代のソヴェト社会にあうた独特の雰囲気にせまり，それと彼女

の思想との調和のあり様を吟味する、

　クループスカヤにとって大切なことは，制度的完成という帰結ではなく，人々が

生活と生産の場での問題に気付き，自主的に取り組み，それを主体的に考察し，判

断し，集団のカを組織化して問題を解決する過程，目己学習の過程，人間一人ひと

りの発達と成長の過程であった．このような過程の展開は，20年代前半のソヴェ

ト社会における模索と実験と創造の雰囲気と相反するものではなかった、この展開

を促進するために彼女が構想したカリキュラムなどの装置は、むしろ1920年代の

雰囲気と親和的でさえあった．彼女の思想の核心部が直ちに具体化されたわけでは

ないが，恩想そのものは，社会の新しい方向が模索された混乱期に，それなりに息

衝いていた．

　第五章と第六章では，クループスカヤ恩想に内在する問題点についても分析する

こととなる．

　民衆の子育て，労働生活，文化生活といった日常生活の諸側面の課題にとりくむ

過程が，重要ないま一つの生活側面として浮上してくる．そ二で，補論をもうけ，

この側面と結ぴつく学習の援助と促進，すなわち，成人教育の組織化をめぐるクル

ープスカヤの奮闘ぷりを追い，彼女の日常的な苦悩をたどり，葛藤の個性的質を再

吟味する．
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　このようにして，本論は，ある時代の代表的な思想家の言説を読みしだき，人々

によって生きられる予定であった思想と実際の人々の生きるあり様を明かし，両者

の触鱈の発生を思想家と一般の人々の希望と苦悩に寄り添うことによウてみつめ，

とく思想史研究である．換言すれぱ，それは，思想の本意，それの制度への翻訳の

実態，生活世界から絞り出される人々の一人前づくりの構想を解読し，これらの関

係を考察することによって，ある時代の教育思想のあり様の全体像にせまり，その

特徴を歴史的に解明する教育思想史研究である．

［博土論文審査要旨〕

論文題目　クループスカヤの思想史的研究

ソヴニト教育学と民衆の生活世界一

論文審査担当者　　中　内　敏　夫

　　　　　　　　藤　岡　貞　彦

　　　　　　　　中　村　喜　和

I本論文の課題と概要

　本論文は，クループスカヤ研究論文である．しかしそれにとどまらず、レーニン

の妻であり，革命直後の社会主義政権の教育人民委員部を率いて内外の政敵とたた

かったこの人物の言行を通して，ソヴェト・ロシア教育（思想）史の未知の部分に

光をあて，あわせてソヴユト・回シア教育史，さらには日本における教育思想およ

び制度史の研究のあり方の現状に対して問題提起をおこなった論文である、

　関啓子氏は，先行研究が，この人物を社会主義政権の教育政策とソヴ呈ト教育学

の建設者としてえがき出してきた点に疑問を呈する．そして，外面上はそうである

にはちがいないが，じつはその内部に深刻なジレンマ，それも，他者には解消でき

ない「個性的葛藤」をかかえこんで同時代を生きた人物であった点に注目したいと

する．ついで，この葛藤の生じてきた由来を掘り下げて，これが，ツァーリの回シ

アと西欧資本主義国家がそれぞれにかかえこんでいた性質のちがう教育問題をとも
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どもに止揚しようとしていた教育人民委員部の志向が，一方ではレーニン以後の官

僚的中央集権的路線との関係で，他方では1920～30年代目シァ社会が経済・文化

の動態との関係で直面していたアポリアの所産であることを明らかにしていく．

　以上のことは，ベレストロイカ以後（しかし依然一部の者の閻のことにとどまう

ているが）閲覧が可能になウた中央・地方・研究所等に散在する関連アルヒーフ所

蔵文書の利用によって関氏がはじめて明らかにしたところであり，これまでは部分

的にしか知られておらず，また，ソヴニト・回シア教育史研究があえてこれにふれ

てこなかoた部分である．あらためて述ぺるまでのことではないが，教育史研究は，

従来から，法令等を史料とする制度史か，でなけれぱ思想史上の巨人の奉賛といっ

た傾向がつよく，ソヴェト・ロシア教育史のぱあいも例外ではなかった、これでは

クループスカヤの「個性的葛藤」はとりだされようもないわけである．そこで氏は，

クルーブスカヤの言行を「政治的」か，でなけれぱ「教育的」に分析し，性格づけ

る方法を極力さけようとする．そして，この人物の言辞と行為を，19世紀末から

20世紀にかけてのソヴェト・ロシア民衆の日常生活とその心意「の諸相と突き合

わせ，その蛆蛭と共通性，呼応している思想の諸側面を洗い出すように試み」る方

法をとり，もって，「葛藤」の構造の発生と展開，すなわち，その社会過程をあき

らかにしようとするのである．

　本論文は，「序章　研究の課題と方法」「第一章　クルーブスカヤにみるソヴェト

教育の本質」にはじまって全六章からなっており，「補論　成人教育活動一革命

前および革命後」をもって結ばれている．以下に述べるところは，本論文の要旨で

あるとともに，論者の得た新しい知見の紹介である．

　序章「研究の課題と方法」は，未完の思想家としてのクルーブスカヤ研究を課題

とし，革命前の彼女の教師としての体験，とりわけ成人教育活動が教育恩索の原点

であったとすることから説き起こし，日本，ソヴェト・ロシア，社会主義圏以外に

おけるクループスカヤ研究の現状を批判的に徹底的に精査した上で，教育思想史研

究の新しい方法を提示する．それは，思想の担い手の思想形成の過程を明らかにし

つつ，民衆の教育意志との関わりの中から生ずる恩想家自身の苦悩と希望を深く読

み取るとともに，同時代の民衆の生活世界の深部に立ち入って，思想の担い手の固

有の意識構造と恩想家をとりまく人々とのひびきあいを描き出す，という手法であ

る．そのためには，思想家クループスカヤのよろこびと苦しみの葛藤，何が実現し
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何が実現しなかったか，それは何故かをえがきだす新しい方法と資史料が必要であ

る，とする．ス回一ガンの解明にいきつくような従来の研究の外皮をはぎとって教

育思想の深部を吟味し、その背景としての《現実》との関係を吟味するという方法

をとるのである．着きクループスカヤ教育思想の核心部分は現実にはほとんど実現

されることがなかった，とする筆者の視点からすれぱ，この研究方法は不可欠のも

のであうた　それは「補論　成人教育活動　　革命前及び革命後」の論述によって

うらうちされている．

　第一章「クループスカヤにみるソヴェト教育の本質」は，ソヴェト教育の理念と

なる部分をアルヒーフの資史料をもちいて洗いなおし，それがクループスカヤの教

育思想の基礎をなす子ども観・発達観を土台としていることを論証する．筆者によ

れぱ，ソヴェト教育の「構成要素」は

　（1）すべての子どもと青年の「人間としての固有性」の解放と発達

　（2）総合技術教育と労働教育による人格と能力の全面発達

　（3）社会本能と社会意識及ぴ社会習熟の発達

　（4）教師と生徒，男女関係等の人間関係の変革

　（5）国民教育の民主的組織化

の五つの柱からなっているとされる．

　第二章「教育思想の形成一労働教育思想の形成を中心に」では，ソヴェト教育

の本質に収れんする思想形成の過程が考察される．クループスカヤによる西欧の先

行恩想の研究は，きわめてひろくかつ系統的におこなわれた．若いころの教育体験

に発する力．リキュラム改造や教授法を中心に，指導過程と学習形態，教育実践にお

ける教師生徒間関係をも視野におさめつつ彼女の思索は展開されていった、クルー

プスカヤは先行する恩想のどの部分を受け継いだのか．どこに個性的な受容の特徴

があったのか．筆者は原史料にあたって精査する．ここでは，クループスカヤの成

育史における「労働」の意味と位置が確定され，若年のころからの労働へのこだわ

りが後年の「社会関係の理解と労働関係の評価」に発展して行くこと，J．J．ルソー，

K・マルクス，J一デューイ，H一マンらの教育思想の継承と発展のうえに，「労働教

育の基本要素」と「総合技術教育の基本要素と基本要件」の二つに焦点化されたこ

とが析出される．総合技術教育の実現を促進する要因は、’科学技術の高度な発展，

労働現場と教育現場の民主主義，すなわち自主管理的なシステム，教育への民衆の
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参加と協力であり，そこにまた，総合技術教育の生涯化も展望される，と筆者は述

べている．労働の遂行者が同時に組織者であり計画者であるぺしとするクループス

カヤ固有の教育目的論がここから浮かぴ上がってくる．

　第三章「子どもの学校教育と日常世界」は，クループスカヤの現実との格闘，彼

女の葛藤と苦しみとよろこびの実現形態の分折にあてられており，本稿の中核をな

している．未だ革命前の生活を子どもも大人もひきずっていた1920年代前半にお

いて「制度」としての新しい学校一「統一労働学校」はいかに創造され，関係者

はいかに現実とのはざまで苦闘しなけれぱならなかったか．その実相と子どもの日

常生活への「新しい学校」のインパクトの解明が課題とされる．1920年代の教育

調査記録や，E．カボらの調査によウて身体労働と精神労働との対立の解消への布

石はすえられつつあることが明らかになったものの、学習権の制度的保障は困難に

みちていた．本章第一節「子どもと学校」では，創出時の困苦が詳述され・つづい

て「カリキュラムの特徴」と「識字率」に光があてられる．プロンスキーの証言に

よれぱ，「人闇の労働活動」が当時のカリキュラムの中核とされてはいたが，教育

における労働活動も労働科もほとんど存在しなかったし，労働を社会的生活の中心

とする認識も教師の間に育たなかウた．子どもの日常生活と親の教育意志について

も，労働者家族と農民家族の異同が論じられる．生活現実と政策との乖離．それは，

生活と恩想の葛藤をもたらす．クループスカヤはたえず子どもの生活と発達の実態・

識字率，就学率，死亡率等，学校教育の現実を直視しつつ，学校と学校外における

子どもや青年の能力と個性の発達の助成システムのありよう、教師・生徒間，生徒

相互間の関係（教育集団の人間関係）を考察し，労働教育を中核とすゑカリキュラ

ムの創造を志向し，父母の子どもたちへのはたらきかけ（《社会において自立して

いきる力》の育成）を励ます．この生きる力を育む事こそ，労働者・農民家族のあ

るべきすがたの核心であり，彼女の期待であった．クルーブスカヤが単に子どもの

教育にとどまらず成人の世界に目を配っていたゆえんである．

　第四章「民衆の日常世界」では，父母の日常生活を構成する活動要素としての労

働活動と文化活動が考察される．まず，経済発展の水準・労働の管理システム・労

働者の行動スタイルの三側面から労働生活が説明される．そこには，1920年代前

半期，労働現場での活動の遂行者が同時に組織者，管理者たるべしとする理念が胚

胎しており，生産会議組織に見られるように，社会主義の歴史の中でも独自な位置

984



彙　　　報 （171）

を占める労働関係（劇■1伸明）が形成されかけていた、そこでは30年代の集団

化・工業化過程とは異質な「労働」のあり方が模索されていた．つづいて，文化活

動，男性女性問題，地域生活の枠組みで民衆の生活スタイルが分析される．ここで

は，労働者と農民，さらに女性という，革命前の被抑圧者グループの革命後の日常

生活にせまoている．家計調査や生活時間調査等の資料を利用して20年代の民衆

の生活意識にせまろうとするこころみは，教育思想史を教育思想の社会史にたかめ

ようとする努力と評価されよう．地域生活レベルでは、農村におけるソヴェトと農

民共同体の矛盾，都市における地域自治的教育委員会の発展が対照的に語られてい

る．クループスカヤ研究においては，地域生活の自治的要素は《生徒と父母の参加

による学校運営》の可能性に焦点づけられる．筆者はアルヒーフ資史料から学校教

育への住民参加の二つの形態（「学校会議」と「教師選挙」）の実態を紹介し、それ

らを革命直後の学校のオートノミーと地域における学校の自治的運営の志向と評価

する．それは，革命前の「地方自治体学校綱領」を体現したものであった．

　第五章「社会存在としての個の自立」は，クループスカヤ思想の核心を《個の自

立と集団の自治的運営》とおさえ，「参加と自治」を中心に，現実の中でのクルー

プスカヤ思想の展開と挫折を追っている．1930年代スターリン体制のテーマがソ

ヴェト社会の統合化であったのにたいし，20年代のクルーブスカヤのそれは《協

同化》であoた，と筆者は主張する．《協同化》の大前提は，個の自立としての全

面発達と集団の自治に他ならない、個性と能力を自由に発達させ，子どもひとりひ

とりが社会における自立した人間として生産と生活の主人公になる過程を求めたク

ループスカヤは，学校改革構想と並んで，成人の発達を前提としバネともする「消

費協同組合」，「文化協同縄合」を地域組織化の母体として設計した．就学前教育か

ら学校教育，成人教育をも包摂したいわぱ「生涯学習」の体系化が彼女の全著作を

つらぬいているのである．

　このような構想，本稿第一章で析出されたソヴェト教育の理念の構成要素をなす

五つの原則は，どのように実現しどのように実現しなかったのであろう．クループ

スカヤの奮闘にもかかわらず．これらの原則は1920年代の雰囲気の中で，それと

共鳴する部分は具体的手応えをえつつあったものの，その後の現実の中でほとんど

まったくといってよいほど実現せず，実現の舞台は30年代に無残にとりこわされ

ていった，というのが筆者の見解である．個の自立としての全面発達を実現するは
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ずの学校の総合技術教育化の要件はととのわず，彼女が期待した新しい人間関係と

生活様式の創造は未完の課題となウた．とりわけ著名な1931年決定「初等学校お

よび中等挙校について」以降は，管理体制の強化が学校運営と生活の基調となり，

教師生徒間関係も権威主義的なものに変転していく．国民教育の民衆的創出という

原則においても，国民教育会議や学校会議の衰退に見られるように下からの教育統

制からの離脱が30年代教育政策の特徴となっていく．これらの歴史現実は，クル

ープスカヤの恩想がついに《未完の構図》に終わウたことを示している．「クルー

プスカヤの思想の核心部分はソヴェト社会において実現されることはなかった、彼

女の恩想の具体化としての教育改革は未完におわった」というのが，筆者の結論で

ある．

　第六章「結論」において，筆者は再ぴクループスカヤ恩想の原像にたちもどり，

民衆牲にたえず依拠しようとしてきた彼女の努力や思想に内在するアンビグァレン

トな傾向を取り上げ，新しい「よりよさ」を求めて文化創造のうえで葛藤を繰り返

した患想家としての人間像を描き出す．クループスカヤにとって，人間ひとりひと

りの発達と成長の過程，自立と自治こそが教育的価値であったことがここで示され

る．この結論は，第一章とひびきあう補論における革命前後の成人教育活動の組織

化に奮闘した過程についての生き生きした叙述によってクループスカヤの原思想，

原体験にうらうちされていることが最後に示される．

　第五・第六章と檎論の三本の桂によウて，筆者は，1日来のクループスカヤ像を大

胆にかきかえた．本論は，ある時代の代表的な恩想家の言説をよみくだき，それと

生活世界からしぽりだされる民衆の教育をめぐる心意との関係を考察することによ

って，その時代の教育の制度と恩想の実態にせまる思想史研究である．

1I本論文の成果と評価

　本論文の成果は，まずなによりも，社会主嚢革命期を生きた人物像を，これまで

のような革命の路線・党派史の文脈ではなく，民衆の生活世界の次元に投影して活

写し，その言行の日常史次元にもっていた意味をあきらかにした点に求めてよいだ

ろう．クループスカヤ研究に限っていえぱ，これは新機軸をなすものである．識字

率，その階層差，男女差，労働者・農民の学校，とりわけその「労働教育」に対し

てとったスタンスのちがい，それぞれの文化施設に対する心意の差など，民衆生活
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の動態をとらえるために参考にされた広岡直子，D．ランセル，B．エクロフらの先

行研究はよくこなされており，V．シュルギン，E．カボ，A．チェルシュニらの調査

資料の活用も当をえている．

　成果の第二は，学校運営への父母・生徒の参加，教師選挙の実態，革命直後から

1920年代にかけてのころの学校に対する親の要求行動の実態，革命後1910年代末

からの成人教育分野の開拓の実態，各地実験学校の生徒の動態などをおさえて，こ

れらにクループスカヤがどのようにかかわっていったかを明らかにしたことである．

この成果は，ペレストロイカ以後，すこしづつ公開されはじめた各地のアルヒーフ

から，関氏が永年にわたって築いてきた人脈をつかってひき出したクループスカヤ

の関連往復書簡，手稿，メモ，代表者会議その他の議事録，公・私文書への書きこ

み，アンケート資料などの一次史料の活用によってはじめてえられたものである．

　第三は，このようにして，ソヴェト国家がいろいろの可能性をもっていた1920

年代のクループスカヤの動きを考察し，たとえぱかつてのゼムストヴォの評価など，

「協同」路線と「統合」路線の間をゆれうごく「葛藤」人間クループスカヤのアン

ピヴァレントな姿を内部資料にようてとらえた点である．

　第四は，関氏が，クループスカヤの「教育思索と活動の核心部」ととらえ，また　　、

ここに，クループスカヤとスターリンの対立の種子がまかれたとみるペテルプルグ

時代のスモレンスク夜間日曜学校での教師としてのしごとを，サンクト・ペテルプ

ルグ古文奮保管局蔵の史料その他によってあきらかにし，この時代の経験が，以後

どのように教育人民委員部でのしごとにうけつがれていうたかを明らかにした点で

ある．この点も，クループスカヤ研究としてははじめて本格的に明らかにされた点

であり，その論証も成功していると判断する．

　つぎに，氏の今援の研究の進展を期して，若干の問題点をあげておくことにしよ

う、氏は，ペテルブルグでの教師経験を核としつつ，彼女の「労働学校」「総合技

術教育」恩想の形成にあたっての源泉としてJ．J．ルソー、J．デューイ，K．マルク

スをあげている．しかし，氏が期するように，ソヴェト・ロシァ社会を生きた人間

クループスカヤの言辞をその「深部」においてとらえるためには，回シア思想，た

とえぱ，彼女が若き日に影響をうけたというトルストイにもあたるべきだったので

はないか．

　クループスカヤが生き，たたかった時代の民衆の動きを階層・性差にわたってた
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んねんにとらえようとしていることは上述のとおりであるが，同時代のソヴェト・

ロシア社会は多民族社会だったはずである．そして民族問題にどう対処するかは，

教師と教育思想家・政策立案者としてさけることのできない重要問題である．関氏

がこの点にふれないのは、クループスカヤがこの点を軽くみていたということであ

ろうか．そうだとすれぱ，その姿勢の由来とそのもたらした帰結を問うぺきであっ

た．

　いわずもがなのことであり，関氏は充分自覚しているところと思うが，1920年

代の後半にわたってさらに原史料をほりおこし，クループスカヤの「葛藤」の展開

を追うしごとをさらに深めてもらいたいというのも，審査担当者の側にのこづた思

いのびとつであウた．

I11結　　論

　以上のような問題点が残るとしても，本論文が，この審査要旨の最初にのべた点

もふくめて，クループスカヤ研究およぴ教育思想史研究に寄与した貢献は高く評価

できるものである．よって審査委員一同は，本論文が一橋大学博士（社会学）の学

位を授与するにふさわしい業績であると判断する．

　　平成6年1月19日
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資金会計論
（副論文 会計観の変遷と日本の選択）
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1．はじめに

2．会計情報の質的特性

3．資金情報の特質

4．基本財務諸表としての資金計算書

第10章

　　　1．

　　　2．

　　　3．

　　　4．

　　　5．

補　章

資金会計の概念フレームワーク

はじめに

財務会計の概念図

資金会計の構造

会計観の変遷

日本の選択

社会関連会計への展開

一公益事業料金規定の検討一

　1．はじめに

　2一公益企業による社会関連情報開示の可能性

　3・公益企業の料金設定における運転資本の意義

4．運転資本概念の検討

5．提言

1　この研究の意義

　この論文に副題を付けるとすれぱ「資金計算書を収容する会計概念フレームワー

クの研究」である．概念フレームワークは，諸概念が互いに関連しあってひとつの

構造を形成している統合された思考の体系である．資金計算書は，1971年の米国

で基本財務諸表のひとつに組み入れられた．財務諸表の体系が変化したからには，

その「新しい現実」をふまえた会計の概念フレームワークが追究されねぱならない．

　しかしながら・FASBの概念ステートメントにしろ，アンソニーの概念フレー

ムワークにしろ，いずれも当代を代表する労作ではあるものの，資金計算書が基本

財務諸表になったという新しい現実にうまく対応できていない．すなわち，この論

点は，これまで内外で論じられていないものである．

　ということは・資金情報開示の実践と政策のほうが理論に先行していることを意

味する。明文化された概念フレームワークをもつ米国は，この難題を現実に抱えて
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いる．

　資金計算書の導入は，わが国では、まだ検討の段階にとどまっているが，こ一の新

しい現実を「対岸の火事」と傍観はできない．経済のグローバル化と，その一還と

しての金融ならぴに証券市場の国際化は，わが国の会計にも影響を及ぼしつつある・

資金計算書の台頭が，わが国の経済発展に応じた最適の開示制度の追求において・

解決すべき課題を提示していることは間違いない．われわれは，先回りしてでも・

新しい現実に対処するための理論的整備をしておく必要なしとしない．理論的整備

ができていれぱ，資金計算書の導入に関する議論を政策的配慮事項に絞り込むこと

ができるからである．

2基本的立場と接近法

（1）基本的立場

　資金会計論と呼ぱれる領域は，資金計算書論と資金学説研究に大別される．これ

まで，わが国では，資金計算書論は米国に素材をもとめ資金学説研究はドイツに索

材をもとめることが多く，別々に論じられていた．これに対し，この研究の特徴は，

資金計算書論と資金学説研究の2領域を，米国の資料を素材にして・発展を跡づけ

ながら融合することをねらったことである．

　現在，会計は変革のさなかにある．従来，会計観としては，収益費用観と資産負

債観の2つが対比されて，どちらがよいかという形で議論される傾向が強かウた・

しかし，この研究は，資金観と呼ぱれる第3の会計観があるとの前提に立っている．

　資金観は資金循還を立論の基礎にすえる．たとえぱ，貸借対照表を資金の源泉と

運用の表と見るのは資金観の現われである．ところが，貸借対照表を資金的にとら

えることは比較的よく知られていても，貸借対照表に適用したのと同じ視点で損益

計算をとらえることは，ほとんど検討されていない．財務会計を資金的に理解する

には，資金的な貸借対照表観を検討するだけでなく，資金的な損益計算観をも併せ

て検討する必要がある．この点が従来の資金会計研究の盲点になウていた・

　そこで，その点を補強するものとして私が見いだしたのが資金法と呼ぱれる損益

計算方式である．資金法というのは，営業活動からの現金額（CFO）をもとに，

当期収支二当期損益との食違いを加減して（修正して）純損益を求める方法である．

　この計算構造は，上下を逆にすると，伝砕的な資金計算書の「営業活動からの現
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金区分」あるいは，FASB基準書第95号で要求されている「営業現金と利益の調

整表」と同じ構造であることがわかる．これは，資金法が，資金計算書の中に体現

されていることを意昧している．この計算方式の存在を認めると資金観は他の会計

観と同等の損益計算方式をもつようになる．

（2）接近法

　本研究では，新しい現実に対応する財務会計の概念フレームワークを構築するに

あたって避けて通れない3つの論点に着目する．（1）会計の計算構造（財務諸表の

連携関係），（2）会言十観，（3）財務諸表の目的，の3つである．

　その上で，まず資金計算書とは何かを具体的に把握するために，この論点にそっ

て，（1）資金計算書の計算構造，（2）資金概念，（3）資金計算書の目的，を歴史的

にたどって整理する、次いで，概念フレームワークに目を向けて，先に明らかにし

た「資金計算書」を念頭に置きつつ，（1）会計の計算構造（財務諸表の達携関係），

（2）会計観，（3）財務諸表の目的，を追求した．

3資金計算書論

（1）資金計算書の構造論争

　資金計算書は米国で生成し発展した．今日の資金計算書は，1900年前後から

1920年代の半ぱにかけての，いわぱ黎明期ともいえる時期に現われた原形となる

計算書の対抗関係が生み出す相互作用の過程の産物と理解される、それらの膜形と

対抗関係をおさえておくことは，今日の資金計算書の構造を理解するうえで有益で

ある．

　第1のタイプは，貸倦対照表の各項目の残高の期中変化を，勘定記入のルールに

従って（資産項目が増加したら借方に、減少したら貸方に，というように）振り分

けて，借方と貸方の合計の一致を確認するにとどまる．すなわち，特定の勘定ある

いは勘定群を区分しないで，貸借対照表の期中変化の解釈を弾力的におこなう余地

を残す立場である．

　第2のタイブは，上記の増減分析表を運転資本の変化で区分する．そして，運転

資本の変化を，他の項目の変化の結果として説明する構造を採用する．

　第3のタイプは，増減分析表を区分する点では第2のタイブと同じであるが，運

転資本のような流動的な勘定群に焦点を合わせるのではなく，自己資本の変化に焦
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点を合わせる．

　この黎明期ともいえる時期に，資金計算書は，単純な純額の財政状態変動表から，

勘定群で区分された純額の財政状態変動表へと発展したが，その際，純財産区分に

焦点を合わせるタイプと，運転資本区分に焦点をあわせるタイプの，2つの方向へ

枝分かれしていったのである．そして，この2つのタイプの資金計算書をめぐって、

寿がて，論争が巻き起こることになる．どうしても避けられない対立が，この時期

に準備されていた．

　1925年に起こったエスケレとフィニーの有名な誌上論争は，このような発想の

異なる資金計算書観の対立から生じている．エスケレの計算書は，純財産の変化を，

それ以外の貸借対照表項目の変化で説明するような形式をとる．これは，「利益は

どうなウたのか」を解きに行ったからと考えられる．

　他方，フィニーの計算書は，運転資本の変化を，それ以外の貸倦対照表項目の変

化で説明するような形式をとった．「利益はどうなったのか」という視点はフィニ

ーにはなく，資金あるいは資源のフローを表示しようと意図した．その場合，利益

に減価償却費などを加算して営葉活動からの資金を求めた．繕果として，エスケレ

にすれぱ，そのような形式をとるフィニーの計算書の構造が理解できなかった．

　この論争は，資金概念論争ではなく，資金計算書の構造論争である．資金概念が

明確でないという批判は確かに提示されたが，それは両者の争点ではない．両者と

も資金概念は不明確なまま，構造論争が闘わされたのである、したがづて，後者は

前者の改良とか発展形であるという受け止め方は妥当ではない．

　なお，この論争には，資金法による別解がありうることを明らかにした．

（2）資金概念

　米国における資金計算書の発展を辿ったところ，「資金」フローの計算書に2つ

の系統があることが知られた．びとつは，現金収支計算書であり，その資金概念は

現金である．いまひとつは，比較貸借対照表の増減分析表であり，その資金概念は

資源である．

　そこで，この2つの計算書を両極にすえて資金計算書の発展を眺めると，次のよ

うな展開過程が見えてくる．1900年前後の資金計算書に対する会計人の関心は，

もoぱら増減分析のほうにあウた．その後の発展で画期的だったのが，エスケレと

フィニーの誌上論争であったが，これは運転資本区分を強調する方向で決着がつい
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た．その頃は，資金を資源あるいは価値と広く解したうえで，その動きを運転資本

で区分してとらえようとする2層思考があった．やがて，2層でとらえる複雑さを

嫌って，簡明に，運転資本の変化だけに焦点を合わせる考えが生じてきた．その後，

運転資本の中の棚卸資産には資金性がないという指摘がムーニッツによウてなされ，

正昧当座資産が主張された。ここから資金概念の狭義化の流れが始まった．それ｛ま，

支払手段としての資金に向けての重点の移行であり，この動きの終点は，最狭義の

現金であった．

　しかし，1950年代に入ると，合併などに伴う証券発行による固定資産取得を資

金計算書に収容したいとする要求から，広義資金概念によりながら運転資本で区分

した資金計算書を作成するようになった．1971年のAPBの財政状態変動表は，こ

の流れのなかで登場した．APBの財政状態変動表において，現金も正味当座資産

も運転資本も区分基準として容認されていたにもかかわらず，運転資本が主流を占

めていたのは，それが，企業活動を明瞭に描き出すからである．流動性の指標とし

て運転資本が選ぱれたのではない．

　1970年代の後半になって，合併ブームが一段落した頃に，ヒースに代表される

ような信用分析の立場から，APBの財政状態変動表に対する批判がでてきた、そ

の鉾先は主として運転資本概念へ向けられた．これは，先に潜伏していた狭義化の

流れの再登場と見てよい．わかりやすさということも手伝って，1982年以降，現

金概念が急遠に支持を得ていった．

　FASBは，当初，こ．の考え方でAPBの財政状態変動表を見直していた、しかし．

最終的に公表された基準書第95号では，資金が現金に限定され，営業収支の総額

を直接に示すのが望ましいとされるなど，現金収支計算書に近づいた．しかし、そ

の一方，証券発行による固定資産取得などの取引を脚注開示することを要求し，ま

た，営業現金と利益の調整の開示を強制している．すなわち，キャッシュ．・フロー

計算書といっても，現金基準の財政状態変動表と見たほうが実態をとらえている、

　資金という用語は，それが暖昧というだけで，その使用をやめるのでは，聞題の

解決にならない．むしろ、多様な資金概念を認め，それらを統合したところに、資

金概念の多重的関係が見えてくるように思われる、その場合，まず資金を資源とと

らえ，それが貨幣の形で活動を媒介すると考える．そして，それを測定する会計的

認識のレペルによって様々な資金概念が現われる．その多重的関係は，資金法の計
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算に体系的に示されるのである．

　なお，様々な資金概念が計算書様式に及ぽす影響を，資金計算書等式として示し

た．

（3）資金計算書の目的

　資金計算書の目的を描き出すために，様々に述べられてきた資金計算書の目的を，

目的の階層性という考え方に照らして歴史的に辿った．

　基本目的の階層では，会計責任を果たすという見方から意恩決定への役立ちが重

視されるようになった．分析目的の階層では，APB時代には収益力評価の側面が

強調されたが，FASB時代には，一時は，流動性と財務弾力性の概念が重視され

たものの，最終的には収益力評価を優先させるに至っている．そして収益力の概念

も資金的に定義されるようになった．作成目的の階層での変化は，資金綾念の変化

と一致している．

　FASBの基準書第95号によるキャッシュ1フロー計算書の目的は，（a）企業が

好ましい将来の正味現金フローを生み出す能力を評価し，（b）支払義務に応じる

能力，配当支払能力，およぴ外部資金調達の必要性を評価し．（C）純利益と，関連

する収支のズレの理由を評価し，（d）当該期間中の現金および非現金の投資およ

び財務活動が企業の財政状態に及ぼす影響を評価することであるが，これら目的の

解釈は，歴史分析の上に立って初めて可能である．

　基準書第95号の目的観は、（b）が明記されたことを除いて，APB意見書第19

号の目的観と変わっていない、すなわち，（a）の「将来の正味現金フ回一を生み

出す能力の評価」は意見書第19号の目的規定の行間に潜んでいた目的であり，

（b）の支払能力評価は意見書第19号の財政状態変動表を揺さぶるために提示され

た目的観であるにもかかわらず，（a）の優先1順位が高くなっている．さらに、（C）

は閻接捧によウてのみ果たされるし，また，（d）は意見書第19号の第6項の規定

と同じ内容をカパーしている．要するに，意見書第19号に言うところの「財政状

態の変動の十分な開示」は基準書第95号では文言としては消えてしまったのでは

あるが，表現を変えてはっきりと明記されている．

4資金学説の展開

（1）計算構造論
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　資金計算書は複式簿記機構から誘導されないから基本財務表たりえない．という・

批判がなされることがある．これは，貸借対照表と損益計算書を基本財務諸表とす

るような勘定機構を前提にして，資金計算書の基本財務表としての資格を論じてお

り，立論の前提となる命題あるいは考え方を使ってその命題を擁護する循環論に陥

っている．財務諸表の体系が変化しようとしているのであるから，会計の計算構造

観も変化してしかるぺきである．

　ヘンリーの「財政状態変動一覧表」やマンの「連携確認表」のような，貸借対照

表と損益計算書と資金計算書が同時に示されるような一覧表が提示されている．そ

れらは現金収支計算書を念頭に置いているが，問接法の資金言十算書を誘導しうる

「資金運動一覧表」を作成してみた．

　また，資金循環図を示して，運転資本変動とキ十ツシュ・フローの有機的関係を

論証した．さらに，「会計観の変遷と日本の選択」において，間接法の資金計算書

を誘導する勘定組織を開発することができた．

　米国では，計算構造論は弱い．しかしながら，資金計算書論が資金憎報の有用性

をプラグマチックに追求しながら，その一方で，こ・のような計算構造論を暗黙のう

ちに補っていたと考えられる．

（2）資金的会計観

　米国にも，資金を中心概念にすえる一群の会計恩考が存在する．それは，バッタ

ーを起点とする「基金化」を重視する系譜と，力一ソンに端を発する「資金フロ

ー」を重視する系譜からなる．それらが，損益計算書と貸借対照表でどのように展

開されてきたかを辿ると，この両系譜をつないで，財務諸表の作成と利用をともに

資金的に理解する可能性があることを確認できた．

　これに関連して最も強調されるべきは，カーソンが概略だけを示唆していた資金

法の損益計算が，発生主義会計のもとで資金をどのように解しても成立すること，

さらに，時価主義会計のもとでも成立することを論証できたことである．このこと

は，利用者による資金法的な利益の「再計算」が存在しうることを意味する．

　資金法は，貸借対照表項目の増減と結びついて｛・る点で，財産法と共通の性格を

もつ．しかし，この方式が財産法と一線を画するのは，それが収支計算から出発す

るからである、すなわち，財産あるいは純財産という概念に主導されていないから

である、
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’　また，収益と費用の見越しと繰延ぺの概念を使ウて当期純利益に到達するところ

から，資金法は，損益法と共通の性格を一部もつといえるかもしれない．しかし，

この方式が損益法と一線を画するのは，資金法が，損益を構成する項目の間に，測

定の精粗があることを認めるからである、すなわち，現金支出費用と減価償却費を

同質とみなすような損益概念に主導されていないということである．

　「資金法」と呼ぱれる損益計算方式と，会計情報利用者の「再計算」に着目すれ

ぱ，米国の資金学説を相当奥行のある構造として描き出すことができる．しかしな

がら，FASBは，この一群の会計恩考を無視したままであった．これに対し，こ

の研究は，この資金法の損益計算方式が，資金計算書論，資金学説，資金憎報論の

中にどのように発現するかを明らかにしている．

5資金情報論の展開

（1）資金情報と企業評価

　証券市場の拡大と成熟に伴うて，利用者指向の会計すなわち情報会計と呼ばれる

見方が台頭した．憎報会計では時価情報と資金情報の有用性が説かれた．1960年

代に見られる初期の情報会計論では，利用者の意思決定モデルは分からないとして，

有用と思われる情報を併記する立場がとられた、これは事象アプローチと呼ぱれた．

これに対し，1970年代の後半には，企業評価モデルを明らかにし，それへのイン

プットとして会計情報の有用性を評定するアプ回一チが現われた．そこではキャッ

シュ・フ回一が重視された．ラパポートの『株主価値の創造』（1986年）は，その

流れの中にある．

　そこで，本研究では，ヲパポートの企業評価論を検討しながら，資金憎報が企業

評価に用いられる場合，キャッシュ・フローといっても，どのようなキャソシュ・

フ回一が妥当かを考察した．企業評価モデルにインブットするキャソシュ・フ回一

数値は，資金計算書に現われる数値そのものでなく，自己資本利子や営業能カ維持

などを考慮したものでなければならない．この点で，価格変動会計論と接合しうる

ものである、

（2）資金情報の質的特性

　FASBの概念ステートメント第2号が取り上げた会計情報の質的特性を構成す

る諸概念は，「有用性」，「目的適合性」，「適時性」，「予測価値」，「フィードパック
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価値」，「信頼性」，「検証可能性」，「事実写像性」，「中立性」，「比較可能性」，「重要

性」，「理解可能性」，「コストとペネ7イットの勘案」であoた．しかしながら，こ

れらは会計情報一般の特質であり，資金情報の特性はこのなかに没している、

　そこで，それら諸概念ごとに，さらに立ち入って，資金情報の特質が浮かぴ上が

るように検討をおこなった．この検討によウて，資金情報が会計情報として十分な

資格を備えていること，および損益情報と比較しても固有の特質をもつことが改め

て浮かび上がづてくる．資金憎報の開示を拡充しようとする内外の動向は・こうい

った事実に支えられている．

　さらに，こ一の検討をふまえて，資金計算書が基本財務諸表としての要件を備えて

いるかどうかを検討した．これには，当然ながら基本財務諸表としての要件があら

かじめ明らかにされなけれぱならない．この要件についての一般的合意はまだない

とみられるが，（1）有用性，（2）網羅性，（3）連携性，の3つを考えるのが合理的

である．

6結　　語

　資金会計の概念フレームワークが求められるのは，近年の財務報告において資金

計算書への役割期待が大きくなっているからである．これは，財務報告の重点が決

算会計から憎報会計へと移行していることと結びついている．

　従来の会計の主たる機能は，株主あるいは株主総会向けの，配当可能利益の算定

あるいは企業業績の尺度としての利益の算定と報告にあoた．このような会計思考

と手続きの体系が決算会計である．新たに求められはじめた会計の機能は，証券市

場が企業を評価するのに必要な情報の提供である．このような会計は・今日・情報

会計として一般に知られている．この財務報告の目的における重点移行が・会計の

概念フレームワークに揺らぎを弓1き起こしているのである．また・近年になって・

社会関連会計という立場から’伝統的会計に検討が加えられているが，これは・情報

会計ともさらに異なるパラダイムを要求するため、資金会計との関連の一端を補章

で検討している．

　そこで，残されている作業は，これまで論じた諸概念をひとつのフレームワーク

に統合することである．この作業は，言語の配列によってもなされるし。図式によ

ってもなされる．それぞれに長短があるが，ここでは図式で示しておく、
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　上の図の（1）～（4）の各フレームで資金的解釈が可能である．このことは，第

10章第3節「資金会計の構造」1三まとめられているが，以下に，ごく簡潔に要点

のみ述べておく．

　第1フレームにおける資金的解釈は，企業活動（会計の対象）を資金循環として

とらえ・その目的を資金（資本）の増殖にあるとする．また，第2フレームにおけ

る資金的解釈は，勘定組織を第6章で論じたようなマトリクス形式の資金運動一覧

表でとらえる，あるいは。「会言十観の変遷と日本の選択」で展開した資金勘定組織

として理解すること・さらに・第3フレームにおける資金的解釈は，第7章で展開

したように，貸借対照表と損益計算書を資金的に理解し，資金計算書に資金法が体

現していると見ること．そして，第4フレームにおける資金的解釈は，第8章で論

じたような企業評価目的での会計情報の利用を認め，第7章で論じたような資金法

形式でキャッシュ・フローを再計算することである．

　資金計算書を収容する概念フレームワークはこのようなものであろう．しかしな

がら・FASBは・これらの論点を概念フレームワークの外に置いてしまうた．

FASBの概念フレームワークは・財務諸表の体系と財務諸表の基礎的諸概念の関

係で首尾一貫しておらず・過渡的取扱いという印象を受けざるを得ない．わが国が

「企業会計原則」の背後にある概念フレームワークを見直す際には，このことに留

意して，わが国の会計観の変遷をふまえて、新しい現実に即した概念フレームワー

クを求めることが望まれる．
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〔博士論文審査要旨〕

　　論文題目　資金会計論

（副論文　会計観の変遷と日本の選択）

審査員　　中　村　　忠

　　　　安　藤　英　義

　　　　伊　藤　邦　雄

1本論文の背景

本論文を提出した佐藤倫正氏は，本学商学部を卒業してしばらく民間企業に勤務し

た後，研究者を志して本学大学院に入学した（1972年）．それ以来，一貫して資金

会計をテーマとして粘り強く研究してきた．

　資金会計は，わが国でもすでに1950年代から主として会計実務の立場で研究さ

れてきた．資金は企業の血液であり，期日に債務の支払ができなけれぱ，その企業

は倒産せざるを得ないからである．したがoて企業の財務担当者は周到な資金計画

をたて，それにもとづいて資金の調達と運用を行わな付れぱならない．

　そのような実務の立場とは別に，会計学の研究領域の1つとして資金会計を取り

上げる人もいた　早い時期のものでは番場嘉　郎氏（佐藤氏の学部時代のゼミ指導

教官）による論文「運転資本の経理」，「資金運用表とその利用」（いずれも1949

年）などがある．これらは経営分析の観点から資金の問題を検討したものである．

　同じように経営分析の研究から出発した染谷恭次郎氏（皐稲田大学）は，アメリ

カ文献をもとにして資金会計の研究を精力的に行い，1956年に『資金会計論』と

題する大著を公刊した、これは資金会計という表題の日本で最初の著書である．染

谷氏はその後も資金に関する研究を続け，『財務諸表三本化の理論』（1983年），

『資金管理の基礎』（1984年）などの著書を出している．その影響を受けた染谷ゼ

ミ出身の鎌田信夫氏（南山大学）も資金会計について注目すべき論文を発表してい

る（たとえぱ鎌田編著『資金情報開示の理論と制度』1991年）．
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　染谷氏の『資金会計論』より少しおくれて黒沢清氏が『資金会計の理論』なる小

著を公刊した（1958年）．これはヴァッター，ルフチ，タガートなどの所説を材料

にして書かれたもので，学界に大きな影響を与えた．

　他方，アメリカでは1971年にアメリカ公認会計協会（AlCPA）の会計原則審議

会（APB）がr財政状態変動の報告」（Reporting　Changes　in　Finacia1Positon）

と題する「意見」第19号を出し，資金計算書（財政状態変動表）を，貸借対照表，

損益計算書と並ぷ主要財務表と認めた．

　これは各国から注目され，わが国でも佐藤氏が大学院へ入oた1972年ころ資金

会計は最もカレントな問題であoた．

　佐藤氏は，まず染谷氏や黒沢氏などの邦語文献を読んで資金会計の基礎知識を得

ると同時に，そこで引用されているコールの著書（W．M．Cole，λ㏄oα伽j〃〃

C㎝s物c肋珊α〃〃2柳物’加，1908）をはじめとするアメリカの古い書物を読ん

だ．

　少し憤れてくると，ある書物を読めぱ，その次に読むべき材料は自然に見つかる．

このようにして彼は研究を積み重ねていった．その成果が本論文である．

　　　　　　　　　　　　　　　』

　　　　　　　　　　　　　　2本論文の骨子

　本論文の概要については佐藤氏自身が書いているので，重複を避けながら，その

骨子を述べることにしよう．まず論文の構成は次のとおりである．

　　第1章　　序説

第2章　　黎明期の資金計算書

第3章　資金計算書論争

第4章　資金概念の変遷

第5章　資金計算書の目的

第6章　資金計算の構造

第7章　　資金学説の展開

第8章　　資金情報と企業評価

第9章　資金情報の特質

第10章　　資金会喬十の概念フレームワーク

補章　社会関連会計への展開
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　　　　　　　　一公益事業料金規定の検討

　第1章は序論で。資金会計とは何か，それがアメリカにおいてどのような形で生

成・発展して現在に至っているか，そして現在どんな問題を抱えているか，それに

対して佐藤氏はいかに取り組もうとしているかなどが要約して述べられている．し

たがって全体の目次とこの章を読めば，本論文の輪郭がつかめる．

　この章で述ぺられていることの中で特に重要と思われるのは，会計観（財務会計

および財務諸表についての基本的考え方）に関する箇所である．これはAPBの任

務を引き継いだ財務会計基準審議会（FASB）が1976年に公表した「討議資料」

で示したものからの引用であり，次の三つが挙げられる．

　　①収益費用観（Reveme　and　Expense　View）

　　②資産負債観（Asset　and　Liability　View）．

　　③非連携観（Non－Articu1ation　View）

　従来は①が通説であウたが。FASBは②を採用した．③は貸借対照表と損益計

算書の連携を要求しないという考え方であるが，佐藤氏はこれを資金観と解し，こ

れを採るぺきだと主張する．この議論は第7章と第10章にも出てくる．

　第2章から第5章までは資金計算書，特にその歴史的な発展の経過を跡づけてい

る・それによるとアメリカでは・すでに今世紀初頭にUSスティール社が連結べ一

スの資金計算書を公表していた．またそれに先立ち1898年のニューヨーク州の公

認会計士試験には・利益と資金の関係を問う問題が出題されている．これは当時す

でに資金の問題が注目されていたことを裏書きするものといえる．しかしまだ資金

の概念は固まっておらず・資金計算書の様式も雑多であった．このような状態が相

当の期間つづいた．

　ようやく1925年に突破口が開けた．それは／o“〃oヅλ㏄o舳肋cツ誌上で合わ

れた資金計算書の内容をめぐるエスケレ（Paul－Joseph　Esquerr6）とフィニー

（H．A．Finney）の論争である．両者とも比較貸借対照表の増減分析を基礎にして

いる点は共通であるが，エスケレは純資産（自己資本）の変化を，それ以外の貸借

対照表項目の変化で説明する形式をとったのに対し，フィニーは運転資本の変化を、

それ以外の貸借対照表項目の変化で説明する形式をとった．

　この論争は結局フィニーが勝ち，その後は運転資本の変化を説明するタイプの資
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金計算書が一般化した（上に述べたU．S．スティール社の資金計算書もこのタイプ

であった）．しかし面白いことにフィニー自身は資金を運転資本とは考えていなか

ウた．もっと広義に解していた．フィニー以後も資金の概念は一義的ではなく、人

によって様様に解された．

　したがって資金計算書の目的も多様で李り，利益と資金の関係の表示，運転資本

の変化の表示（流動性とか支払能力の表示はこれに含めてよいであ’ろう）のほか・

いろいろな目的が挙げられている．

　第6章と第7章は資金会計についての諸学説の検討に充てられている．上述のよ

うにアメリカでは1971年に資金計算書が貸借対照表およぴ損益計算書と並ぷ基本

財務表の地位を認め今れている．それは資金計算書の財務情報としての有用性が認

められたからである．しかし佐藤氏は有用性というだけで満足しないで，計算構造

面から資金計算書を基礎づけようとした．

　この検討はアメリカでも一部の学者によって行われており，たとえぱヘンリー

（E．J．Henry）の財政状態変動一覧表とかマン（H・Mann）による三つの決算書

（貸借対照表，損益計算書，資金計算書）の連携確認表がある一佐藤氏はこれらを

参考にして資金運動一覧表を作成している・

　また佐藤氏はアメリカの代表的な資金学説としてヴァッター（W．J－Vatter）と

カーソン（A．B．Carson）を取り上げ，特に力一ソンの所説については詳しく述べ

ている．さらにその後のストーパス（G．J．Staubus）やラパポート（A・Rappa－

port）などの主張も検討している一

第8章と第9章は資金情報論である．第8章では，投資家が企業評価をする際に

どんな資金情報が役立つかをラパポートの企業評価モデルを手がかりにして検討し

ている．また第9章では資金憎報の特質が，会計情報一般および損益情報と比較し

て論ぜられている．

　第10章は，これまで述ぺてきたことの要約と結論である．それは，資金計算書

を加えた三つの財務表を統一的に説明できる新しい概念フレームワークを構築すべ

きであり，それには収益費用観，資産負債観に代って資金観を採るべきだというも

のである．
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　補章は，資金会計論の関連分野への新たな展開の可能性を，特に公益事業料金の

問題を取り上げて論じたものである．

　副論文として提出された「会計観の変遷と日本の選択」は，三つの会計観を述ぺ

た後に，資金観のもとでの資金勘定組織を例示している．本論では「貸倍対照表と

損益計算書と資金計算書を同時に導くような勘定組織の設計は可能である」と述べ

ているだけであったが（p．250），それを具体的に示した．これにより「従来の勘

定組織のもとでは分析的にのみ作成されていた資金計算書が複式簿記の手続きをと

おして誘導されること」が明らかになった．これで佐藤氏の研究は目的地に到達し

たことになる．

　なお最近，佐藤氏は上記の副論文の続論ともいうべき「資金会計の勘定組織」と

題する論文を発表している（『会計』1994年1月号）．

3本論文の評価と問題点

　本論文の長所は，第1に資金会計という領域を理論的に位置づけたことである．

企業会計における記録計算は伝統的に資産，負債，資本，収益および費用という五

つの要索によって行われ，資金という要素はない．そもそも資金概念も，最狭義の

現金から最広義の総資源まで多様である．

　佐藤氏は，アメリカで1971年に当時の会計基準設定機関たるAPBが，資金計

算書を貸借対照表，損益計算書と並ぶ基本財務表としたことに注目し，それにふさ

わしい資金会計の理論が構築できないかと考えた．これは新しい着想であった．

　アメリカで資金計算書が主要財務表とされたのは，そこに示される治報が財務諸

表の利用者にとって有用だからであって，資金計算書を織り込んだ理論体系の整備

というような意識は全くない．

　わが国でも佐藤氏の前に資金会計を手掛けた人は上述したように何人かいるが，

佐藤氏のような問題意識の人はいなかった．その原因の一つはヴァッターのせいで

はないかと思われる．1947年に公刊された丁伽〃〃丁肋岬o∫λ㏄o伽伽g蜆”d

〃∫1刎〃cακo〃s∫oτ〃閉o祀此川ψo炊と題する彼のモノグラフは，わが国に資金

理論として紹介された．これが混乱の原因だといってよい．

　ヴァソターのいうfundは，むしろ「基金」と訳すべきだったと思われる．彼の

提唱するfund　theoryは，会計主体論たる資本主理論（proprietary　theory）と
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企業主体論（entity　theory）に対する批判として主張されたのであり，資金会計

の理論ではなかった、しかし資金計算書にも触れているため誤解を引き起こす原因

となった．決定的ともいえるのは黒沢氏が，ヴァッターを拠り所にして『資金会計

の理論』を書いたことであった．

　佐藤氏もこの影響を受けて，資金挙説の源泉としてヴァソターとカーソンを挙げ

ている．しかしヴァッターに深入りしなかった．それは資金会計についてヴァソタ

ーの著書から得られる内容がわずかであることを確認したからであろう．

　佐藤氏は自説を裏づけるために多くの文献を渉猟したに違いない．しかしすぐ役

立つものはなく，せいぜい非連携説を支持するヘンドリクセン（E．S－H㎝drik－

Sen）に力づけられる程度であったと思われる．

　しかし資金会計の勘定組織を描葦出したことで，目標に達したといえよう．「資

金計算書は，貸借対照表と損益計算書から間接的に作成されるのであって，複式簿

記から誘導されないから基本財務諸表ではない」という批判を覆すために佐藤氏は

懸命の努力を続け，ついにそのバーをクリアしたのである．

　本論文の長所の第2として，資金会計の研究領域を，①資金計算書，②資金学説，

③資金憎報に整理したことである．これまで資金会計は①を主にしてきたが，佐藤

氏は②を重視し，細かく調ぺている．さらに資金会計の勘定組織が追加されれぱ，

それは④になるであろう．

　とにかく本論文は，これから資金会計を研究しようとする人に対し新しいルート

を開いたものといってよい．

　以上は本論文の長所であるが，他方で疑問の点もいくつかある．

　たとえぱ現行の勘定体系を「貸借対照表と損益計算書を基本財務諸表として作成

するために人為的にデザインされたものであると見るのが自然である」と評してい

る（p．125）．しかしそうでないことは複式簿記の成り立ちを見れぱ明らかである．

貸借対照表や損益計算書は報告書として後から作られたものであり，バチオリの時

代にはなかった．これは思いあまっての勇み足とみてよい．

　同じぺ一ジに「複式簿記の機構の中に資金計算領域が存在することは明らかであ

る」という記述もある．こういう断定的な言い方は佐藤氏の特徴といってよい一し

かし後に続く説明は説得力に欠けている．
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　また第10章の冒頭に・「本書の課題は，資金計算書論と概念フレームワーク論と

を結合することであった．資金計算書を基本財務諸表として取り込んだ会計の概念

フレームワークは’資金会計の概念フレームワーク’と呼ぶことができる」と述ぺ

ている（p・241）．しかし貸借対照表，損益計算書および資金計算書を包摂する概

念フレームワークがなぜ’資金会計の概念フレームワーク”といえるのか第三者に

は理解しにくい．

　なお・上記において本論文の長所として資金会計の研究領域が整理されていると

述ぺたが・たとえ④を加えても，それで資金会計の体系が完全とは思われない．た

とえぱ本論文の中でも数箇所に引伊されているヒース（L・C・Heath）の著書（〃

〃o肌〃R助o棚〃go蜆d肋θ肋”〃棚o閉oヅSo’閉似19㎎）で取り上げられている

支払能力の評価は，資金会言十の体系に含められるべきであろう．

　このように着干の不備や不満を指摘せざるを得ないが、それらは本論文の根幹を

ゆるがすものではない．佐藤氏はまだ着いのであるから，今後も一層の研究を要望

したし・．

　以上によりわれわれ審査員は・所定の試験の成績をも併せ考慮し，佐藤倫正氏が

一橋大学博士（商学）の学位を受けるに値するものと認める．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

　　平成6年2月9日

1007



（194）

〔博±論文要旨〕

ベラワーの民族誌

一社会変化と経験世界一

足羽與志子

　本論文の目的は，スリランカのある村の民族誌を書き，そして，小さな共同体に

生きる人々とマク回な社会との動的関凛の解明を行うことである．・本論文ではこの

問題を「社会変化」との関係でとらえ，日常生活における人々の視点から眺める・

本論文は人々の「経験世界」を理解する試みでもある．

　スリランカの人々の伝統的生活は，新しい国家形成と文化／社会編成の過程にお

いて急激な変化を経てきた．そこでは従来の価値観と近代の新しい価値観の混在が

生じ，人々は複数のアイデンティティーを同時に持つことを余儀なくされる一方で

は，シンハラ仏教ナシ目ナリズムのような極端な排他的な集団意識の形成も見られ

る．

　本論文で対象とするのは，シンハラ社会のベラワー（Berawa）という特殊な力

一ストの人々である、ペラワーのペラ（Bera）は「太鼓」の意であり，カースト

の伝統的な職能はシンハラの人々の生活に必要なほとんどの儀礼で太鼓を叩くほか，

ダンサー，呪医，仏師などである、彼らはこの職能を通じて，人々の宗教世界に深

く関係してきた．また，彼らはシンハラの力一ス“システムにおいてとりわけ力一

ストの低さを強調され，社会関係のなかでも特殊な役割を担う．さらに，彼らの力

一ストの職能の一部はシンハラ・ナシ目ナリズムのシンボルに使われ。文化政策の

対象になるなど，早くから国家政策や政治にも深く関係してきた。このようなシン

ハラの宗教・社会・政治に関わるベラワーは，そこでの変化の投影を敏感に受け易

く，小さな共同体に生きる人々とマクロな社会との動的関係の解明にも，またシン

ハラ社会／文化の理解のためにも，極めて有効な研究対象である・

　私は，81年から4回，通産20ヵ月に渡るフィールドワークを行い・学士論文・

修士論文，博士過程修了論文，またその他の学術論文や学会発表などを通じて・ぺ
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ラワーや彼らの職能である治療儀礼に関する問題を研究してきた．本論文は従来の

研究を整理し，上記の問題意識をもうて新たな考察を展開したものである．

　本論文ではベラワーの実態を詳述しながら，次のような具体的議論を行う，ベラ

ワーの人々の生活のマクロなレペルの政治や経済の変動がどのような影響を及ぽし

たのか。ベラワーの人々はどのような小さい共同体，あるいは大きな社会／文化と

の関係を取り緒び・それらとの関係を理解するのか、そして彼らはどのような方法

で「変化」に対処し，新たに彼ら自身の「経験世界」を構築するのだろうか．

　本文は，序章、第一部（1章～3章），第二部（4章～11章），終章，から構成さ

れ，補録と資料編が本文内容を補完する．次が各章の簡単な要旨である．

　まず序論では．本論文の目的と，本論文を書くに至った経緯を述ぺ，リーチ，ギ

ァーツ，オベーセーケレ，ブルデューらの社会変化と個人の意志決定との関係の議

論を比較検討し，本論でその有効性を検証する「経験世界」「コード」という概念

の説明を行った．

　第一部「シンハラ文化と社会に創ナるベラワー」では，力一ストやコスモロジー

についての従来の研究を検討しながら，シンハラ文化と社会を概説し，ベラワーが

そこに占める一般的な位置の分折を行う．

　1章「仏教コスモロジーとベラワー」では，悪魔・悪霊を一般の人々に替わoて

コントロールする宗教的専門職能者としてのベラワーを，仏陀の教えを実践する僧

侶や神々に仕える神官との比較において分析し，ペラワーが彼らを補助し，シンハ

ラの儀礼全般に関わることを示した、

　2章「力一ストとベラワー」では，仏教を背景にするシンハラの特殊な力一ス

ト・システムを説明し，それをデュモンのようにインドのカースト・システムとの

比較によって「不完全なトシステム」ととらえる6ではなく，シンハラの人々の日

常生活において人々の経験として理解する重要性を指摘した．本論でペラワーを

「力一スト」として考察するさい，この見解を基調とする．

　また・3章「シンハラ文化圏とベラワーの二系統」では，シンハラの3つの文化

圏にまたがって分布する，ベラワーの伝統技術の二系統，寺院関係の儀礼を得意と

するウダラタ（中高高地）系統と悪魔・悪霊に対する儀礼を得意とするパハタラタ

系統（南部低地）について説明した．政府は前者を優遇し，後者を「迷信」として
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排除する偏った文化政策を実行してきたが，シンハラの人々のペラワーに対する一

般的イメージは両系統の混合である点を指摘した．

　第二部「アクルゴダ村のペラワー」では，81川87年にかけてフィールドワーク

を行った，スリランカ南部の村のベラワーの人々の生活に焦点をある．そして時代

の変化のなかで様々な選択を行いながら，村の伝統的社会に生きるベラワーの「経

験世界」を描く．まず4章「アクルゴダ村」では，村の地理，力一スト構成，歴

史，土地改革，村内の小集落と力一スト居住区，ランドマーク，村名の由来等につ

いて述べ，村の現状を概観した．ベラワーと高カーストのゴイガマ（農民）から構

成される当村では，特に多くのベラワーが住む特徴がある一村の草分けがペラワー

であったのもその麗由だが，30年代の世界恐慌に端を発する政府の米目給政策に

よって村の公有地が支給され，そこに応募したペラワーが親戚を頼り多く移住して

きたことも大きな原因である、また村名の自ヨ来には，ベラワーの職能との関係で説

明する説から，それを真ウ向から否定する説まで複数あり，各説の内容とそれを選

択する支持者の社会背景には相関関係があり，そこに同村にはペラワーに対する認

識の複雑な相違があることが伺える．

　次の5章「ペラワーの社会」では，村のペラワーの伝統的な職能各種を取り上げ・

それぞれの職能を専門とする，本論の重要な登場人物の紹介を行う・草分けの3つ

の家系の職能選択と継承の傾向を分析し，次の点を指摘する、伝統の継承は当人の

自由選択によるが，第一条件は当人の能力にあること，仕事の需給関係から複数の

息子や子弟を継承者にすることが困難であること，そして職種の選択や継承に問題

がある場合は婚姻関係が調整の役を果たすこと等である．

　就業が最も難しく、ベラワーの尊敬を集める呪医の日常生活について詳述したの

が，6章「呪医の生活」である．一人の呪医のインダピューと彼の29年間の日記

の分析を通じて，呪医としての成長の過程，儀礼種類の需要の変化。依頼人の社会

背景の傾向，日常生活の変化などを示した．また，ベラワーの根本的な価値観であ

る「実力主義」と「平等主義」について，彼の見解に基づきながら考察した・実力

主義の原則では，ベラワーが相互評価を行う際，家系や財ではなく当人の職能が最

優先する．また実力主義を補完する平等主義には，実力の差に関わらず，儀礼を共

に行う仲間が報酬の平等配分を行うという．共同体内での経済的平等主義と，病の
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　目1」ではあらゆる人間はすべて平等であるという，ベワラーの人間観に基づく普遍的

　主義がある．

　　7章から10章では外部からの影響によりこの価値観のパランスが揺らぎ，ベラ

　ワーの一人二人が新しい状況を判断し行為を選択していかなけれぱならない具体的

問題に焦点を当て，その分析を行う．

　7章「ペラワーの職業と実態」では，伝統的職業の他に，力一ストが規定しなし、

新しい職業（認定資格の必要な教師・技師等のエリート的職業から土木労働者，工

場労働者等）に就く人々が増加する現状を示し，職業選択の動機，ベラワーによる

「現状認識」；新職種が開／世界や伝雫職業の新たな展開に対する期待を分析する．

また近隼の急激なイ！フレと商品の流通とあいまって，職種の選択が，以前とは比

較にならない・目に見える形での経済格差を生み，ベラワー内の従来の結東に亀裂

が生じっつあることを指摘した．

　職種や経済状態はベラワーの意識の変化に通じる．8章「ベラワーの改名行為」

では，改名行為に現れたその変化を分析する．一般的にシンハラの名前の名字にあ

たる部分は当人が属する力一ストを示すが。近年特に頻繁に改名を行う傾向が当村

のベラワーに見られる。改名は自己のアイデンティティーを個人が自ら選択し，新

しい名前にようて自己と社会との関係を更新する行為といえる．名前の全部を改め

カーストを隠す方法，頭文字を残し旧名と新名を使い分ける方法，さらに力一スト

の職能を強調し芸術家風に改める方法等，その様々なスタイルに彼らが社会変化の

中で自己のアイデンティティーを積極的に模索する様子がわかる．また改名のスタ

イルと職種と相関関係も指摘した．

　9章「ベラワーと政治」では，30年代後半，スリランカで初の共産党が結成され

て以来，党の力一スト差別廃止運動と村落覚醒工作の対象とな。た村のベラワーカ；

受けた様々な影響について述べる．なかでも活動の中心的人物だつた二人のベラワ

ーを取り上げ，参加の動機や変遷する政権のなかでの二人の生活や思想の変化を見

る．そして，反共政策をとる現政権下の現在でも，ベラワーにその体験の記憶は残

り，若手ベラワーの結東や、ベラワーの自意識の形成，また諸事の解釈や判断に見

落とせない影響を及ぼし，未だ彼らの意識の底辺に，一つの生きた言語としてある

ことを指摘する．

　1O章「ベラワーと文化政策」では，シンハラ仏教ナシヨナリズムのなかで，べ
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ラワーの職能の民族の「伝統芸能」として脚光を浴び，文化省や文部省の政策によ

ウてペラワーの一部が「保護育成」を受ける一方では，学校カリキュラムのなかで

力一ストと切り放された「芸術」として一般に普及する過程を示す。アクルゴダ村

のベラワーもこの文化政策の影響を受けた．しかし寺院関係の仕事を行う絵師・仏

師は政策の恩恵を得たが，政府はバハタラタ系のダンサーやドラマーにはあまり注

目せず，特に悪魔払いの専門家として伝統的権威がある呪医は冷遇した．ダンス学

校経営に失敗した呪医，文化政策に便乗し成功を収めた絵師，そして上昇志向の強

、、ダンサーの例をあげ，具体的な状況と文化政策に対する個人の対処の方法を示し

た．文化政策は，ベラワーに将来を決定するより多くの選択の機会を与え，ベラワ

ー自身の芸術家意識と仏教徒意識を高めたが・伝統的社会での実力の評価規準を崩

し，平等主義の機能に支障をきたすなど，深刻な状況を招いている．

　さて，11章「アーリヤセーナ殺人事件をめぐりベラワーの『経験世界』では・

82年の調査中に起きた，一人の著名な若手ダンサーが殺された事件に焦点を当て

る．まず裁判記録や証言記録，また集中的なインタヴユー記録を使って事件を再現

したあと，事件の原因と人々の解釈，事件後の経過と事件の収拾過程を詳述する一

そしてこれまで各章で述べてきた事柄がこの具体的な事件ρ中に集約して指摘でき

ることを示し，さらに個人とベラワーの小さな共同体がどのようにこの事件を「経

験世界」の事柄とするのか，その過程を分析する。本章は当論文の中心となる章で

あ．る一

　殺されたダンサーは，呪医となるべく修行中であり・また文化政策の一環である

軍楽産への勧誘も受けるなど，伝統的社会と新しいペラワーの世界との中間にいた．

彼はシンハラ仏教ナシ目ナリズムの教育と共産主義の思想の影響を受けていた・仏

教徒意識が強い彼が，ベラワーには憤習的にタブーであった寺院建立を計画するが、

彼の出世の嫉妬する一部の仲間が反対し・彼を刺殺した・そ二には寺院建立でベラ

　ワーの共同体の新しい団結を図ろうとする彼とその支持者の意図と，それとは逆の。

　旧勢力の反対や矛盾する価値観，また経済格差などによる共同体の分裂という方向

　とは錯綜した，ペラワーの現状が読み取れる．また・事件後・被害者の遣族側と加

　害者側に決定的に分裂したペラワーではあるが・時間的経過の中で・贈答と社交・

　儀礼，移住，沈黙等の慣習コードを使った関係の修復が徐々に進み。事件の日常化，

　あるいは「経験世界」化が行われていった．しかしそこにも・例えぱ加害者の家族
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が海外出稼ぎで得た現金や商品が事件の処理に決定的な役割を果たすなど，新しい

経済のカが見られる．

　終章では，改めて「コード」「経験世界」という概念を使いながらこれまでの章

の要約を行い、この概念の有効性を認識した．外部からのある種の変化の「力」が

ペラワーの人々の生活と意識に影響することは本論文で十分に論じられたと思う．

村のペラワーの生活の詳述のなかで良くわかることは，人々が決してマクロなレペ

ルでの社会変化に対して無気力に押し流されているのではないことである．人々は

日々の暮らしのな加でこれらの変化に積極的に対応してきていることを強調したい．

村のベラワーは，従来のコードの適用や新しいコードの創造を行oて対処したり，

また変化が要求する方法自体を日常のコードとして新たな選択肢に加えるなど、外

からのカを極めて柔軟に処理しながら，彼らの「経験世界」を造ウている．そして

重要なことは，人々が日々の生活を主体的なコード選択を行いながら送ることによ

り，小さな共同体の内側から能動的な社会変化を起こしていることである．

　以上本博土論文「ペラワーの民族誌一社会変化と経験世界一」は，シンハラ社

会のベラワー・カーストの研究として，南インド／テーラワーダ仏教文化圏の地域

研究に貢献するとともに，個人と社会、ミク目社会とマクロ社会との相互の動的関

係についての議論に人類学的寄与を果たすことを目指した．幾分なりともそれが達

成されていれぱ幸いである．
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〔博士論文審査要旨〕

論文題目　ベラワーの民族誌

一社会変化と経験社会一

論文審査担当　　長　島　信　弘

　　　　　　　古　賀　正　則

　　　　　　　内　堀　基　光

1本論文の課題と概要

　本論文は，スリランカ国，シンハラ社会のベラワーという特殊な力一ストについ

ての社会人類学的研究で「序章　論文の目的と方法」，「第一部　シンハラ文化と社

会におけるベラワー」全三章，「第二部　アクルゴダ村のベラワー」全八章と終章

から成っている．足羽与志子は1981年から4回，通算20ヵ月にわたウて南スリラ

ンカのアクルゴダ村を中心にフィールドワークを行な？ている．以下各章の概要を

述ぺ，論評を加える．

　序章　「太鼓」（ベラ）を「叩く人びと」を意味するベラワーは悪魔払いの病気治

療儀礼，通過儀礼，神々への儀礼，仏教儀礼，式典，祝祭にドラマー，ダンサー・

悪魔を演じる役者として参与し，また絵師・仏師として仏像や仏教壁画を作成し，

さらにまたアユルペーダ医術，暦学，占星術について深い知識を持つなどシンハラ

人の生活全般に関わっている．しかし，スリランカの力一スト・システムの中でベ

ラワーは最下位に近い低さにある、それでも他の低カーストとは微妙に異なった特

別の扱いを受けていることはその職能の特殊性と関連させて考察できるとする．

　近代化にともなう社会変化はベラワーにもいろいろな影響を与えてきた．国家の

文化政策においてベラワーの職能の一部は「伝統芸術」として保護を受け，観光産

業とも結びつくようになった．他方，ナシ百ナリズムや自由平等主義の浸透はカー

ストや仏教についての価値観にも変化を起こしている．こうした変化はペラワーに

対する認識や評価の変化とともに，ベラワーの自意識，カースト内の社会関係，職
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　　能の内容にも微妙な変化が見られるという．

　　　アクルゴダ村におけるベヲワーの民族誌をどのような視点から描くのかというこ

　　とが本論文を作成する上で最大の課題となった．70年代後半から特に話題とな。

一た・「民族誌を書／」という行為への批評の要点はク1フオードの次の文章で示さ

　　れている．すなわち「現実の現象は，多音声的で，それを書くとしても，部分的真

　　実にならざるをえない・・・・…むしろ。部分的真実こそが人類学の真実である」．こ

　　れに対して足羽氏は・そのような認識はとりたてて新しいものではなく，マリノフ

　　スキー以来連綿と続いてきたものであると指摘し，クリフオードら文化批判者たち

　　の問題は自ら民族誌を書くという実践を放棄したか，試みても失敗したことにある

　　と反批判する・そうした反省を踏まえてよりよい民族誌の作成を試みるというのが

　　足羽氏の姿勢である．

　　　ベラワーを書くにあたって足羽氏は一つの問題に直面する．社会変化，力一スト，

　　コスモロジーという三つの要素のうちの一つを議論の枠組とすればベラワーの多面

　　的性格やシンーラ文化の柔軟性を見失1ことになる．しかしそれではいヵ、なる視点

　　から書くのかという問題である．そこで足羽氏は人類学における近年のさまざまな

　　議論を検討し・「コンテキス1化」・r個人への還元」と集約できる動きを見いだす．

　　すなわち・人びとの日常生活から切り取一てきたものについての分析や議論を，再

　　び人ぴとの複合的で，多層的で，かつ一貫した経験に戻し，そこに暮らす人びとの

　視線で捕らえなおし・議論を組立てなおすとい1やりかたである．それは，具体的

　には・普遍的力■ス／・システムを論ずるよ1も日常生活の中での力一ストの意味

　　をさぐることであり，社会変化の大理論を求めるよりも現実に生きる諸個人がたえ

　ず行なっている選択を描／ことであり，コスモロ；一についての洗練された解釈を

提示することではな／・日常の宗教活動の詳細な観察を通して，人ぴとの認識によ

　り近づこうとすることである．

　　こうした認識から本論文のキー・コンセプトである「経験世界」と「コード」が

導きだされる・r経験世界」とは個人が日常生活で繰り返す行為と意味の選択によ

　って・諸システムからなる多層な世界を認識し，構築し，さらに新たに創造してい

　く，そのような場の集合とする、複数の個人の経験が重なりあつた集団の「経験世

界」もある・「コード」とは・意味と意味されるものが絡み合つている綱の＿本を

個人が選択し操作する場合・その綱をよぷものである．こ1した定義は暫定的なも
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のであるとしながらも，主体を観察される個人とする本論文にとって有効でありう

るというのが足羽氏の主張である、この序章は問題意識を明確にし・民族誌を書く

ことについての積極的な姿勢を示したことはおおいに評価できる一しかし研究史を

含めて整理が十分ではなく，少々読みにくいという難点がある。コード概念もかな

らずしも明快ではな、、一

第一部「シンハラ文化と社会におけるベラワー」は次の三章から成る．

　1章　仏教コスモロジーとペラワー

　2章力一ストとペラワ■

　3章　シンハラ文化圏とベラワーの二系統

　第1章．シンハラ文化のコスモロジーは仏教に土着信仰とヒンドゥー教が重なり

あウたものである．世界は仏陀の世界，神々の世界，人間の世界，悪魔・悪霊の世

界から成る．仏陀は絶対真理で絶対秩序の中心となる一人ぴとは仏陀に来世の事柄

を頼む．神・は仏陀に帰依した存在で，人間に利益を与えるが・災害や伝染病・個

人の病で罰も下す．悪魔・悪霊はたえず人間世界に侵入し，病気や災いをもたらす．

徳を穣むことで神も人も悪魔も輸廻の輸の中でより良い存在に転生でき，解脱も可

能になる．不徳を行なえぱ，低い存在に離する・僧侶は仏1壱の教えを示し・司祭

は神々に関する事柄を取り扱う．ベラワー・カーストには悪魔・悪霊と直接渡り合

える専門職能者がいる．これは危険な仕事なので仏陀の助けを必要とする・一人の

人間が仏陀・神々・悪魔・悪霊に立ち向かうときに、その間に引かれる関係の数は

そうとうにあり，その総体がシンハラの人びとの宗教生活であり，選択可能な複数

のヨードが常に存在し，個人は同じ階層でも力一ストでも違った選択をしていくと

いう．それは一方ではシンハラ文化の憤習コードの範囲内での「自由選択」で新し

、、コードが加わることはないが，他方では新しい流行信仰により慣習コードに意味

の変化が起きていることにも注意を払っている・全体としてよくまとまった章で・

先行研究についての整理をきちんとしている．

　第2章では，まずシンハラのカースト制度が，農民からなる高カースト，ゴイガ．

マとその下にあるさまざまな職業の複数の低カーストで構成されていることと，そ

れらがインドのヵ一ス1のように，きちんとしたヒェラルキーをなしていないとい
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う特徴を明らかにする．しかしそれをデュモンのように「不完全なシステム」とし

て捉えるのは，真の理解を妨げるものとして却ける．仏教教義はカーストの差異を

前世の行為によるものとして受容を奨めるにとどまる．しかしそれは実際には仏教

の実践にも現われているという．僧侶になるのも，村の寺院の檀家になるのもゴイ

ガマである・僧侶は低カーストの家を訪聞する事を好まない，といウたことである．

インドの力一ストを支える浄・不浄の観念も欠落している．シンハラ人は力一スト

を「職能」’と「慣習」ということぱで語る．カーストの職業は世襲が多いが，他の

職に就くことが禁止されてはいない．婚姻は力一スト内部が好まれるし村では力一

ストごとに居住地が分かれている、力一ストの違う者は食事を共にせず，低力一ス

トの作うた食事は他のカーストの人は食べない．生活のなかでの具体的事象の観察

を通して人びとの経験・認識としてのカーストを考えていくというのが足羽氏の姿

勢でありそれは本論文に一貫するテーマでもある．ちなみに，シンハラ社会の特定

の職能力一ストの民族誌的研究はこれまでほとんど手をつけられておらず，これが

最初の本格的なもδである．

　第3章ではシンハラの三つの文化圏ウダラタ（高地の国），バハタラタ（低地の

国）．サパラガムワ（中間地帯と東部海岸部）と，ベラワー一の二系統との関連を描

く。ウダラタはキャンディー王朝があった中央高地でシンハラ文化の中心地だった．

王都には仏教の権威の象徴である仏歯寺と4つの神殿，背後の富殿が「仏陀，神々，

王」という文化と社会の中心象徴となっていた、仏教儀礼や王の治療儀礼を起源と

するコホンパ・カンカーリヤは僧と司祭がそれぞれ主催するが，実際の儀礼の進行

はほとんどウダラタ系ベラワーが担当している．彼らのドラムとダンスは極度に鍛

えられ洗練されたもので，政府が伝統芸術として援助してきたのはこの系統である．

パノソラタは王朝の中心から遠く，その文化も周辺的な扱いを受けてきた．この地

のパハタラタ系ベラワーは悪魔払いの治療儀礼を盛んに行なっている．悪魔の太鼓

とよぱれるヤクペラを叩き，それに合わせて踊る．仮面を用いることもよくある、

こうしたドラムやダンスは娯楽や観賞用にはされず政府からも排除されてきた．し

かし南部の人びとの生活には欠かせないものとなっている．サバラガムワでは神々

の儀礼が盛んに行なわれ，ベラワーの活動はそれほどめだたない．ベラワーの二系

統の間には昔は行なわれていた通婚や技術の梱互交流が現在はまったくとだえてお

り・その理由については今後の課題としたいということである．
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　第一部はシンハラ全体とベラワー全体を概観したもので，第二部への基礎作業と

なっている．特に指摘すべき欠点はないもののもう少し簡略にすべきだったと考える・

第二部「アクルゴダ村のベラワー」は次の八章から成る．

4章　アクルゴダ村

5章ベラワーの社会

6章　呪医の生活

7章ペラワーの職業と実態

8章ペラワーの改名行為

9章ペラワーと政治

10章ペラワーと文化政策

11章　アーリヤセーナ殺人事件をめぐるベラワーの「経験世界」

　第4章から第11章までは本論文の第2部として，その骨格部，すなわち著者が

調査したアクルゴダ村におけるペラワー・力一ストの綿密な民族誌的記述とその分

析差成している．

　第4章はアクルゴダ村め地理的概略およびカースト構成，村の歴史と由来に関す

る住民の語り，現在の行政的諸施設・機関の言己載に当てられている・アクルゴダ村

は，スリランカの南端部に位置する村であり，稲作やヤシ栽培，茶とゴムの栽培が

行われている、総人口約5500のこの村の顕著な特徴は，高位のカーストであるゴ

イガマが約7割を占めるのに対して，ベラワーが全体の人口の4分の1と・全国の

’シンハラ人全体の比率（1・6％）からすると，非常に高い割合で居住することであ

る．この特徴の反映として，「文字」を暗示する村の由来について，いくつかの競

合する語りの一つとしてではあるが，ペラワーのかつての識字者の役割に言及する

語り方もある．アクルゴダは5つの集落から成るが，著者はなかでもペラワーの集

中する3集落に調査の焦点を当てる．こうした村の特徴，および村内での調査の焦

点の当て方は，第1部で著者が提起したベラワーの問題に迫るのに・相応しい調査

地の選定であることを説得的に予告せしめている．

　第5章においてはアクルゴダのベラワーの具体的生活の記述される．とりわけト

ウィルと呼ばれる儀礼において中心的役割を果たす呪医，儀礼でトランスにおちい
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　るダンサr儀礼の音響を担当するドラマー，占星術師，絵師・仏師などのベラワ

　ーの伝統的職能者について，逐一，それぞれの職能の実態，相互の系譜的関係，伝

統の継承の問題等が論じられる．著者はここで，伝統の継承にあたつては，家柄や

血筋よりも基本的には実力主義の大きな契機であることを指摘しつつ，継承の際に

指導を受ける師の選択としては、父一子関係のほかに，類別的なオジームスコの関

係，妻の父一ムスメの夫という婚姻にもとづく関係などが相互補完的な働き，状況

に応じて調整をはかる変数となっていると論じている．

第6章は・前章の議論を引き繊伝統的職能者の1ち呪医の生活に師を絞1，

その全体像を描こうとする企図である．著者は，呪医ビヤダーサとの長期にわたる

インタヴユー調査を通じて，この個人の生活史資料を十分に活用し，それによって

ベラワーのあいだでの呪医の中心的な地位と意義を浮き上がらせることに成功して

いる一なかでも重要な意味をもつのは，ピヤダーサの半生29年におよぶ日記の分

析である・これをとおして・若手のダンサーから一人前の，そして尊敬を払われる

成熟した呪医への成長過程が具体的に提示されると同時に，年毎に行な。た儀礼の

回数・その種類および依頼主の変化が実証的1こ追跡され，それによ。て呪医個人の

経歴を窓として・スリランカ社会全体の社会経済変容がうかがわれるものとな。て

いる．この点は，民族誌におけるミクロの記述分析がマクロの社会の様態を浮き彫

りにすることを可能にする好例を提供していると評価できる．またビヤダーサの日

常生活の記録としてこの日記を見るとき，呪医という職能がいかに経済的に不安定

なものであり，肉体的に労苦をともなうものであるかが生き生きとして伝えられ，

インタヴユーにおけるピヤダーサの言説・すなわち依頼主の経済状態によ。て謝礼

の額を変えること，苦を前にした人間の平等観にもとづき，場合によつて謝礼なし

でも儀礼を行なうことなどの諸点が，その意義を増すものとして強調されることに

なってし・る．

　第7章では・ベラワーの職業が兼業を含めて，詳細に検討される．まず当人の職

業意識に基づいて，職業を伝統職業・新職業，農業の三つに分類し，伝統職業，新

職業の内容が具体的に明らかにされる．そこで著者は，調査されたベラワーの内，

4割しか伝統職業に就いていない点を指摘し，特に注意を喚起している、

　ついで，ペラワーの職業観と収入との関連が，伝統職業，新職業に分けて，それ

ぞれ検討されている．伝統職業就業者については，特に収入と現職への態度の積極
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性との間の相関関係が明瞭であること，絵師．1仏師に高収入の者が見られ，伝統職

業就業者の年収分布に両極分化の傾向が見られること・収入格差は・将来展望の違

いを反映していること等が指摘される．新職業就業者については。職業選択の動機

と職業観との関遵が論じられ，全体として彼らの経済状態は伝統職業就業者に比し

てやや良好であるこをが明らかにされている．

　最後に農業が取り上げられ，農業を副業として営むペラワーが珍しくないこと・

腰業のもつ象徴的意味，すなわち，持続性，恒常性1「シンハヲ人」としての誇り・

自信，確実に継承できる財産としての「力」などを表す象徴行為としての意味が指

摘されている．

　職業の分類，主業と兼業との区別が，本人の認識に基づいておこなわれている点

は，きわめて独創的であり，それが職業観と収入の関違などを検討する際に，また

次章以下の文脈においても有効な分析枠組みとして機能していることは・高く評価

されるぺきだろう．ただ，収入の算定方法が明示されておらず・現物やサービスに

よる報酬，あるいは目給自足的部分がどのように評価されたのか疑問が残るし，収

入の変動，安定性が断片的な指摘に留まり，十分検討されていないこともやや気に

なった．

　第8章では，まずシンハラ人の名前の付け方が解説された後，個人名以外の部分，

すなわちワーサガマが取り上げ宇れ・それカ瀕繁に変えられることがペラワーの特

徴として指摘される．ついで，アクノレゴダのベラワーの約7割が，カーストを推定

できるワーサガマ，すなわちナカティゲとガニタゲを称していること，及ぴその名

前の由来が明らかにされる。

　著者は，調査に際してベラワーの人々がワーサガマを答えるのに圏踏した事実に

触れながら，改名行為のなかに含まれる意味を琴り・それを「旧名が象徴していた

自己と背景を否定し，新名が象徴する自己再生の行為」としてとらえられている。

　また，具体例をあげながら，ペラワーの改名方法が詳細に論じられ，旧名の頭文字

　を残しながら，ゴイガマ風の名前をつける，自分と関係の深い地名を織り込んだ名

前をつける，全く新しい名前をつけるという方法がとられていることを指摘してい

　る．

　　ついで，改名行為の選択と動機を探るために，職業と改名行為との関連が論じら

れる．ここでもまた，ベラワーを新職業就業者と伝統職業就業者とにわけ，前者に
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ついては，それをさらに煉瓦工とエリート的新職業就業者（銀行員，経理係，運転

手，配管工等）とにわけて，改名行為の意味が解明されている．また，伝統職業就

業者のなかで，呪医，ダンサー，ドラマーなどのように改名しない人々が取り上げ

られ，その理由が検討されている．ベラワーの改名行為はシンハラ文化が容認し，

近代法が保護する環境のなかで，完全に個人の窓意性を基本としているとはいえ，

「力一スト」が改名の正と負の動機となっているとの著者の指摘は示唆に富む．

　改名行為についてはこれほど詳細な検討を試みた研究は，おそらくきわめて稀で

あり，それは本論文の価値を著しく高めている点の一つであろう．さらに望ましい

のは，改名行為がいつ行われたのかを，時代にそくし，また個々人のライフ・サイ

クルにそくして検討することであるが，それが調査できる可能性は小さいかもしれ

ない．

　第9章では・まずはじめに・力一スト憤習的「葺別」が「人権問題」，「カースト

差別問題」として政治の場で閤題となウたときに，ペラワーが政治家に取り上げら

れた理由と←て、著者は，ペラワーに有力な政治家，経済人がおらず，無力な存在

で・低力一ストを代表する存在とみなされていたことを指摘する．そして，ペラワ

ーの上衣着用が力ニスト差別廃止運動の象徴行為となっていたことを，1949年の

タンガッレの事件を引き合いに出しながら説明している．

　ついで，アクルゴダ村からかつて共産党の有力な活動基盤の一つとなるにいたっ

た経緯に触れた後，スリランカにおける共産主義運動の創始者，S．D．ウィックラ

マシンハの影響が大きかったことを指摘し，彼の生涯，事績についてのぺ，さらに，

この村に住み，彼とほぼ同時代に活躍した二人のペラワーの共産党員（もっとも一

人は共産党員であったことを否定しているが）についても，彼らの政治活動の遍歴

を詳しく紹介している、

　最後に村全体がかつて共産党の強い影響下におかれ，その「コミュニタス」的状

況を共有した経験が，どのような形で現在にまで引き継がれてきているかが検討さ

れる．著者によれぱ，現在どの政党を支持するにせよ，村の人々の集合意識には共

産党時代の記憶が変わらずにあり，その歴史的事実と自分たちが隠れた共産党支持

者であることに人々がアイデンティティを求めていることは，明らかだという．コ

ミュニタスのような共同体験は一過的であり，その経験は実際の日常生活を大きく

変えるものではなかったが，なおアクルゴダの人々の意識の底にはコミュニタスの
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記憶が現在も脈々と生きていると著者は指摘する．その証左として，ペラワーによ

る上衣の着用の黙認，集会の際の自由な着座の位置，祝儀等の互換性等をあげられ・

ている．「私たち人闇は皆同じです」という言葉に，ベラワーの伝統的価値観と政

治的メッセージとの，ベラワー自身も明確に分けることのできない混交が読み取れ

るという著者の観察の目は鋭い．

　スリランカの政治動向が，村レペルにおけるベラワーの視点から生き生きと描か

れており，さらに，この章で明らかにされた事実は，スリランカの現代政治史の研

究にも大きく貢献するものだろう．

　ただ，全く触れられていないわけではないが，選挙をめぐってベラワーという集

団意識がどのような役割を果たしてきたか，もう少し詳しく検討する必要があった

ように恩われる、また，共産党と村人との蜜月時代の影響について，その時代を直

接体験しえた世代と，話を通じて間接的に追体験しかしえない世代との間に，政治

意識の差異はないのだろうかという疑問を感じた．

　第10章は国家の文化政策がペラワーの伝統職能に与えた影響について論じる．

スリランカ政府は国家の形成の過程で，シンハラ仏教ナショナリズムを高揚すると

ともに，ベラワーの職能の一部をシンハラの伝統文化と位置付け，ペラワーとその

技芸を文化政策の中に組み込んできた．とりわけ1950年代中葉から，文化省が自

治省とともに村藩における個人のダンサーやドラマー等に「伝統芸能継承者」に認

定資格を与える制度を採用したことは，こうした芸能の専門カーストとしてのペラ

ワーの生活と意識に大きな変化を及ぼした．実際には，政府の文化政策は中央高地

（ウダラタ）系の芸能をシンハラの精髄として賞揚して来たので，アクルゴダのペ

ラワーが属するパハタラタ系の芸能が注目を得るようになったのは最近のことであ

り，．アクルゴダでは唯一の絵師が「芸術の誉れ」章を受賞している．文化政策は芸

能者個人に栄誉と保護を与えることに主眼がおかれているため，呪医を中心として

チームで活動し，収入をチームの成員で分配するという伝統的なベラワーの治療儀

礼活動のあり方には相克をもたらすことがある．このことは，ペラワーの実力主義

を補完するものとしての平等主義の政策のなかでは生かされないことを意昧し，個

人の突出を目ださせ，ひいては次章で見るように村内の生活に深刻な亀裂を生じさ

せることにもなる．

　「アーリヤセーナ殺人事件をめぐるペラワーの『経験世界』と題する第11章は，
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本論文の中心をなす章である．これまでの諸章以上に，ここでは民族誌におけるア

クターとしての個人が際立ったかたちで登場する．その意味で，序章で述ぺられて

いる「個人への還元」という民族誌への著者なりの実験的なアプローチがこの章に

具現しているといえる．アーリヤセーナは，地方放送局の番組に定期的に登場する

など政府の文化政策のなかで活躍し，また海軍軍楽隊所属ダンサーという威信の高

い職を提供されるなど，将来を嘱望される着手のダンサー兼シンガーであり，その

人格もあいまってアグルゴダのベラワーの若者たちのリーダーになりつつあウた．

彼はみずからの手で新しい寺を建立しようと努力してきたが，この企図はベラワー

の長老たちの一部，およぴ彼らに連なるものたちから反発を受ける．寺をめぐる村

内の亀裂が深まるなかで，アーリヤセーナは，同じベラワーの，しかし才能の乏し

いドラマーによって殺害されてしまう、本章の事件をめぐる記述は、幼くして実父

に死なれ・アクルゴダの村人に養子として引き取られたアーリヤセーナの生い立ち，

それとは対照的に村の有名なドラマーの父の子として生まれながら，無熊と怠惰に

よって経済的にも貧しい生活を送る犯人の人となり，その他、共犯者と目きれる人

ぴと，証人，背後にいる関係者等の人物像を描きつつ，親族関係をはじめとする彼

らの人間関係を綿密に検討している点で，事件の民族誌としてきわめて秀逸なもの

と評価しうる、事件は，ベラワーおよぴゴイガマの村人による解釈と語りの積み重

ねのなかでテクストとして凝固していくことになるが，その過程を著者は「日常化

のコード」の生成と呼ぷ．移住・離村によって事件の舞台からの脱出を計る関係者

もいる反面，村全体の安寧を願う祭りの実行によって，表面的には村の和が再構築

される。事件後，アーリヤセーナの死をいたむ人ぴとによって，ベラワーの伝統的

な職能に対する認識と評価が高まったと著者は判断し，これをアーリヤセーナが寺

の建立によウて目指していたベラワーの自信の構築という「新しいコード」が，か

たちを変えて実現しつつあるものと解釈する．この解釈にはややできすぎの感がな

くもないが，個別の事件の枠組みをスリランカ全体にも適用しうる力一スト問題の

枠組むに変換するためには，必要な解釈の視点であると評価したい．

　終章一ここでまず強調されるのは現在のシンハラ社会のさまざまな領域に起きて

いる1多様で一貫性のない諸々の変化である．新しい経済状況や社会の動きに伴っ

て，従来の価値観では対応できないまま，人ぴとは整合性の取れない状態で日常生

活を送っている．それは個人の行為選択の幅が著しく増大している状況である、こ
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れを足羽氏はコードの変化という視点から捉えなおそうとする．新しい行為が繰り

返されるうちに確立されて共通コードになったものもあれぱ，ペラワーの手による

寺院建立をめざしたアーリヤセーナの選択が彼の死によってコードとして確立しえ

なかうたようにみえたものもある．しかしこの事件以後マヒンダラーマーヤ寺院の

僧侶の個人的努力によってペラワーたちが積極的に寺院を訪れるようになったのは

新しいコードの形成と考えられるとする．新職業に就き，改名や出稼ぎのコードを

使ってペラワーであることを隠し，新しい世界のコードヘと個人で転換をはかる例

も少なくない．．このように人びとが従来のコードの選択や、新しいコードの創造を

行い，外からの力を柔軟に処理しながら彼らの経験世界を造り，結果として，能動

的な社会変化を生み出していくことを論じることができたと足羽氏は自認する・個

人に主体をおいて民族誌を書くことがいかに難しいかを経験したことから多くのこ

とを学べたと結んでいる．

1I本論文の成果と評価

　本論文の成果は，まず第一に，これまで誰も試みなかった特定力一ストの級密に

して膨大な民族誌を作成したことにある．それは南スリランカのアクルゴダ村に住

み，悪魔払いの治療儀礼を職能とするバハタラカ系のベラワー・力一ストの人たち

を中心に据えながら空間的にも社会的にもその枠をはるかに超えた広がりを視野に

入れ，微視と巨視のスコープを自在に駆使して，見事にまとめあげたものである。

その根底には永年に亙る丹念なフィールドワークによって得た豊富な第一級資料と，

広範に亙る文献研究の裏付けがある．

　第二に，個人に主体をおき，その塩点から描くという基本方針がかなりの成功を

収めたことがある．我々審査員はどうしてこういうことがいえるのかという一般論

に悩まされること無く，ベラワー・やシンハラの人びとが個別的に何を考え・どんな

行動考し，その背後にある可能な選択肢は何かについて，フォ回一することができ

た．この点で「コード」という概念を用いて「経験世界」を記述しようという足羽

氏の意図は生かされている．特に11章の殺人事件をめぐる混沌とした状況をさま

ざまな角度から解明していく過程は本論文の圧巻といえよう．

　第三は，新しい民族誌上の発見や，鋭い知見が枚挙に暇のないほど随所に見られ

ることである．そのいくつかは概要で触れた．特に主題であるペラワー・カースト
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に関わるものは大きな学術的貢献といえよう．

　第四に．クリフォードらの民族誌批判や，デュモンのシンハラ・カースト論に対

する反批判はそれ目体妥当なものと判断できるし他の研究者にとって有益な見解で

ありえよう．　つぎ｝こ．本論文の問題点をあげておく．まず，論文としての完成度，

成熟度ということになると，不満がのこる．全体に論旨の重複が目立ち，いたずら

に長い論文になウてしまっている．もちろん反復により議論が熟成していく面もあ

るとはいえ，さらなる整理が可能であろう．第二に，「コード」ということばをあ

まりにたびたび用いたために，かえって分かりにくくなっているきらいがある．単

独のコードは具体的に列挙する必要があるし，憤用コードのような複合コードにつ

いてもより詳しい説明が望ましかった、

11I結　　論

　以上のような問題点が残るとしても，本論文はベラワー・カーストとシンハラ文

化研究およぴ民族誌学に加えた成果は高く評価できる．よって審査員一同は，本論

文が一橋大学博士（社会学）の学位を授与するにふさわしい業績であると判断する．

　　平成6年2月9日
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